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第１ 請求の概要と受理 
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２ 請求書の提出 
 

平成 31年４月 26日 

 

３ 請求の概要 
 

請求人が提出した措置請求書は「別紙１―１」のとおりであり、その概要は次

のとおりである。なお、11ページ以降の「３―２ 項目別判断」において、次の

各請求項目における「返還請求の対象及び金額」並びに「請求人の主張要旨」を
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記載した。 
 

請求人の政務活動費の返還請求の基本的考え方は、次のとおりである。 
 
  ・ 通常の生活（例えば、議員に当選する前の生活）において必要経費であった

費用は、議員当選後の生活においても必要経費である。したがって、そのよう

な経費は、政務活動費に計上できない。もし計上した場合は、議員になること

によって得た隠れた給与となり、違法行為そのものである。例えば、月極駐車

場代、購読している日刊紙の費用などである。 

  ・ 議員に就任後、所属する会派・党派の機関紙の発行費用の分担費の計上や議

員個人による広報紙発行の費用を、多くの議員は政務活動費に計上しているが、

その機関紙や広報紙が会派・党派や議員個人の広報・宣伝をすることを意図す

る内容を含む場合は、不法・違法な行為である。また、そのような不法・違法

の内容・記事が一部でも含まれる場合は、その紙面の割合ではなく、その機関

紙・広報紙自体の発行費の 100％が返還されるべきであると判断し得る。それ

は、機関紙・広報紙を利用した不当行為と捉えることができるからである。 

  ・ 政務活動費の項目の中で、研修費、事務所費、人件費は、会派や議員個人の

活動を支える活動費であるとされている。一方、議員の多くは、多岐にわたる

活動に参画・関与している。「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費

の交付に関する条例」（以下「政務活動費条例」という。）には、政務活動費を

充てることができる経費を会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、

要請、陳情、各種会議への参加等、区政の課題及び区民の意思を把握し、区政

に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する

経費」と定められている。したがって、特に、事務所費、人件費を政務活動費

に計上する場合は、関与する活動の中で区政・区民福祉に関する活動の割合を

明確にする義務がある。 
 

このような政務活動費の返還請求の基本的考え方に基づき、平成 29 年度政

務活動費について、会派及び議員の支出状況の精査・検証を進めた結果、過去

の検証結果と同様に、その合理性・妥当性に疑問を持たざるを得ない使途が多

数あることが判明した。 

このことから、措置請求書記載の会派及び議員の平成 29 年度政務活動費の

うち、次の違法又は不当な支出（合計金額：1,310 万 4,162 円）について、当

該会派及び議員に対して速やかに返還を求めるよう杉並区長に勧告すること

を求める。 
 

（１） 調査研究費（①視察費、②月極駐車場代、③交通費） 

（２） 研修費（①団体の年会費、②講師謝礼金） 

（３） 広聴広報費（①会派・議員の区政報告関連費用、②区政報告会関連費用、

③ホームページ関連費用） 

（４） 資料購入費（①日刊紙（新聞）購読費、②所属政党発行の機関紙購読費、

③学士会会報購読費） 

（５） 事務費（①携帯電話代、②事務用品購入費等） 

（６） 人件費（政務活動補助職員賃金） 
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４ 請求の受理 
 

本件監査請求については、令和元年５月 13 日の監査委員会議において、地方

自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条の２の規定に基づき、井口かづ子監査

委員職務執行者を除斥とした後、監査委員３名（上原和義監査委員、三浦仁監

査委員及び内山忠明監査委員）の合議により、同法第 242 条所定の要件を具備し

ているものと認め、受理することに決定した。 

   なお、請求人には、同日付けで文書によりこの旨を通知した。 
 

その後、同年５月 21 日の監査委員会議において、同法第 199 条の２の規定に

基づき、同日に就任した井原太一監査委員を除斥とした。（井口かづ子監査委員

職務執行者は同年５月 20 日に退任） 
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第２ 監査の実施 

 

１ 証拠の提出及び陳述の実施 
 

請求人に対して、地方自治法第 242条第６項の規定に基づき、令和元年５月 21

日に証拠の提出及び陳述の機会を設けた。 

請求人からは、追加の証拠資料（資料１「杉並区の監査の現状」、資料２「平成

30 年７月 10 日付け可否決定通知書」、資料３「９議員・２会派の平成 26 年度政

務活動費収支報告書と出納簿の訂正書類」）（別紙１―２）が提出されるとともに、

請求人（３名）から本件監査請求に関する陳述が行われた。 

 

２ 監査対象事項 
 

措置請求書記載の会派及び議員の平成29年度政務活動費のうち、請求人が違法

又は不当と主張する各支出について、違法又は不当の有無等を調査し、それらを

踏まえて監査結果を導くこととした。 

ただし、本件監査請求のうち、次の表に掲げるものについては、監査の対象外

（却下）とした。 
 

 区 分 返還請求の対象及び金額 監査の対象外とした支出 

① 

返還請求額の

うちの本件監

査請求後に返

還された部分

の額の返還を

求める請求 

新城せつこ議員の区政報告

（2018年新年号）関連費用及

び区政報告会（平成 29 年５

月 20日）関連費用（223,856

円） 

当該返還請求額のうちの本件監

査請求後に返還された部分の額

（2,088円） 

② 

返還請求額の

うちの政務活

動費計上額を

超える部分の

額の返還を求

める請求 

杉並区議会公明党（川原口宏

之議員）の月極駐車場代

（180,000円） 

当該返還請求額のうちの政務活

動費計上額（165,000円）を超え

る部分の額（15,000円） 

太田哲二議員の講師謝礼金

（150,000円） 

当該返還請求額のうちの政務活

動費計上額（135,000円）を超え

る部分の額（15,000円） 

藤本なおや議員の日刊紙（新

聞）購読費（49,512円） 

当該返還請求額のうちの政務活

動費計上額（45,912 円）を超え

る部分の額（3,600円） 

杉並区議会公明党（大槻城一

議員）の日刊紙（新聞）購読

費（56,063円） 

当該返還請求額のうちの政務活

動費計上額（55,672 円）を超え

る部分の額（391円） 
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３ 対象部局とその抗弁要旨 
 

杉並区議会事務局（以下「区議会事務局」という。）及び杉並区総務部総務課

（以下「総務部総務課」という。）を本件監査の対象部局とし、抗弁書の提出を求

め、その提出を受けるとともに、区議会事務局については、令和元年５月 27 日

にその説明を聴取した。 
 

区議会事務局（区議会事務局長）の令和元年５月 24 日付け抗弁書（別紙２―

１）、同年６月４日付け抗弁書（追加回答）（別紙２―２）及び同年６月 20 日付

け抗弁書（追加回答その２）（別紙２―３）並びに総務部総務課（杉並区長）の抗

弁書（別紙３）の要旨は、次のとおりである。 
 

３―１ 区議会事務局 
 

   区議会事務局（区議会事務局長）の令和元年５月24日付け抗弁書には、①政

務活動費（旧政務調査費）の法制化の経緯等、②政務活動費の交付に関する規

定と交付手続、③収支報告書等の提出に関する手続等、④政務活動費の執行に

係る区議会議長（以下「議長」という。）等の役割、⑤領収書その他の証拠書類

の取扱い、⑥政務活動費の平成29年度の状況、⑦請求人の主張に対する見解等

及び⑧令和元年度からの取組について記載されている。 

その主な内容は、次のとおりである。 
 

（１）政務活動費（旧政務調査費）の法制化の経緯等 

平成24年の地方自治法の一部改正により、政務調査費の名称が「政務活

動費」に、交付目的が「議員の調査研究その他の活動に資するため」に改め

られ、政務活動費を充てることができる経費の範囲を条例で定めることと

され、また、議長は、政務活動費の使途の透明性の確保に努めることとされ

た。（平成25年３月１日施行） 

これを受け、「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関

する条例」（以下「政務調査費条例」という。）の一部が改正され、政務活動

費を充てることができる経費の範囲が「調査研究、研修、広聴、広報、要請、

陳情、各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反

映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経

費」と定められ、別表において具体的な経費区分が定められた。 

また、議長は、収支報告書等関係書類について必要な調査を行うととも

に、使途の透明性の確保に努めるものとされた。 
 

（２）政務活動費の執行に係る議長の役割（議長の調査権に関する見解） 

政務活動費の支出に当たっては、第一義的には会派及び議員の自律的な

判断に委ねられるものと考えるが、平成24年の地方自治法の改正に伴い、

政務活動費条例に、議長は政務活動費の使途の透明性の確保に努める旨が

明記されたことから、議長は、政務活動費の支出に使途制限違反があるこ

とが収支報告書等の提出書類から疑われるような場合は、当該会派及び議

員に対して説明を求めるなど必要な調査を行い、使途の透明性の確保に努

めることが求められている。 
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（３）請求人の主張に対する見解等 

政務活動とは、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、

陳情、各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反

映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動をいい、政

務活動費として支出する際には、政務活動費条例別表に規定する政務活動

に要する経費（以下「政務活動に要する経費」という。）及び「杉並区議会

の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程」（以下「政務活

動費規程」という。）別表に規定する政務活動に要する経費細目（以下「政

務活動に要する経費細目」という。）に規定された範囲内で支出することは

当然である。 

同時に、政務活動費として公費負担される以上、必要最小限の経費で最

大の効果を挙げるよう、コスト意識をもって活動を行う必要があり、さら

に、当該経費の使途の透明性を確保し、区民に対して説明責任を果たすこ

とが求められている。 

その上で、政務活動の対象は広範囲に及び、活動内容も多様であること

から、それに要する経費の支出については、会派及び議員の自主性を尊重

しつつ、使途に関する多くの部分について会派及び議員の自律的判断に委

ねられている。また、当該活動の一部に政務活動以外の活動が混在する場

合、どの程度の割合が政務活動に当たるかについては、会派及び議員の活

動の実態に照らして自ら判断するものとし、その判断は、説明責任を果た

すことを前提に尊重されるべきものと考える。 
 

その他、個別の請求項目（①調査研究費（視察費、月極駐車場代、交通

費）、②研修費（団体の年会費、講師謝礼金）、③広聴広報費（会派区政報告、

議員区政報告、区政報告会、ホームページの維持管理費等）、④資料購入費

（日刊紙、政党機関紙の購読）、⑤事務費（事務用品の購入等、携帯電話代）、

⑥人件費）に対する見解が記載されている。 
 

（４）令和元年度からの取組 

区議会では、政務活動費の適正な運用に向けて、不断の検証・見直しに努

めてきたが、その使途については、議員の自律的判断と説明責任が強く求

められていることから、議員一人ひとりの意識を変える必要がある。 

今後は、平成30年８月28日の東京地裁判決及び平成31年４月16日の東京

高裁判決並びに平成31年３月22日の東京地裁判決の結果を重く受け止め、

これまで以上に区民の理解と信頼が得られる政務活動費制度を目指し、按

分の割合（上限）が定められていない経費や月極駐車場代その他の改善す

べき課題について、より一層の検証・見直しに取り組むこととしている。 
 

   区議会事務局（区議会事務局長）の令和元年６月４日付け抗弁書（追加回答）

には、①政務活動費制度の有用性、②政党及び政治団体の確認、③講師謝礼金

に関する説明、④団体の年会費の経費細目項目及び⑤区政報告の送り状につい

て記載されている。 
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   また、区議会事務局（区議会事務局長）の令和元年６月20日付け抗弁書（追

加回答その２）には、購入から任期満了までの期間が所得税法上の耐用年数に

満たない備品購入について記載されている。 

 

３―２ 総務部総務課 
 

   総務部総務課（杉並区長）の抗弁書には、①政務活動費の制度制定の経緯、

②政務活動費の交付及び返還等に関する手続、③政務活動費の適正化に向けた

取組及び④今回の措置請求に関する区の見解について記載されている。 

今回の措置請求に関する区の見解は、次のとおりである。 
 

政務活動費は、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部

として交付するものであり、その執行については、第一に会派及び議員の倫理

観を前提にした自己検査を行い、第二に議会の代表者としての議長が調査し、

議会の自律性の中で処理することが前提であると認識している。その上で執行

機関としては、会派及び議員が活動していく上で支障のないよう、政治活動の

自由を保障する視点で、対応すべきものであると考えている。 

そのような前提からすれば、今回の措置請求の対象となっている平成 29 年

度政務活動費については、政務活動費条例第 11 条に基づき、議長が収支報告

書及び領収書等を調査していることから、区は、適正に執行されたものと考え

ている。 

その一方で、区としては、この間の政務活動費に関する監査結果や訴訟の判

決を重く受け止めており、今後も、区議会には、その内容を踏まえて、より適

正な制度運用と使途の透明性の向上に努めるよう、強く求めていく。 

 

４ 区議会議長の調査回答の要旨 
 

政務活動費条例第11条で、議長は収支報告書等について必要に応じて調査を行

うこととされていることから、請求人が指摘している政務活動費の支出の違法性

又は不当性の有無等について、議長に調査を依頼した。 
 

議長の回答要旨は、次のとおりである。 
 

４―１ 令和元年５月 24日付け調査回答（別紙４―１） 
 

   当該調査回答には、①政務活動費条例に基づく議長の調査の実施、②調査結

果、③今回の措置請求に対する議長の見解、④個別事項についての会派及び議

員からの説明について記載されている。 

その主な内容は、次のとおりである。 
 

（１）調査結果 

政務活動として合理性ないし必要性を欠くことが明らかであると認め

られるものはなく、平成 29 年度の「政務活動に要する経費」及び「政務

活動に要する経費細目」に基づく適正な支出が行われていた。 

なお、新城せつこ議員については、本人からの申出により訂正処理等を

進める。 
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   （２）今回の措置請求に対する議長の見解 

政務活動費の支出に当たっては、第一義的には会派及び議員の自律的な

判断に委ねられていると考えており、平成 29 年度当時の基準により、会

派及び議員がそれぞれ良識ある判断に基づき、計上しているものと認識し

ている。 

今後は、平成30年８月28日の東京地裁判決及び平成31年４月16日の東京

高裁判決並びに平成31年３月22日の東京地裁判決の結果を重く受け止め、

これまで以上に区民の理解と信頼が得られる政務活動費制度を目指し、按

分の割合（上限）が定められていない経費や月極駐車場代その他の改善す

べき課題について、より一層の検証・見直しに取り組むこととしている。 
 

その他、措置請求書記載の個別の請求事項についての会派及び議員の説

明が記載されている。 

 

４―２ 令和元年６月４日付け調査回答（別紙４―２） 
 

   当該調査回答には、本件監査請求後の令和元年５月24日に行われた新城せつ

こ議員の「平成29年度政務活動費収支報告書及び出納簿」（以下「29年度収支報

告書等」という。）の訂正（誤記控除）等について記載されている。 

上記の訂正に伴う返還日、返還額等は、次のとおりである。 
 

返還日 返還額 内 容 

令和元年 

５月 30日 
2,088円 

区政報告郵送料：1,779円 

（平成 29年 12月 22日支出） 

人件費：309円 

（平成 29年 12月 25日支出） 
 

   そのほか、当該調査回答には、はなし俊郎議員、岩田いくま議員、浅井くに

お議員、松浦芳子議員、田中ゆうたろう議員、富本卓議員及び杉並区議会公明

党（横山えみ議員及び山本ひろこ議員）の追加説明が記載されている。 

 

４―３ 令和元年６月 20日付け調査回答（別紙４―３） 
 

   当該調査回答には、杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）の説明内容の訂正

について記載されている。 
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第３ 監査の結果 

 

１ 結 論 
 

本件監査請求については、令和元年６月 24 日に監査委員３名（上原和義監査

委員、三浦仁監査委員及び内山忠明監査委員）の合議により、次のように決定

した。 
 

本件監査請求のうち、第２の２の「監査対象事項」（４ページ）に記載した①返

還請求額のうちの本件監査請求後に返還された部分の額の返還を求める請求及

び②返還請求額のうちの政務活動費計上額を超える部分の額の返還を求める請

求（第２の２の表）に係る部分については、これを却下し、その他の請求に係る

部分については、請求に理由がないものと認められるので、これを棄却する。 

 

２ 政務活動費に係る条例等の制定等の経緯 
 

杉並区における政務活動費（旧政務調査費）に係る条例等の制定等の経緯は、

次のとおりである。 
 

（１）  平成 12 年の地方自治法の一部改正により政務調査費制度が創設されたこ

とに伴い、平成 13 年に、政務調査費条例及び「杉並区議会の会派及び議員

に対する政務調査費の交付に関する条例施行規則」（以下「政務調査費規則」

という。）が制定され、政務調査費の交付対象、交付額、交付方法、使途基

準等が定められ、平成 13 年度から会派及び議員に対して政務調査費が交付

された。 
 

（２）  平成 19 年に、区議会の自主的なルールとして、「杉並区議会の会派及び議

員に対する政務調査費の取扱いに関する規程」（以下「政務調査費規程」と

いう。）が制定され、選挙活動、政党活動又は後援会活動に関する経費など

の 10 項目の経費は区政に関する調査研究に資するために必要とする経費に

該当しないと明示された。 
 

（３）  平成 20 年に、政務調査費規程の一部が改正され、政務調査費規則別表で

定められていた「使途基準」をより具体化した「使途基準細目」が定められ

た。 
 

（４）  平成 24 年の地方自治法の一部改正により政務調査費制度が改正され、政

務調査費の名称が「政務活動費」に、交付の目的が「議員の調査研究その他

の活動に資するため」に改められ、政務活動費を充てることができる経費の

範囲を条例で定めることとされた。 
 

（５） 平成 25 年に、政務調査費条例が政務活動費条例に改正され、「政務調査

費」が「政務活動費」に改められ、政務活動費を充てることができる経費が

「会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議

への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その

他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」とされ、「使途

基準」に代えて別表で「政務活動に要する経費」として 10 項目（調査研究

費、研修費、広聴広報費、要請陳情等活動費、会議費、資料作成費、資料購
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入費、事務費、事務所費及び人件費）の経費が定められた。 

また、政務調査費規程が政務活動費規程に改正され、別表で定められてい

た「使途基準細目」が「政務活動に要する経費細目」に改められた。 
 

（６）  その後、平成 26年３月、平成 27年３月、平成 28年３月、平成 29年３月

及び平成 30年３月に、政務活動費規程の一部が改正され、「政務活動に要す

る経費細目」の見直しが行われた。 

 

３ 判 断 
 

３―１ 監査の基本的な考え方と視点 
 

本件監査に当たっての基本的な考え方と視点は、次のとおりである。 
 

（１） 政務活動費は、会派及び議員が行う「区政に関する調査研究その他の活

動に資する」ことを目的として、必要とする経費の一部を助成するもので

あり、交付の対象、額及び方法並びに充てることができる経費の範囲、そ

の使途の透明性を確保するための方法等については、各自治体がその実情

に応じて制定する条例等に委ねられているものである。 
 

（２） 会派及び議員による政務活動は多岐にわたっており、それに伴い生じる

経費も多様であるので、区では、平成 25 年３月から、政務活動費条例に

おいて、一部その使途の拡大を図り、政務活動費を充てることができる経

費を「会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各

種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる

活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」と定

めたところである。 
 

（３） 二元代表制を基本とする地方自治制度において、議会は首長と並ぶ重要

な役割を担っており、議会の自律性やそれを構成する会派及び議員の政治

活動の自由は保障されなければならない。そして、政務活動には執行機関

に対する監視の機能の側面もあるので、執行機関と議会等との抑制と均衡

の理念等に鑑み、会派及び議員がどのような政務活動を行い、そのために

いかなる政務活動費を支出するかについては、基本的に会派及び議員の自

律的判断に委ねるべきものであると解するのが妥当である。 
 

（４） しかし反面、政務活動費は公金である以上、制度の趣旨に沿った使途の

適正が自律的に確保されなければならず、また、それらを客観的に確認で

きるように透明性を確保することが必要である。このため、政務活動費条

例及び「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条

例施行規則」（以下「政務活動費規則」という。）に加え、区議会による自

主的なルールと仕組みが整えられてきたと認められるが、透明性の確保は、

使途が拡大された政務活動費制度において、より一層求められているとい

える。 
 

（５） こうしたことから、政務活動費の支出の適合性については、収支報告書

等の記載から明らかに違反していることがうかがわれるような場合はそ

の疑義を解明する必要があることはいうまでもないが、そうした場合を除



- 11 - 

くと、「監査委員を含め区の執行機関が、実際に行われた政務調査活動の

具体的な目的や内容等に立ち入ってその使途制限適合性を審査すること

を予定していない」とした政務調査費についての判例（平成 21年 12月 17

日最高裁判所判決）は、政務活動費制度においても同様に該当すると解さ

れる。 
 

（６） 以上から、本件監査において、政務活動費の支出については、政務活動

費制度の趣旨を踏まえ、会派及び議員の自律性を尊重することを基本とし、

政務活動費条例等の規定、判例、議会が自主的に定めた「政務活動に要す

る経費細目」等に照らし、また、使途の透明性の確保の観点にも留意して

その適合性を総合的に判断するものとする。 

 

３―２ 項目別判断 
 
    請求人は、措置請求書において、「政務活動に要する経費」の項目（調査研究

費、研修費等）ごとに、返還請求の対象、金額、理由等を述べている。 

そこで、措置請求書記載の６項目 
 

（１） 調査研究費（①視察費、②月極駐車場代、③交通費） 

（２） 研修費（①団体の年会費、②講師謝礼金） 

（３） 広聴広報費（①会派・議員の区政報告関連費用、②区政報告会関連費

用、③ホームページ関連費用） 

（４） 資料購入費（①日刊紙（新聞）購読費、②所属政党発行の機関紙購読費、

③学士会会報購読費） 

（５） 事務費（①携帯電話代、②事務用品購入費等） 

（６） 人件費（政務活動補助職員賃金） 
 

について、平成29年度当時の政務活動費条例（資料１）、政務活動費規則（資料

２）、政務活動費規程（資料３）及び「政務活動費の支出に関する事務処理につ

いて」（以下「事務処理の手引」という。）（資料４）等に基づき、請求内容の適

否を判断することとする。 

なお、[返還請求の対象及び金額]の欄には、返還請求の対象とされた会派及

び議員名と括弧書きで措置請求書記載の返還請求額を記載した。 

 

３―２―１ 調査研究費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

１ はなし俊郎議員（①大分県由布市「ゆふいん文学の森」の視察費：42,560

円（※）、②月極駐車場代：111,084円） 

※ 措置請求書に、異なる金額（42,580円）の記載があるが、「返還請求額のまとめ」

の金額を請求額と解することとした。 
 

２ 杉並区議会公明党（川原口宏之議員）（月極駐車場代：180,000円） 
 

３ 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員）（月極駐車場代：138,000円） 
 

４ 杉並区議会公明党（島田敏光議員）（月極駐車場代：108,000円） 
 

５ 今井ひろし議員（月極駐車場代：71,500円） 
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６ 岩田いくま議員（区役所への交通費：8,580円） 

 

[請求人の主張要旨] 
 

１ はなし俊郎議員（視察費） 

はなし議員が、区を代表して式典に出席したのかを明示する説明がなさ

れておらず、単独の判断で式典に出席したとし、その目的及び得られた知

見等が、政務活動視察報告書の概要に記されている内容であるとすると、

一般常識からも公金による視察とは判断し難い。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

２ 杉並区議会公明党（川原口宏之議員・渡辺富士雄議員・島田敏光議員）、

はなし俊郎議員、今井ひろし議員（月極駐車場代） 

自動車を購入する際には、誰もがその保管場所が必要であり、月極駐車

場代の支出は、政務活動費条例の主旨や政務活動費規程第２条に違反する。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

３ 岩田いくま議員（交通費） 

区役所に来るときに、「井の頭線・ＪＲの経路（富士見ケ丘―吉祥寺―阿

佐ケ谷）」よりも往復で330円高い「井の頭線・ＪＲ・丸ノ内線の経路（富

士見ケ丘―吉祥寺―荻窪―南阿佐ケ谷）」を26回利用しており、公費の使

用を最小化することを求める地方自治法に反している。 

したがって、計上額のうち、差額分（330円×26）の返還を求める。 

 

 [判断基準] 
 

１ 視察費 

区政に関する調査研究その他の活動のために視察をし、その交通費、宿

泊費等の経費を支出することは、「政務活動に要する経費」で調査研究費

として認められている。 

「政務活動に要する経費」、「政務活動に要する経費細目」及び「事務処

理の手引」等（以下「政務活動に要する経費・同細目等」という。）に基づ

き、領収書（これに類するもの（預金通帳の該当ページの写し、クレジッ

トカードの利用明細書等）を含む。以下同じ。）及び視察先、視察目的、行

程、概要等を記載した「政務活動視察報告書（宿泊を伴うか、往復の交通

費が１万円を超える場合のみ）」が提出され、実態に即して適切に按分す

るなど適正に処理されていれば、違法又は不当であるということはできな

い。 
 

２ 月極駐車場代 
 

（１）区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、自動車・バイク

を移動手段として利用し、その月極駐車場代を支出することは、「政務

活動に要する経費」で調査研究費として認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目」等に基づき、領収書及び賃貸借契

約書の写しが提出され、支出割合の上限（２分の１）の範囲内で実態に
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即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当であ

るということはできない。 
 

（２）請求人は、「自動車を購入する際には、誰もがその保管場所が必要で

あり、月極駐車場代の支出は、政務活動費条例の主旨や政務活動費規程

第２条に違反する」と主張する。 

しかしながら、「政務活動に要する経費細目」において「月極駐車場代

の支出割合の上限は２分の１とする」と定められていることからすると、

月極駐車場代が、政務活動費規程第２条第１項第８号の「自動車の維持

管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費」に該当しないことは明

らかであり、また、「政務活動に要する経費」において、調査研究費の内

容が「区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調

査委託に要する経費」と定められていることからすると、月極駐車場代

が明らかに当該経費に該当しないと解することはできない。 

なお、月極駐車場代の計上の可否については、平成27年度から、継続

して、杉並区議会政務活動費調査検討委員会の検討事項とされているこ

とを付言する。 
 

３ 交通費 

区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、公共交通機関を利

用し、交通費を支出することは、「政務活動に要する経費」で調査研究費と

して認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、出張先、経路、金額、

出張内容等を記載した「政務活動交通費記録簿」が提出され、一般的に合

理的な経路であると認められ、実態に即して適切に按分するなど適正に処

理されていれば、違法又は不当であるということはできない。 

 

 [会派・議員別判断] 
 

１ はなし俊郎議員 
 

（１）視察費 

上記判断基準―１のとおり、領収書及び政務活動視察報告書が提出さ

れており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該政務活動視察報告書には、「これからの文学を通じて、

区と由布市が交流を持てれば、新たな修学旅行先の一つになることや区

民が訪れる先となり、改めて文学に触れてほしい」と記載されており、

区政に関する調査研究その他の活動のための視察であると認められる。 

請求人は、「はなし議員が、区を代表して式典に出席したのかを明示

する説明がなされていない」と主張するが、当該議員からは、「議長のと

きに区にあった碧雲荘の移築について関係者から相談を受け、視察当時

は議長ではなかったので公務ではなかったが、議長在職時の経緯からオ

ープン記念式典に招待され出席した」と説明されており、それを否定す

る根拠はない。 
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したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）月極駐車場代 

上記判断基準―２のとおり、領収書及び賃貸借契約書の写しが提出さ

れ、支出割合の上限の範囲内の按分率50％で計上されており、「政務活

動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認

められる。 

そして、自動車の使用実態について、「多くの区民相談を受けている

ため、政務活動として使う頻度が高く、使用実態でみると50％を超えて

いる」と説明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

２ 杉並区議会公明党（川原口宏之議員）（月極駐車場代） 

上記判断基準―２のとおり、領収書及び賃貸借契約書の写しが提出され、

支出割合の上限の範囲内の按分率50％で計上されており、「政務活動に要

する経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、自動車の使用実態について、「当会派は、日々、昼夜を問わず膨

大な区民相談、意見聴取をはじめとする政務活動を行っており、自動車の

使用は必要不可欠であり、その政務活動としての使用割合は非常に高く、

実態としては50％を大きく上回っている」と説明されており、それを否定

する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

３ 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員）（月極駐車場代） 

上記の杉並区議会公明党（川原口宏之議員）の判断（以下この調査研究

費の項目において「判断―１」という。）のとおり、本件支出が違法又は不

当であるということはできない。 
 

４ 杉並区議会公明党（島田敏光議員）（月極駐車場代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

５ 今井ひろし議員（月極駐車場代） 

上記判断基準―２のとおり、領収書及び賃貸借契約書の写しが提出され、

支出割合の上限の範囲内の按分率50％で計上されており、「政務活動に要

する経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、自動車の使用実態について、「現在、特定の企業等の勤務はして

おらず、議員を専任の仕事とし、毎日、区内において政務活動を行ってお

り、自治会や商店会、地域イベント、区内の行政視察、区民相談など活動

は多岐にわたっている」と説明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

６ 岩田いくま議員（交通費） 

上記判断基準―３のとおり、政務活動交通費記録簿が提出されており、

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理されているこ

とが認められる。 
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請求人は、「区役所に来るときに、「井の頭線・ＪＲの経路（富士見ケ丘

―吉祥寺―阿佐ケ谷）」よりも往復で330円高い「井の頭線・ＪＲ・丸ノ内

線の経路（富士見ケ丘―吉祥寺―荻窪―南阿佐ケ谷）」を26回利用してお

り、公費の使用を最小化することを求める地方自治法に反している」と主

張するが、区役所の最寄り駅は南阿佐ケ谷駅であることから、「富士見ケ

丘―吉祥寺―荻窪―南阿佐ケ谷」という経路は、一般的に合理的な経路で

あると認められ、当該議員も、状況に応じて、「富士見ケ丘―吉祥寺―阿

佐ケ谷」という経路を利用していることが認められる。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 

 

３―２―２ 研修費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

１ 川野たかあき議員（①自治体議員立憲ネットワーク及び②自治体議員政

策情報センター虹とみどりの年会費：23,000円（①3,000円、②20,000円）） 
 

２ 太田哲二議員（お金と福祉の勉強会（７回）の講師謝礼金：150,000円） 

 

 [請求人の主張要旨] 
 

１ 川野たかあき議員（団体の年会費） 

「政務活動に要する経費細目」で「政党及び政治団体の年会費は計上で

きないものとする」と規定されているが、政治団体と思われる２団体の年

会費を計上している。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

２ 太田哲二議員（講師謝礼金） 

事務処理の手引において、講師謝礼金については、「適正な金額である

ことを示すため、テーマや講義時間等、講義内容の説明が必要です」とさ

れているが、領収書には「勉強会講師料」としか記載されておらず、使途

基準が規定する講義内容の説明が欠如している。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 

 

 [判断基準]  
 

１ 団体の年会費 

区政に関する調査研究その他の活動のための研修会等への参加等を目

的として、当該研修会等を主催する団体（政党及び政治団体を除く。）の年

会費を支出することは、「政務活動に要する経費」で研修費として認めら

れている。 

議員が当該団体に所属することが区政に関する調査研究、研修等の政務

活動を目的としたものであり、当該団体の目的や活動内容が区政と関連性

を有するものと認められる場合においては、「政務活動に要する経費・同

細目等」に基づき、領収書が提出され、実態に即して適切に按分するなど

適正に処理されていれば、違法又は不当であるということはできない。 
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なお、平成30年度から、「政務活動に要する経費細目」の一部が改正さ

れ、政党及び政治団体以外の団体年会費については、規約等を添付し、領

収書等貼付用紙の備考欄に区政との関連性を記載することとされている。 
 

２ 講師謝礼金 

区政に関する調査研究その他の活動のために研修会等を開催し、その講

師謝礼金、会場費等の経費を支出することは、「政務活動に要する経費」で

研修費として認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書が提出され、講

師謝礼金が適正な金額であることを示すため、テーマや講義時間等の講義

内容が説明され、実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれ

ば、違法又は不当であるということはできない。 

 

[議員別判断] 
  

１ 川野たかあき議員（団体の年会費） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出されており、両団体（自治体

議員立憲ネットワーク及び自治体議員政策情報センター虹とみどり）とも、

政党及び政治団体に該当せず、「政務活動に要する経費・同細目等」に基

づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、まず、自治体議員立憲ネットワークについては、その規約をみ

ると、設立目的は、立憲主義に立ち、平和主義、基本的人権、国民主権、

地方自治に基づく日本国憲法が活かされる社会の実現を目指すこととさ

れ、活動内容は、①集団的自衛権の解釈改憲に反対し、個人や市民団体、

労働団体、学者文化人、国会議員等と連携し、運動を進める、②立憲主義

の立場から超党派で、運動と政治、国政と地域を結び合わせ、地域活動を

強める等とされており、また、当該議員からも、「当該団体は、立憲主義

の立場から超党派の自治体議員が加盟し、地域での運動と政治、国政と地

方を結び、全国の情報共有を行うことを目的としており、年数回の研修会

やイベントを開催し、メールニュースを発刊し、他にも随時資料の提供、

相談受付やメールにて会員間の情報交換や議論を行っている」と説明され

ている。 

次に、自治体議員政策情報センター虹とみどりについては、その運営規

則をみると、設立目的は、「自治、多様性、エコロジー、公正、平和」を基

本理念として、持続可能な自治体を目指す自治体議員の活動に資する情報

や政策の相互提供を促進することとされ、活動・事業内容は、①政策研究

及び政策提言活動、②研究紙・誌等の発行、③政策フォーラム、研究集会

等の開催、④メーリングリストやホームページなどを利用した情報交換及

び情報発信等とされており、また、当該議員からも、「当該団体は、経済成

長至上主義から脱却し持続可能な社会を目指すべきであり、そこには自治

体議員の働きが不可欠であるという考えの下、全国の超党派自治体議員の

活動をサポートする目的で結成されたものであり、年数回の研修会や年１

回の全国研究集会を開催し、その成果をまとめた冊子を発行し、他にも随
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時資料の提供、相談受付やメールにて会員間の情報交換や議論を行ってい

る」と説明されており、いずれも、その入会目的は政務活動を目的とした

ものであると認められ、当該団体の目的や活動内容は区政と関連性を有す

るものと認められる。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

なお、区議会事務局長の抗弁書（追加回答）において、「事務処理の手

引では、政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとすると定めて

いるが、政党及び政治団体の定義が設けられていない（区議会事務局では、

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条第１項に規定する政治団

体をいうものと解釈している）ことから、政治団体の定義について明記す

ることを検討したい」との見解が明らかにされていることを付言する。 
 

２ 太田哲二議員（講師謝礼金） 

上記判断基準―２のとおり、領収書及び「お金と福祉の勉強会」の案内

チラシの原本が提出され、平成29年第６回から第10回までの当該勉強会の

講師謝礼金については按分率50％で計上されており、「政務活動に要する

経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該案内チラシ及び当該議員の説明によると、①平成29年第６

回（平成29年７月22日開催）のテーマが「民法改正～連帯保証人を含めた

改正があった～」、講師が弁護士の河東宗文氏、講義時間（質疑応答を含

む。）が１時間30分、②平成29年第７回（平成29年８月10日開催）のテー

マが「意味からとらえ直すスマホの賢い使い道～４種のアプリから見た人

生の楽しみ方～」、講師がイープル・インフォメーション・デザイン代表

の小林剛氏、講義時間（質疑応答を含む。）が１時間45分、③平成29年第

８回（平成29年９月14日開催）のテーマが「自分がこの国この街で精神障

害者だったら」、講師が一般社団法人クレオソーレ代表理事の丹菊敏貴氏、

講義時間（質疑応答を含む。）が１時間45分、④平成29年第９回（平成29

年10月９日開催）のテーマが「認知症になっても安心して暮らすために」、

講師が介護・福祉事業者代表の吉田洋之氏、講義時間（質疑応答を含む。）

が１時間45分、⑤平成29年第10回（平成29年11月18日開催）のテーマが「不

登校への理解と対応」、講師が東京シューレ葛飾中学校校長の奥地圭子氏、

講義時間が１時間、⑥平成30年第１回（平成30年２月10日開催）のテーマ

が「①企業・個人の借金処理、②日銀問題」、講師が経営コンサルタント

の石川和夫氏、講義時間（質疑応答を含む。）が１時間45分、⑦平成30年

第２回（平成30年３月24日開催）のテーマが「ピョンチャンオリンピック

後の日韓関係～杉並区の姉妹都市ソウル瑞草区はどんな所か～」、講師が

日韓親善協会副理事長の梁東準氏、講義時間（質疑応答を含む。）が１時

間45分であるとされており、いずれも、区政と関連性を有しないというこ

とはできず、また、講義内容の説明が欠如しているとは認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
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なお、区議会事務局長の抗弁書（追加回答）において、「講師謝礼金に

ついては、支出に当たっての留意事項として、適正な金額であることを示

すため、テーマや講義時間等、講義内容の説明が必要と定められており、

区議会事務局においては、領収書等貼付用紙の備考欄等への明記や内容の

分かる資料の提出のほか、口頭での説明により確認することができた場合

についても、支出の要件を満たすものと判断している」との見解が明らか

にされているが、口頭での説明を根拠として支出要件の適合性を判断する

ことは不適切であり、領収書等貼付用紙の備考欄等への明記や内容の分か

る資料の提出を義務付けるよう、留意事項の明確化を図られたい。 

 

３―２―３ 広聴広報費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

１ 浅井くにお議員（①会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円、

②議員の区政報告（平成29年夏号・平成30年新年号）関連費用：387,743円） 
 

２ 今井ひろし議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円） 
 

３ 大和田伸議員（①会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円、

②区政報告会（平成29年７月17日）関連費用：63,929円、③議員の区政報

告（平成29年夏号）関連費用：246,231円、④議員の区政報告（杉並区議会

報告はがき）関連費用：217,000円） 
 

４ はなし俊郎議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円） 
 

５ 大熊昌巳議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円） 
 

６ 吉田あい議員（①会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円、

②議員の区政報告（平成29年春季号・平成29年決算号・平成30年春季号）

関連費用：829,865円） 
 

７ 脇坂たつや議員（①会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円、

②議員の区政報告（2018.1）関連費用：492,715円） 
 

８ 井原太一議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円） 
 

９ 大泉やすまさ議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用：31,176円） 
 

10 佐々木浩議員（会派の区政報告（平成30年３月）関連費用：24,804円） 
 

11 松浦芳子議員（①会派の区政報告（平成30年３月）関連費用：157,908円、

②議員の区政報告（平成29年春号）関連費用：21,181円、③議員の区政報

告（平成29年秋号）関連費用：319,393円、④議員の区政報告（平成30年新

春号）関連費用：13,845円、⑤議員の区政報告（平成30年春号）関連費用：

98,629円、⑥区政報告郵送用住所録データ入力修正に係る人件費：20,000

円） 
 

12 岩田いくま議員（①会派の区政報告（平成30年３月）関連費用：115,440

円、②議員の区政報告（平成29年春号）関連費用：61,757円、③議員の区

政報告（VOL.54・55要約版（平成29年夏号））関連費用：131,558円、④議

員の区政報告（平成29年夏号・平成29年秋号・平成30年新年号・VOL.56・
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57要約版（平成30年新年号））関連費用：379,299円） 
 

13 藤本なおや議員（会派の区政報告（平成30年３月）関連費用：157,940円） 
 

14 小林ゆみ議員（①会派の区政報告（平成30年３月）関連費用：157,908円、

②議員の区政報告（平成30年３月28日）関連費用：249,745円） 
 

15 上野エリカ議員（①議員の区政報告（2017.4）関連費用：19,444円、②

議員の区政報告（2017.11）関連費用：326,648円、③議員の区政報告（2018.3）

関連費用：473,042円、④アンケート付きＡ５二つ折りカード関連費用：

170,000円） 
 

16 田中ゆうたろう議員（①議員の区政報告（区政報告はがき（平成30年１

月））関連費用：486,722円、②議員の区政報告（平成30年予算特別号）関

連費用：622,080円） 
 

17 川野たかあき議員（議員の区政報告（2018年１月）関連費用：750,600円） 
 

18 太田哲二議員（議員の区政報告（平成29年春号・平成29年秋号）関連費

用：462,898円） 
 

19 杉並区議会公明党（横山えみ議員）（①議員の区政報告（2017.4）関連費

用：120,964円、②郵送名簿整理に係る人件費等：21,000円、③議員の区政

報告（2018.春）関連費用：193,719円） 
 

20 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（議員の区政報告（2018.①）関連費

用：44,234円） 
 

21 杉並区議会公明党（北明範議員）（議員の区政報告（ニュース26）関連費

用：63,666円） 
 

22 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（議員の区政報告（2018年１月号）関

連費用：4,822円） 
 

23 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（ホームページ関連費用：38,880

円） 
 

24 富本卓議員（議員の区政報告（ＴＯＭＭＹ通信（３回）・平成30年初春

号）関連費用：458,498円） 
 

25 けしば誠一議員（議員の区政報告（2017年５月）関連費用・区政報告会

（平成29年５月20日）関連費用：214,729円） 
 

26 新城せつこ議員（議員の区政報告（2018年新年号）関連費用・区政報告

会（平成29年５月20日）関連費用：223,856円（※）） 

※ 措置請求書に、異なる金額（447,712円）の記載があるが、「返還請求額のまとめ」

の金額を請求額と解することとした。 
 

27 木梨もりよし議員（議員の区政報告（平成29年春季号）関連費用：947,603

円） 
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[請求人の主張要旨] 
 

１ 浅井くにお議員、今井ひろし議員、大和田伸議員、はなし俊郎議員、大

熊昌巳議員、吉田あい議員、脇坂たつや議員、井原太一議員、大泉やすま

さ議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 
 

表題を除いた紙面の50％以上が写真で構成され、その写真のうち、議員

の集合写真と11人の上半身の写真の割合が75％を超えるなど、内容が政務

活動費条例に合致しておらず、多量の部数（124,000部）を区内に配布し、

議員の宣伝を目的にしていると疑念を抱かざるを得ない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

２ 佐々木浩議員、松浦芳子議員、岩田いくま議員、藤本なおや議員、小林

ゆみ議員（会派の区政報告（平成30年３月）関連費用） 
 

２面の右端の約20％強の面積に５人の議員の顔写真付きの経歴紹介が

載せられるなど、内容が政務活動費条例に合致しておらず、私達の提案が

３点示されているが、それらを達成するための活動内容には、何ら言及さ

れていない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

３ 上野エリカ議員 
 

（１）議員の区政報告（2017.4）関連費用 

政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関連費用の全て

がその趣旨に合致しているとは解されない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（２）議員の区政報告（2017.11）関連費用 

政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関連費用の全て

がその趣旨に合致しているとは解されない。 

また、70,000部作成しているが、配布は59,000部で、残りの11,000部

がどのように扱われたか不明であり、11,000部の作成代は、政務活動費

からの支出として認められない。 

したがって、11,000部の作成代については計上額の全額の返還を、そ

の余については計上額の50％の返還を求める。 
 

（３）議員の区政報告（2018.3）関連費用 

政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関連費用の全て

がその趣旨に合致しているとは解されない。 

また、87,000部作成しているが、配布は59,000部で、残りの28,000部

がどのように扱われたか不明であり、28,000部の作成代は、政務活動費

からの支出として認められない。 

したがって、28,000部の作成代については計上額の全額の返還を、そ

の余については計上額の50％の返還を求める。 
 

（４）アンケート付きＡ５二つ折りカード関連費用 

表面の半分は上野議員の大きな顔写真で、裏面の半分は上野議員の政

治姿勢とプロフィールであるなど、アンケートの形式をとっているが、
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上野議員の自己アピールに過ぎない内容であり、政務活動費条例に照ら

し、認められる支出ではない。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

４ 大和田伸議員 
 

（１）区政報告会（平成29年７月17日）関連費用 

区政報告会の来賓に石原伸晃大臣を招いているが、平成27年の杉並区

議選の選挙公報には、石原事務所で「政治の本質を学び、以降10年間秘

書として修業」と記載されており、石原大臣を招いて区政報告会をする

ことは政治的主旨を含んでいることは明白であり、全額を政務活動とは

認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（２）議員の区政報告（平成29年夏号）関連費用 

合計で19枚の大和田議員の写真が載せられているなど、区政の問題よ

りは、大和田議員の活躍が印象付けられる紙面である。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（３）議員の区政報告（杉並区議会報告はがき）関連費用 

表面の約半分に、大和田議員が区政報告で使っている言葉「直球で勝

負！！」と野球ボール、大和田伸の名前、事務所住所等が記載され、裏

面には、区政のことだけではなく、自身が監査委員に選出されたことが

記載されている。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

５ 田中ゆうたろう議員 
 

（１）議員の区政報告（区政報告はがき（平成30年１月））関連費用 

差出しが１月で新年の挨拶であり、領収書に記載されているように年

賀はがきであれば、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第147条の２に

抵触する。 

また、「日々初心」の大きな題字が書かれ、荻外荘に関する文は田中議

員の感想にすぎないなど、政務活動費を使って区政を調査した結果を知

らせる内容はない。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

（２）議員の区政報告（平成30年予算特別号）関連費用 

紙面には田中議員の写真が４枚も掲載され、「ゆうたろうの腰折れ一

首」、学歴、家族構成等が記載されるなど、全面が区政調査でない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

６ 吉田あい議員（議員の区政報告（平成29年春季号・平成29年決算号・平

成30年春季号）関連費用） 
 

３報告とも、表面には、「吉田あい区政レポート」と書いた大きな題字、

吉田議員の写真、吉田あいの名前と事務所の表示、議場で発言している吉

田議員の写真が掲載され、裏面には、「子育て奮闘記！？」の記事が掲載さ
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れ、また、決算号には、10年表彰に関する記事・写真が掲載されているが、

子育て奮闘記や表彰された記録などを区政報告に書く場合は、政務活動費

（税金）で書くことではなく、按分して、吉田議員が支出すべきである。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

７ 岩田いくま議員 
 

（１）議員の区政報告（平成29年春号）関連費用 

岩田議員の大きな写真、趣味、家族構成までが掲載され、写真以外に

岩田議員と思われる似顔絵が６枚掲載されるなど、純粋に区政報告とい

うよりは議員自身の活動が強調されている。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 
 

（２）議員の区政報告（VOL.54・55要約版（平成29年夏号））関連費用 

郵送料は按分90％で支出しており、印刷代の按分なしでの支出は認め

られない。また、はがきの両面に岩田議員の写真や似顔絵が書かれ、議

員自身の活動が強調されている。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 
 

（３）議員の区政報告（平成29年夏号・平成29年秋号・平成30年新年号・

VOL.56・57要約版（平成30年新年号））関連費用 

紙面を見ると、岩田議員の写真や経歴等、調査研究活動でない部分が

含まれており、合理的に按分を説明できない場合は、按分の原則に基づ

き、50％にすることが妥当である。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 
 

８ 松浦芳子議員 
 

（１）議員の区政報告（平成29年春号）関連費用 

送り状には、「新年そうそうインフルエンザで体調を壊してしまいご

心配をおかけしてしまいました」などと書かれ、区民全体への区政報告

ではなく、松浦議員のごく近い人たちに配布されたと思われる内容であ

り、按分なしで全てを政務活動とは認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（２）議員の区政報告（平成29年秋号）関連費用 

送り状には、「今年は、自転車に乗って急に止まったはずみで腰にひ

びが入り（中略）ご心配をかけてしまいました」などと書かれ、区民全

体への区政報告ではなく、松浦議員のごく近い人たちに配布されたと思

われる内容であり、按分なしで全てを政務活動とは認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（３）議員の区政報告（平成30年新春号）関連費用 

どのように区民に配布したか不明であり、按分なしで全てを政務活動

とは認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（４）議員の区政報告（平成30年春号）関連費用 

2,000枚印刷されたが、発送したのは924通で、残りの1,076枚をどうし
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たのか不明であるなど、按分なしで全てを政務活動とは認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（５）区政報告郵送用住所録データ入力修正に係る人件費 

区民全体に知らせる区政報告であれば、このような人件費は不要であ

り、一定の区民あるいは松浦議員の支持者に郵送するのであれば、政務

活動費としての支出は認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

９ 小林ゆみ議員（議員の区政報告（平成30年３月28日）関連費用） 
 

１ページは題字と小林議員の写真が２枚、挨拶とプロフィールで約半分

を占め、２ページは小林議員の写真が２枚、小林議員の質問と区の答弁、

３ページから４ページの上半分は小林議員の質問と区の答弁で占められ、

４ページの下半分は小林議員の写真が２枚とコラムであり、小林議員が細

かくチェックした内容が明らかにされず、議員の感想と受け止められる内

容である。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

10 川野たかあき議員（議員の区政報告（2018年１月）関連費用） 
 

196,000枚印刷されたが、ポスティングは186,000枚で、残りの10,000枚

をどうしたのか不明であり、また、表面の約６分の１は「川野たかあき」

の大きな名前と顔写真、下半分は「川野が今、思うこと」の記事で、裏面

は「川野の主な活動と議会質問2017」とプロフィールであり、区政の調査

結果の広報というよりは、自身の活躍を重視しており、全額を政務活動費

で支出することは認められない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

11 太田哲二議員（議員の区政報告（平成29年春号・平成29年秋号）関連費

用） 
 

春号は都政の問題、秋号は国政に焦点を置いた記事であり、区民にも関

係することであるが、区政の課題等に結び付いていくのか疑問があり、ま

た、どのように結び付けようとしているのか明確な説明はない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

12 杉並区議会公明党（横山えみ議員） 
 

（１）議員の区政報告（2017.4）関連費用 

印刷代が計上されておらず、どのように印刷したのか不明であり、ま

た、宛名シール印刷代とシール貼りで１通約23円かかっており、他の議

員と比較するとかなり高額であるなど、経費には不明な点があり、全額

を認めることはできない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

（２）郵送名簿整理に係る人件費等 

名簿整理は政務活動ではなく、議員のための名簿整理であるので、支

出は認められない。 
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したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

（３）議員の区政報告（2018.春）関連費用 

2,700枚印刷しているが、郵送は1,985通で、残りの715枚をどうしたの

か不明であるなど、経費には不明な点があり、全額を認めることはでき

ない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

13 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（議員の区政報告（2018.①）関連費

用） 
 

区民への配布の説明がなく、どのように区民に伝えられたか不明であり、

また、杉並版「民泊」ルールの建物の絵には「○ＣＫＯＭＥＩＴＯ」と書か

れ、公明党が民泊をする宣伝となっており、政党活動に関する経費は禁止

されている。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

14 杉並区議会公明党（北明範議員）（議員の区政報告（ニュース26）関連費

用） 
 

区政報告を1,500枚印刷しているが、郵送は1,404通で、残りの96通がど

のように区民に配布されたか不明であり、また、北議員の写真を裏面に６

枚も掲載しているが、このスペースを利用して、区民に検討している内容

を知らせることが重要であり、区政報告は、議員自身の活躍の報告ではな

いはずである。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

15 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（議員の区政報告（2018年１月号）関

連費用） 
 

区政報告を3,000枚印刷しているが、郵送は1,651通で、残りの1,349枚が

どのように区民に配布されたか不明である。 

したがって、計上額（1,349枚分の印刷代）の全額の返還を求める。 
 

16 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（ホームページ関連費用） 
 

ホームページの下段に公明党関連のリンクがあり、公明党の宣伝として

使われているが、政務活動費規程第２条で政党活動に関する経費は禁じら

れている。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 
 

17 浅井くにお議員（議員の区政報告（平成29年夏号・平成30年新年号）関

連費用） 
 

全体の60％以上に、浅井議員の議会質問と区の応答が記されているが、

その全文が小さな文字で記されるなど、区民が読むか読まないかはどうで

もよく、単に浅井議員の存在をアピールし、議会質問の記録を残すことに

主眼があると捉えざるを得ない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
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18 富本卓議員（議員の区政報告（ＴＯＭＭＹ通信（３回）・平成30年初春

号）関連費用） 
 

議長就任を祝い、それを、支持者を含めた区民に伝える内容であふれて

いるといわざるを得ず、掲載写真も多く、そのほとんどが議長就任に関連

している。区政報告が富本議員の宣伝に利用されており、政務活動費とし

て計上することができる内容・目的から外れている。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

19 脇坂たつや議員（議員の区政報告（2018.1）関連費用） 
 

公金を不法に利用し、脇坂議員の宣伝を意図した区政報告であり、政務

活動費条例に反している。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 
 

20 けしば誠一議員（議員の区政報告（2017年５月）関連費用・区政報告会

（平成29年５月20日）関連費用） 
 

森友学園問題が区政報告の１面を占め、また、区政報告会の講演が同じ

く森友学園問題となっているが、この問題は、国政の課題の一つと捉えら

れており、政務活動費としての計上をすべきでない。 

したがって、計上額の25％の返還を求める。 
 

21 新城せつこ議員（議員の区政報告（2018年新年号）関連費用・区政報告

会（平成29年５月20日）関連費用） 
 

衆議院選挙での立候補者の選挙活動の写真や新城議員の区政報告会で

の森友学園問題の講演等を掲載することは、政務活動費条例に適合してお

らず、特に、選挙活動の写真掲載は法令違反と解する。 

したがって、計上額の25％（223,856円）の返還を求める。 
 

22 木梨もりよし議員（議員の区政報告（平成29年春季号）関連費用） 
 

189万円を超える公金をこの区政報告に投入することが合法的であるか

疑問があり、当該区政報告は政務活動費条例に反している。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 

 

 [判断基準]  
 

１ 会派・議員の区政報告関連費用、区政報告会関連費用及びホームページ

関連費用 
 

（１）会派及び議員が行う活動並びに区政について区民への報告等を行うた

め、区政報告を作成し、区政報告会を開催し、又はホームページを作成

し、その印刷費、送料等の経費を支出することは、「政務活動に要する経

費」で広聴広報費として認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書が提出され、

区政報告等の印刷経費の場合はその原本が提出され、実態に即して適切

に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当であるというこ

とはできない。 
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（２）区議会においては、区民の意見等を区政に的確に反映することが必要

であり、そのためには区民の意見等を収集し、把握することが議員の調

査研究の一つとして重要であるところ、区政報告を発行し、会派及び議

員の議会活動並びに区政に関する政策等を区民に知らせることは、区民

の意見等を的確に収集し、把握する前提としての意義を有するものであ

る。そのためには、まず、区民に区政報告を読んでもらう必要があり、

区民に関心を持ってもらうということも重要な要素になるというべき

である。 

そもそも、区政報告をどのような内容にするかについては、会派及び

議員の議会活動並びに区政に関する政策等を区民に知らせるという趣

旨を逸脱するものでない限りは、会派及び議員の裁量に委ねられている

ものと解されるのであり、先に述べた広聴広報活動をより効果的に行う

ための創意工夫の一環として、議員の集合写真、顔写真、プロフィール

等を掲載し、当該部分に係る経費に政務活動費を充てたとしても、それ

が社会通念に照らし相当な範囲にとどまる限り、許されるものと解する

のが相当である。 

したがって、区政報告に議員の集合写真、顔写真、プロフィール等を

掲載することが直ちに選挙活動、政党活動、後援会活動等（以下「選挙

活動等」という。）に該当し、政務活動とは認められないと解するのは

相当でなく、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙っ

て掲載されたものといえるような特段の事情があれば格別、そうでない

限り、社会通念に照らし相当な範囲にとどまっていれば、違法又は不当

であるということはできない。 
 

（３）区政報告の作成、配布等を行うに当たり、職員を雇用し、その賃金を

支出することは、「政務活動に要する経費」で人件費として認められて

いる。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書及び勤務日、

勤務時間、金額、勤務内容等を記載した「政務活動補助職員勤務報告書」

が提出され、１月当たりの支出金額の上限（５万円）の範囲内で、実態

に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当で

あるということはできない。 
 
       ※ 人件費としての支出であるが、措置請求書の構成に合わせ、広聴広報費の項

目で判断することとした。 
 

（４）区政報告会を開催するに当たり、茶菓代を支出することは、「政務活動

に要する経費」で広聴広報費として認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書が提出され、

目的及び参加人数が明らかにされ、支出金額の上限（１人につき500円）

の範囲内で実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、

違法又は不当であるということはできない。 
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２ 平成31年４月16日東京高裁判決（平成30年（行コ）第296号政務活動費返

還請求控訴事件）及び平成31年３月22日東京地裁判決（平成28年（行ウ）

第322号政務活動費返還請求事件）について 
 

（１）杉並区議会自由民主党が平成27年１月に作成・配布した会派の区政報

告について、「平成31年４月16日東京高裁判決（原判決：平成30年８月

28日東京地裁判決（平成28年（行ウ）第281号政務活動費返還請求事件））」

では、次のとおり判示されている。 
 

   「本件会派報告は、本件会派としての活動状況等を区民に対して報告・

説明するものである実態を有すること自体は否定し難いものの、本件会

派報告が統一地方選挙の約３か月前という近接した時期に配布されて

いることや、その記載内容も、過去１年間を振り返ってのものではなく、

前回の杉並区議会議員選挙が実施されて以降の４年間の活動実績等を

総括したものになっており、次の選挙が目前に迫った状況の下では、た

とえ「討議資料」である旨を記載していても、読者に対する選挙に向け

た本件会派所属の議員のＰＲ効果を狙ったものと評価されてもやむを

得ないこと、そもそも、本件会派所属の議員は、事柄の性質上、いずれ

も当該選挙に強い利害関係を有していることも併せ考慮すると、それが

選挙活動のためのものであるという実態を併せ有することは明らかで

ある。 

そうすると、本件会派報告は、全体として、本件会派としての活動状

況等を報告・説明するという面と選挙に向けたＰＲとしての面を併せ有

するものであるといえ、政務活動に当たる部分と、それ以外の部分とを

明確に区分することは困難であるといわざるを得ない。したがって、こ

のような場合には、社会通念に照らし、政務活動としての割合を２分の

１と認めるのが相当である。」 
 

（２）当該会派区政報告について、「平成31年3月22日東京地裁判決」では、

次のとおり判示されている。 
 

   「今後の区政に関する提言を記載しているという自民党チラシの内容

に加え、区議選の約３か月前という時期に作成・配布されていること、

14万6,250枚というかなり大きな部数を新聞折込みの方法で配布したこ

となどの事情を総合すると、自民党チラシは、本件の相手方である上記

６区議の所属する杉並区議会自由民主党の会派としての活動状況等を

区民に対して報告・説明するという上記６区議の政務活動としての側面

を有すること自体は否定し難いものの、区議選に向けて会派あるいは会

派所属議員を選挙権者たる区民にアピールするという政党活動として

の側面を併せ有することも否定できないというべきである。 

  （中略） 

自民党チラシにおける政務活動としての側面と政党活動としての側

面との割合を客観的な指標によって算定することは困難であるから、社

会通念に照らし、政務活動としての割合は50％と認めるのが相当であ

る。」 
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（３）以上のとおり、上記東京高裁判決においては、①本件会派報告が統一

地方選挙の約３か月前という近接した時期に配布されていること、②そ

の記載内容も、過去１年間を振り返ってのものではなく、前回の杉並区

議会議員選挙が実施されて以降の４年間の活動実績等を総括したもの

になっており、次の選挙が目前に迫った状況の下では、たとえ「討議資

料」である旨を記載していても、読者に対する選挙に向けた本件会派所

属の議員のＰＲ効果を狙ったものと評価されてもやむを得ないこと、③

そもそも、本件会派所属の議員は、事柄の性質上、いずれも当該選挙に

強い利害関係を有していること等を考慮して、選挙活動のためのもので

あるという実態を併せ有することは明らかであるとされ、また、上記東

京地裁判決においては、①今後の区政に関する提言を記載しているとい

う自民党チラシの内容に加え、②区議選の約３か月前という時期に作

成・配布されていること、③14万6,250枚というかなり大きな部数を新

聞折込みの方法で配布したこと等を考慮して、区議選に向けて会派ある

いは会派所属議員を選挙権者たる区民にアピールするという政党活動

としての側面を併せ有することも否定できないというべきであるとさ

れており、いずれの判決においても、当該会派区政報告が平成27年４月

の区議選の約３か月前という近接した時期に作成・配布されていること

が、選挙活動又は政党活動としての側面を併有しているという判断の重

要な要素となっているものと考えられる。 

   また、上記東京地裁判決においては、当該会派区政報告のほかにも、

議員の区政報告について政治活動としての側面を併せ有することを否

定できないというべきであるとされたものがいくつかあり、例えば、は

なし俊郎議員の区政報告について、「杉並区の予算及び今後の区政に対

する提言という政務活動としての側面があることは否定できないが、今

後の区政に関する提言を記載している葉梨区政報告書の内容に加え、区

議選の約１か月前という時期に作成・配布されていること、2万5,000部

をポスティングの方法により配布したことなどの事情を総合すると、葉

梨区政報告書は、区議選を控え、葉梨区議の今後の区政に対する提言を

区民にアピールするという政治活動としての側面を併せ有することを

否定できないというべきである」と判示されており、これらについても、

当該議員区政報告が平成27年４月の区議選に近接した時期に作成・配布

されていることが、政治活動等としての側面を併有しているという判断

の重要な要素となっているものと考えられる。 

   本件監査請求の対象とされた各区政報告は、いずれも平成29年度に作

成・配布されたものであり、平成31年４月の区議選の１年以上前に作成・

配布されたものであることから、区議選に近接した時期に作成・配布さ

れているということはできず、上記の判決を前提としても、選挙活動等

の政務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当

でない。 
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[会派・議員別判断] 
 

１ 浅井くにお議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年春）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、表面には、①会派所属議員（11

人）の集合写真、②「未来へつなぐ着実な区政を」と題する文章、③平

成29年第３回・第４回区議会定例会の概要報告等が掲載され、裏面には、

①会派所属議員（11人）の上半身の写真、役職、氏名、住所及び電話番

号、②平成29年夏の会派視察報告、③荒川区ゆいの森図書館視察報告が

掲載されている。 

このうち、「未来へつなぐ着実な区政を」と題する文章、平成29年第３

回・第４回区議会定例会の概要報告、平成29年夏の会派視察報告、荒川

区ゆいの森図書館視察報告並びに会派所属議員の役職及び氏名につい

ては議会活動及び区政に関する記載ないしはこれらを区民に知らせる

ことに資するものと認められ、住所及び電話番号については区民の意見

等の受付先を明示するものであり、政務活動（広聴広報活動）に資する

ものと認められる。 

そのほか、会派所属議員の集合写真及び上半身の写真については、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真が専ら選挙活動等のための

宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等が

あるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な

範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）議員の区政報告（平成29年夏号・平成30年新年号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、①平成29年夏号には平成29年

第２回区議会定例会等に関する記事が掲載され、②平成30年新年号には

平成29年第４回区議会定例会等に関する記事が掲載されており、政務活

動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記

事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められな

い。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等
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があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、当該議員が区議会定例会の議事録を区政報告に転載してい

ることについて、「区民が読むか読まないかはどうでもよく、単に浅井

議員の存在をアピールし、議会質問の記録を残すことに主眼があると捉

えざるを得ない」と主張するが、平成31年３月22日東京地裁判決におい

ては、「杉並区議会定例会の議事録が別途杉並区議会のホームページに

掲載されているとしても、それを転載して紹介することは、浅井区議の

区議としての活動を紹介するという区政報告の趣旨を外れるものとは

いえない」と判示されているところである。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

２ 今井ひろし議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 

上記の浅井くにお議員の判断―（１）（以下この広聴広報費の項目にお

いて「判断―１」という。）のとおり、本件支出が違法又は不当であるとい

うことはできない。 
 

３ 大和田伸議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年春）関連費用 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）区政報告会（平成29年７月17日）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び封筒の原本が提出さ

れており、また、お茶代については、上記判断基準―１―（４）のとお

り、領収書が提出され、目的及び参加人数が明らかにされ、支出金額の

上限（１人につき500円）の範囲内で支出されており、「政務活動に要す

る経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。

なお、当初当該区政報告会の参加人数が記載されていなかったが、本件

監査請求後の令和元年６月17日付けで領収書等貼付用紙に参加人数

（140名）が補記されている。 

そして、当該区政報告会の配布資料には、①杉並区議会三役（議長、

副議長及び監査委員）の職務内容、②監査委員の立ち位置、③ふるさと

納税（ふるさと納税の簡略図、ふるさと納税に伴う区の住民税流出額、

杉並区が取り組むふるさと納税等）等に関することが記載されており、

区政に関する内容であると認められ、当該議員からも、「選挙の投票依

頼も入党勧誘も後援会の催し物の案内も一切行っておらず、純粋な区政

報告ゆえに、毎回資料も用意している」と説明されており、それを否定

する根拠はない。 

請求人は、「石原大臣を招いて区政報告会をすることは政治的主旨を
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含んでいることは明白であり、全額を政務活動とは認められない」と主

張するが、平成31年３月22日東京地裁判決においては、「区政報告にお

いて、出席者や来賓としての発言者が当該区議の支持者を中心とするも

のであったとしても不自然ではなく、上位団体である国政政党や都議会

政党の議員が挨拶を行うことも区政報告の趣旨と矛盾するものとはい

えない」と判示されているところである。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（３）議員の区政報告（平成29年夏号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告及び封筒

の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づ

き、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、表面には平成28年度杉並区議

会報告（すぎなみ保育緊急事態宣言の成果・南伊豆町との自治体間連携

の成果）等に関する記事、裏面には、①大和田伸の活動、②写真で見る

大和田伸の活動記録等に関する記事が掲載されており、政務活動（広聴

広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、

政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（４）議員の区政報告（杉並区議会報告はがき）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、①監査委員への就任及びその

職務内容に関する記事、②行財政改革等を通じた財源確保に関する記事

等が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認めら

れ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲

載されているとは認められない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「表面の約半分に、大和田議員が区政報告で使っている言

葉「直球で勝負！！」と野球ボール、大和田伸の名前、事務所住所等を

記載している」と主張するが、区政報告で使っている言葉「直球で勝



- 32 - 

負！！」と野球ボールを記載することが選挙活動等に該当するというこ

とはできず、また、住所、電話番号、ＦＡＸ番号及びメールアドレスに

ついては区民の意見等の受付先を明示するものであり、政務活動（広聴

広報活動）に資するものと認められる。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

４ はなし俊郎議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

５ 大熊昌巳議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

６ 吉田あい議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年春）関連費用 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２） 議員の区政報告（平成29年春季号・平成29年決算号・平成30年春季

号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告及び封筒

の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づ

き、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、①平成29年春季号には平成29

年第１回区議会定例会、平成29年度主要事業の紹介、「子育て奮闘記！？」

等に関する記事が掲載され、②平成29年決算号には平成29年第３回区議

会定例会、農業委員、「子育て奮闘記！？」等に関する記事が掲載され、

③平成30年春季号には平成30年第１回区議会定例会、平成30年度主要事

業の紹介、「子育て奮闘記！？」等に関する記事が掲載されており、政務

活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する

記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められ

ない。 

そのほか、当該議員の写真等が掲載されているが、上記判断基準―１

―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみ

を狙って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認め

られず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えて

いるとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「子育て奮闘記や表彰された記録などを区政報告に書く場

合は、政務活動費（税金）で書くことではなく、按分して、吉田議員が

支出すべきである」と主張するが、全国市議会議長会の10年表彰の記事
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については、当該議員の経歴に関するものであり、上記判断基準―１―

（２）で述べたとおり、社会通念に照らし相当な範囲にとどまる限り、

政務活動費に計上することが許されるものと解するのが相当であると

ころ、相当な範囲を超えているとまではいうことはできず、「子育て奮

闘記！？」の記事は、いずれも子育てに関するものであり、区政に関連

しないとまではいうことはできない。 

また、仮に、区政に関連しないと解されるとしても、上記判断基準―

１―（２）で述べたとおり、区政報告については、区民に読んでもらう

必要があり、区民に関心を持ってもらうということも重要な要素になる

というべきであるから、そのための１つの手段として、区政報告に当該

議員が行う議会活動及び区政に関する政策等以外の記事を掲載し、当該

記事に係る経費に政務活動費を充てることも、それが相当な範囲にとど

まる限り、許されるものと解するのが相当であるところ、請求人の指摘

する記事は、相当な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

７ 脇坂たつや議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年春）関連費用 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）議員の区政報告（2018.1）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

請求人は、「公金を不法に利用し、脇坂議員の宣伝を意図した区政報

告であり、政務活動費条例に反している」と主張するのみで、具体的に

当該区政報告のどの部分が政務活動費条例に反していると主張してい

るのか明らかでないが、当該区政報告の内容をみると、表面にはご挨拶

と題する記事が掲載され、主に区政に関する当該議員の意見が述べられ

ているものと認められ、裏面には「本当に住みやすいまち大賞2017」で

南阿佐ケ谷がグランプリを受賞したことに関する記事が掲載されると

ともに、区政に関する意見・要望の記載欄が設けられるなど、政務活動

（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事

など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 



- 34 - 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

８ 井原太一議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

９ 大泉やすまさ議員（会派の区政報告（平成30年春）関連費用） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

10 佐々木浩議員（会派の区政報告（平成30年３月）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、表面には「杉並区が抱える課題」

（財政の課題が３項目、区政運営の課題が３項目）が掲載され、裏面には、

①「私達のこれまでの歩み」（当初予算及び決算への賛否等）、②「私達の

提案」（３項目）、③会派所属議員（５人）の集合写真、顔写真、氏名、プ

ロフィール、メールアドレス等が掲載されている。 

このうち、「杉並区が抱える課題」、「私達のこれまでの歩み」、「私達の提

案」及び会派所属議員の氏名については議会活動及び区政に関する記載な

いしはこれらを区民に知らせることに資するものと認められ、メールアド

レスについては区民の意見等の受付先を明示するものであり、政務活動

（広聴広報活動）に資するものと認められる。 

そのほか、会派所属議員の集合写真、顔写真及びプロフィールについて

は、上記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等の

ための宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情

等があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「私達の提案が３点示されているが、それらを達成するため

の活動内容には、何ら言及されていない」と主張するが、上記判断基準―

１―（２）のとおり、区政報告をどのような内容にするかについては、会

派及び議員の議会活動並びに区政に関する政策等を区民に知らせるとい

う趣旨を逸脱するものでない限りは、会派及び議員の裁量に委ねられてい

るものと解するのが相当であり、当該区政報告はその趣旨を逸脱している

とは認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

11 松浦芳子議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年３月）関連費用 

上記の佐々木浩議員の判断（以下この広聴広報費の項目において「判

断―２」という。）のとおり、本件支出が違法又は不当であるということ
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はできない。 
 

（２）議員の区政報告（平成29年春号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告及び送り

状の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基

づき、適正に処理されていることが認められる。 

また、人件費については、上記判断基準―１―（３）のとおり、領収

書及び政務活動補助職員勤務報告書が提出され、１月当たりの支出金額

の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、①平成29年第１回区議会定例

会に関する記事、②最近の区民の要望等が掲載され、また、送り状の内

容をみると、待機児童に関すること、保育所の実情、平成29年第２回区

議会定例会の日程等が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資

するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連

しない記事等が掲載されているとは認められず、請求人が主張するよう

に、「区民全体への区政報告ではなく、松浦議員のごく近い人たちに配

布されたと思われる内容である」ということはできない。 

また、送り状には、「新年そうそうインフルエンザで体調を壊してし

まいご心配もおかけしてしまいましたが、２月13日からの定例議会には、

何とか体調を整えることが出来ました」と記載され、政務活動でない私

的な内容を記載した部分もあるが、これは、食育や健康運動の大切さを

伝えるための前置きとして述べられたものとも考えられ、また、相当な

範囲にとどまっているものと認められることから、区政報告の範囲内に

あるというべきである。 

そのほか、当該議員の写真、似顔絵等が掲載されているが、上記判断

基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝

効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲

を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告及び送り状は、選挙

活動等の政務活動以外の活動としての側面を併有していると解するの

は相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（３）議員の区政報告（平成29年秋号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告、送り状

及び封筒の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」

に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

また、人件費については、上記判断基準―１―（３）のとおり、領収

書及び政務活動補助職員勤務報告書が提出され、１月当たりの支出金額

の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 
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そして、当該区政報告の内容をみると、①平成29年第３回区議会定例

会に関する記事、②会派（自民・無所属クラブ）の視察、③区民からの

相談内容等が掲載され、また、送り状の内容をみると、公園内の保育所

整備に関すること、平成29年第４回区議会定例会の議事内容等が掲載さ

れており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活

動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されてい

るとは認められず、請求人が主張するように、「区民全体への区政報告

ではなく、松浦議員のごく近い人たちに配布されたと思われる内容であ

る」ということはできない。 

また、送り状には、「今年は、自転車に乗って急に止まったはずみで腰

にヒビが入り、腰をかばって歩いたことで膝をひねる等散々でした。電

車や自転車に乗れない為色々な会合にも参加することが出来ずご心配

をかけてしまいました。申し訳御座いません」と記載され、政務活動で

ない私的な内容を記載した部分もあるが、全体の前置きにすぎないもの

とも考えられ、また、相当な範囲にとどまっているものと認められるこ

とから、区政報告の範囲内にあるというべきである。 

そのほか、当該議員の写真、似顔絵等が掲載されているが、上記判断

基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝

効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲

を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告及び送り状は、選挙

活動等の政務活動以外の活動としての側面を併有していると解するの

は相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（４）議員の区政報告（平成30年新春号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、犯罪発生情報、図柄入り杉並

ナンバーデザイン決定、小中一貫教育校等に関する記事が掲載されてお

り、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に

関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは

認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな
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い。 

請求人は、「どのように区民に配布したか不明である」と主張するが、

当該議員からは、「少しずつ自宅で印刷して高円寺南１丁目、５丁目に

ポスティングしたので、実際には2,500枚ポスティングしている」と説

明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（５）議員の区政報告（平成30年春号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告及び封筒

の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づ

き、適正に処理されていることが認められる。 

また、人件費については、上記判断基準―１―（３）のとおり、領収

書及び政務活動補助職員勤務報告書が提出され、１月当たりの支出金額

の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成30年第１回区議会定例会、

ウェルファーム杉並等に関する記事が掲載されており、政務活動（広聴

広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、

政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「2,000枚印刷されたが、発送したのは924通で、残りの1,076

枚をどうしたのか不明である」と主張するが、当該議員からは、「489通、

339通と発送し、残りは自分で手渡しにより配布した」と説明されてお

り、それを否定する根拠はない。なお、489通、339通の発送については、

領収書で確認した。 

請求人からは、他の会派及び議員についても、同様の主張がされてい

るが、そもそも、自ら配布したり、ボランティアに配布を依頼するなど、

費用の発生しない配布方法があり、また、郵送等により配布したとして

も、政務活動費に計上するか否かは会派及び議員の自律的判断に委ねら

れているものであることから、作成部数に相当する配布に関する費用

（郵送費用、ポスティング費用等）の計上がないことを理由として違法

又は不当であるとする請求人の主張は、失当である。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（６）区政報告郵送用住所録データ入力修正に係る人件費 

上記判断基準―１―（３）のとおり、領収書及び政務活動補助職員勤
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務報告書が提出され、１月当たりの支出金額の上限（５万円）の範囲内

で計上されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適

正に処理されていることが認められる。 

そして、当該住所録データ入力修正について、「区政報告を送ったり、

ポスティングすると、受取り拒否、死亡している、氏名が違っている、

転居先不明等のいろいろな連絡が入る。その度に一人ひとり点検して修

正してもらっている。住所録データ入力修正については、6,000件を超

える対象のうち、修正件数は不明だが、氏名違いや転居先不明等があれ

ば、適宜、住所録の修正、削除等を行っている。平成29年５月は当該デ

ータの入力修正を行ったが、平成30年１月は入力修正に加え、区政報告

紙面の修正作業等を行った。区民全員に郵送すれば膨大な経費がかかり、

新聞折込みも全地域への配布も経費がかかりすぎる。郵送については、

今は名簿が集まらないので、以前の名簿や名刺を交換した人への郵送と

いうことになるが、全員が支援者であれば、死亡の情報や転居の情報は

入ってくるし、受取り拒否はないはずである」と説明されており、それ

を否定する根拠はなく、政務活動以外の活動のためのものであるとは認

められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

12 岩田いくま議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年３月）関連費用 

判断―２のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）議員の区政報告（平成29年春号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成29年度杉並区予算、平成

29年予算特別委員会等に関する記事が掲載されており、政務活動（広聴

広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、

政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール、似顔絵等が掲載されてい

るが、上記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動

等のための宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段

の事情等があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照

らし相当な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

請求人は、「岩田議員の大きな写真、趣味、家族構成までが掲載され、

写真以外に岩田議員と思われる似顔絵が６枚掲載されるなど、純粋に区

政報告というよりは議員自身の活動が強調されている」と主張するが、

平成31年３月22日東京地裁判決においては、「岩田区議の区議としての

活動でない活動を紹介した部分もあるが、その内容は、政治活動や私的

活動をアピールしたものというほどのものではなく、区政報告に当たり
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区議の日常生活に触れ、政務活動に当たっての決意等を述べたものとし

て、区政報告の範囲内にあるというべきである」と判示されているとこ

ろである。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 

（３）議員の区政報告（VOL.54・55要約版（平成29年夏号））関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成29年度一般会計予算、区

政に関する意見交換会の開催等に関する記事が掲載されており、政務活

動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記

事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められな

い。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール、似顔絵等が掲載されてい

るが、上記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動

等のための宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段

の事情等があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照

らし相当な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「郵送料は按分90％で支出しており、印刷代の按分なしで

の支出は認められない」と主張するが、当該議員からは、「送料が10％引

きとなっているのは、按分計上しているのではなく、区内特別郵便利用

による割引である」と説明されており、また、領収書にも10％割引され

た旨記載されている。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（４）議員の区政報告（平成29年夏号・平成29年秋号・平成30年新年号・

VOL.56・57要約版（平成30年新年号））関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書並びに区政報告及び封筒

の原本が提出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づ

き、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、①平成29年夏号には新・清掃

工場の本稼働、区政に関する意見交換会の開催等に関する記事が掲載さ

れ、②平成29年秋号には平成28年度杉並区決算の分析、平成29年決算特

別委員会での質疑等に関する記事が掲載され、③平成30年新年号には杉

並区の財政、区政に関する意見交換会の開催等に関する記事が掲載され、

④VOL.56・57要約版（平成30年新年号）には平成28年度一般会計決算、
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区政に関する意見交換会の開催等に関する記事が掲載されており、政務

活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する

記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められ

ない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール、似顔絵等が掲載されてい

るが、上記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動

等のための宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段

の事情等があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照

らし相当な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

13 藤本なおや議員（会派の区政報告（平成30年３月）関連費用） 

判断―２のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

14 小林ゆみ議員 
 

（１）会派の区政報告（平成30年３月）関連費用 

判断―２のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）議員の区政報告（平成30年３月28日）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成30年第１回区議会定例会

等に関する記事が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資する

ものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連しな

い記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「小林議員が細かくチェックした内容が明らかにされず、

議員の感想と受け止められる内容である」と主張するが、上記判断基準

―１―（２）のとおり、区政報告をどのような内容にするかについては、

会派及び議員の議会活動並びに区政に関する政策等を区民に知らせる
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という趣旨を逸脱するものでない限りは、会派及び議員の裁量に委ねら

れているものと解するのが相当であり、当該区政報告はその趣旨を逸脱

しているとは認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

15 上野エリカ議員 
 

（１）議員の区政報告（2017.4）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

請求人は、「政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関

連費用の全てがその趣旨に合致しているとは解されない」と主張するの

みで、具体的に当該区政報告のどの部分が政務活動費条例の趣旨に合致

していないと主張しているのか明らかでないが、当該区政報告の内容を

みると、表面には「平成28年度の１年間を振り返って」と題する記事等

が掲載され、裏面には平成29年第１回区議会定例会の報告が掲載されて

おり、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等

に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されていると

は認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）議員の区政報告（2017.11）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

請求人は、「政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関

連費用の全てがその趣旨に合致しているとは解されない」と主張するの

みで、具体的に当該区政報告のどの部分が政務活動費条例の趣旨に合致

していないと主張しているのか明らかでないが、当該区政報告の内容を

みると、表面には平成29年第３回区議会定例会報告等が掲載され、裏面

には平成29年決算特別委員会における意見開陳の要旨が掲載されてお

り、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に

関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは

認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上
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記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「70,000部作成しているが、配布は59,000部で、残りの

11,000部がどのように扱われたか不明であり、11,000部の作成代は、政

務活動費からの支出として認められない」と主張するが、当該議員から

は、「新聞折込み、業者によるポスティング以外のものは全て、自分自身

でポスティング及び駅での配布をした」と説明されており、それを否定

する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（３）議員の区政報告（2018.3）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

請求人は、「政務活動費条例第１条及び第９条に照らし、区政報告関

連費用の全てがその趣旨に合致しているとは解されない」と主張するの

みで、具体的に当該区政報告のどの部分が政務活動費条例の趣旨に合致

していないと主張しているのか明らかでないが、当該区政報告の内容を

みると、表面には平成30年度杉並区予算に関する記事等が掲載され、裏

面には平成30年予算特別委員会における主な質疑内容が掲載されてお

り、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に

関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは

認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「87,000部作成しているが、配布は59,000部で、残りの

28,000部がどのように扱われたか不明であり、28,000部の作成代は、政

務活動費からの支出として認められない」と主張するが、当該議員から

は、「新聞折込み、業者によるポスティング以外のものは全て、自分自身

でポスティング及び駅での配布をした」と説明されており、それを否定

する根拠はない。 
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したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（４）アンケート付きＡ５二つ折りカード関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及びカードの原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処

理されていることが認められる。 

そして、当該カードの内容をみると、区民の意見聴取のためのアンケ

ートはがきとして、優先的に取り組むべき項目（高齢者福祉、子育て支

援等の14項目）のチェック欄と自由意見欄が設けられ、そのほかに当該

議員の政治姿勢が掲載されているものであり、また、当該議員からも、

「区民ニーズを掌握するために作成した。他区の同僚議員も同様の手法

を用いて政策立案に活かしているので、それを参考にした」と説明され

ており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動

等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されている

とは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のため

の宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等

があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当

な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該カードは、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

16 田中ゆうたろう議員 
 

（１）議員の区政報告（区政報告はがき（平成30年１月））関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、荻外荘の復原・整備に関する

記事、当該議員の住所、電話・ＦＡＸ番号等が掲載され、また、当該議

員からも、「荻外荘の存在意義とその復原・整備が区政の重要課題であ

ることを区民に広く報告するものである」と説明されており、政務活動

（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事

など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、「日々初心」という文字等が掲載されてい

るが、上記判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動

等のための宣伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段

の事情等があるとは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照

らし相当な範囲を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 
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請求人は、「差出しが１月で新年の挨拶であり、領収書に記載されて

いるように年賀はがきであれば、公職選挙法第147条の２（あいさつ状

の禁止）に抵触する」と主張するが、上記のとおり、当該区政報告は全

体として専ら区政報告の趣旨であると認められるから、公職選挙法第

147条の２で禁止されているあいさつ状であるということはできず、ま

た、当該議員からも、「当該区政報告には、年賀はがきではなく官製はが

きを使用しており、あけぼの作業所の領収書の記載誤りである」と説明

されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）議員の区政報告（平成30年予算特別号）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成30年第１回区議会定例会

に関する記事、当該議員の電話・ＦＡＸ番号、メールアドレス等が掲載

されており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙

活動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されて

いるとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール、「ゆうたろうの腰折れ一

首」と題する短歌等が掲載されているが、上記判断基準―１―（２）の

とおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙って掲

載されたものといえるような特段の事情等があるとは認められず、その

紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えているとまで

はいうことはできない。 

なお、当該議員からは、「短歌については、区内の桃園川暗渠（下水道

の桃園川幹線）及びそれを題材とする区民劇に関するものであり、議会

においても度々、桃園川を高円寺地域のまちづくりに活用する提案や区

立劇場「座・高円寺」の区民への利便性向上に関する提案を行っている。

暗渠化された川の存在や区民の文化活動を区民に周知するために掲載

したものである」と説明されている。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

17 川野たかあき議員（議員の区政報告（2018年１月）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、区立施設再編整備計画、「川野が

今、思うこと」と題する記事、「川野の主な活動と議会質問2017」と題する

記事等が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認め



- 45 - 

られ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲

載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上記

判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣

伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を

超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「196,000枚印刷されたが、ポスティングは186,000枚で、残り

の10,000枚をどうしたのか不明である」と主張するが、当該議員からは、

「自らが各駅頭などで配布したり、希望する区民に配布したほか、区民に

よる個人としてのポスティングにより配布した」と説明されており、それ

を否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

18 太田哲二議員（議員の区政報告（平成29年春号・平成29年秋号）関連費

用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成29年春号の西村まさみに関

する記事については、按分して10％分控除されていることが認められる。

それ以外の部分をみると、①平成29年春号には、都区制度、保育園の整備、

特別養護老人ホームの整備等に関する記事が掲載され、②平成29年秋号に

は、国税と地方税、未払い残業代の時効等に関する記事が掲載されており、

政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連す

る記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められ

ない。 

そのほか、当該議員の写真、似顔絵等が掲載されているが、上記判断基

準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果

のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認

められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えて

いるとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「春号は都政の問題、秋号は国政に焦点を置いた記事であり、

区民にも関係することであるが、区政の課題等に結び付いていくのか疑問

があり、また、どのように結び付けようとしているのか明確な説明はない」

と主張するが、当該議員からは、「①都区制度は、都政の問題ではなく、区

政の最大テーマであり、歳月とともに「都区制度改革」は忘却されつつあ

るが、区政最大のテーマに変わりはない、②森林環境税（新国税）は、杉
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並区民税均等割に上乗せ増税をして、国から区に補助金を出すという内容

であり、事実上は杉並区民税の増税の形になる、③未払い残業代の時効は、

国の制度の問題であるが、区議会議員の私のところに相談があり、区民福

祉のテーマになる」と説明されており、区政と関連性を有しないというこ

とはできない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

19 杉並区議会公明党（横山えみ議員） 
 

（１）議員の区政報告（2017.4）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

また、人件費については、上記判断基準―１―（３）のとおり、領収

書及び政務活動補助職員勤務報告書が提出され、１月当たりの支出金額

の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、済美山グランドの移動式サッ

カーゴールの設置、食品ロス対策フードドライブ、杉並オリジナル婚姻

届用紙、永福南小学校跡地の活用等に関する記事が掲載されており、政

務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連す

る記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認めら

れない。 

そのほか、当該議員の写真、似顔絵等が掲載されているが、上記判断

基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝

効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲

を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「印刷代が計上されておらず、どのように印刷したのか不

明であり、また、宛名シール印刷代とシール貼りで１通約23円かかって

おり、他の議員と比較するとかなり高額であるなど、経費には不明な点

がある」と主張するが、当該議員からは、「印刷代は前年度の３月に計上

している。人件費は、シール貼りのほか、郵便番号別の仕分けと枚数の

確認、郵便局への持込みと枚数の確認、時には「区内特別郵便」印を押

す作業もあり、決して割高ではない」と説明されており、それを否定す

る根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）郵送名簿整理に係る人件費等 

上記判断基準―１―（１）及び（３）のとおり、領収書及び人件費に

ついては政務活動補助職員勤務報告書が提出され、１月当たりの支出金
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額の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経

費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、郵送名簿及びその整理について、「郵送名簿は、政務活動とし

て広報・広聴活動に使用するものであり、その整理は、返却された郵便

の確認や削除、マンション名等を調べ追記すること等、政務活動費の有

効な活用のために必要な作業である。また、紙媒体の通信は、パソコン

等を活用しない高齢の区民にとっては有効な区政報告の手段である。よ

って、政務活動を有効に区民に知らせるための必要不可欠な活動である」

と説明されており、それを否定する根拠はなく、政務活動以外の活動の

ためのものであるとは認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（３）議員の区政報告（2018.春）関連費用 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提

出されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、方南町駅エレベーター完成、

認可保育園19園の開設、人工鼻の助成金申入れ、災害時応援協定の締結、

フードドライブの常設窓口の開設等に関する記事が掲載されており、政

務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連す

る記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認めら

れない。 

そのほか、当該議員の写真、似顔絵等が掲載されているが、上記判断

基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝

効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲

を超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政

務活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でな

い。 

請求人は、「2,700枚印刷しているが、郵送は1,985通で、残りの715枚

をどうしたのか不明であるなど、経費には不明な点がある」と主張する

が、当該議員からは、「手渡しをしたり、商店の店先に好意で置かせてい

ただいたりして区民に配布している」と説明されており、それを否定す

る根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

20 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（議員の区政報告（2018.①）関連費

用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、杉並版「民泊」ルール、区立高



- 48 - 

井戸藤が丘公園への遊具の設置、平成30年第１回区議会定例会等に関する

記事が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認めら

れ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載

されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真等が掲載されているが、上記判断基準―１―

（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙

って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認められず、

その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えているとま

ではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「区民への配布の説明がなく、どのように区民に伝えられた

か不明であり、また、杉並版「民泊」ルールの建物の絵には「○ＣＫＯＭＥ

ＩＴＯ」と書かれ、公明党が民泊をする宣伝となっており、政党活動に関

する経費は禁止されている」と主張する。 

当該議員からは、区政報告の配布について、「区政報告は、郵送以外に区

政報告会、各種団体の会合等において配布したほか、自ら個々に配布し、

その他ボランティアに依頼するなどして配布している」と説明されており、

それを否定する根拠はない。また、建物のイラストの「○ＣＫＯＭＥＩＴＯ」

の記載については、「そのイラストの権利者が公明党であることを示すも

のである」と説明されており、公明党が民泊をする宣伝となっているとい

うことはできない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

21 杉並区議会公明党（北明範議員）（議員の区政報告（ニュース26）関連費

用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、小学生児童の駆け込み訓練、外

環道工事、認知症予防プログラム等に関する記事が掲載されており、政務

活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記

事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真等が掲載されているが、上記判断基準―１―

（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙

って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認められず、

その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えているとま

ではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「北議員の写真を裏面に６枚も掲載しているが、このスペー

スを利用して、区民に検討している内容を知らせることが重要であり、区
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政報告は、議員自身の活躍の報告ではないはずである」と主張するが、上

記判断基準―１―（２）のとおり、区政報告をどのような内容にするかに

ついては、会派及び議員の議会活動並びに区政に関する政策等を区民に知

らせるという趣旨を逸脱するものでない限りは、会派及び議員の裁量に委

ねられているものと解するのが相当であり、当該区政報告はその趣旨を逸

脱しているとは認められない。 

そのほか、請求人は、「区政報告を1,500枚印刷しているが、郵送は1,404

通で、残りの96通がどのように区民に配布されたか不明である」と主張す

るが、当該議員からは、区政報告の配布について、「自身で近隣にポスティ

ングをした」と説明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

22 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（議員の区政報告（2018年１月号）関

連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、地域包括ケアシステム、ウェル

ファーム杉並、フレイル等に関する記事が掲載されており、政務活動（広

聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、

政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上記

判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣

伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を

超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

請求人は、「区政報告を3,000枚印刷しているが、郵送は1,651通で、残り

の1,349枚がどのように区民に配布されたか不明である」と主張するが、

当該議員からは、区政報告の配布について、「郵送以外に手渡しや各種団

体の会合等において配布し、また、自ら個々に配布したり、ボランティア

に依頼するなどして全ての枚数の配布は完了している」と説明されており、

それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

23 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（ホームページ関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書が提出され、按分率80％で

計上されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に

処理されていることが認められる。 

そして、按分率について、「ホームページの全てのページ（21ページ）を

印刷し、21ページの内容の割合を加重平均すると、89.5％（1,880％÷21ペ

ージ）が政務活動に資する内容となるが、あえて低い按分率80％を採用し



- 50 - 

ている」と説明されており、その按分率が明らかに相当でないとは認めら

れない。 

請求人は、「ホームページの下段に公明党関連のリンクがあり、公明党

の宣伝として使われているが、政務活動費規程第２条で政党活動に関する

経費は禁じられている」と主張するが、当該リンク先には政務活動に資す

る記事も掲載されているものと考えられ、当該リンクを掲載することが直

ちに政党活動に該当すると解するのは相当でなく、また、仮に該当すると

解したとしても、上記のとおり、本件支出については按分率80％で計上さ

れているものである。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

24 富本卓議員（議員の区政報告（ＴＯＭＭＹ通信（３回）・平成30年初春

号）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

され、平成30年初春号については按分率90％で計上されており、「政務活

動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認め

られる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、平成30年初春号の平成30年年頭

所感のうちの挨拶の部分（あけましておめでとうございます 本年もよろ

しくお願いします）等（全体の10％）については、按分して控除されてい

ることが認められる。それ以外の部分をみると、①ＴＯＭＭＹ通信第３号

には、平成29年第１回区議会定例会等に関する記事が掲載されるとともに、

「区政目安箱」と題するアンケートはがきの欄が設けられ、②ＴＯＭＭＹ

通信臨時号（２回）には、議長への就任に関する記事、議長の仕事内容等

に関する「すぎなみ区議会マメ知識」と題する記事等が掲載されるととも

に、「区政目安箱」と題するアンケートはがきの欄が設けられ、③平成30年

初春号には、平成30年年頭所感、保育施策に関する考察、とみもと卓フォ

トギャラリー等に関する記事が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）

に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関

連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上記

判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣

伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を

超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

25 けしば誠一議員（議員の区政報告（2017年５月）関連費用・区政報告会

（平成29年５月20日）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理
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されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、保育所入所待機児童、平成29年

第１回区議会定例会、関西電力高浜原発再稼働等に関する記事が掲載され

ており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等

に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは

認められない。 

そのほか、当該議員の写真等が掲載されているが、上記判断基準―１―

（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙

って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認められず、

その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えているとま

ではいうことはできない。 

請求人は、当該区政報告に森友学園問題に関する記事が掲載され、また、

区政報告会の講演の演題が「森友学園問題を問う」となっていることにつ

いて、「森友学園問題が区政報告の１面を占め、また、区政報告会の講演が

同じく森友学園問題となっているが、この問題は、国政の課題の一つと捉

えられている」と主張するが、当該議員からは、「森友学園問題は、そもそ

も豊中市議会議員木村真氏が、建設中の私立小学校のあり方に不審を抱き、

国有地の払下げの仕方に疑問を感じて財務省に問い合わせたところ、情報

が開示されないことに疑問を持ったことに端を発している。豊中市が国有

地の払下げを受けて購入して公園をつくったときに要した費用と比べ、あ

まりに低額であることがわかり、森友学園と財務省との不適切な関係が明

らかになった。自治体では、特養や保育所などの施設建設に当たり国有地

を買い取ることが多く、区でも国有地の払下げや財産交換等の手法により

国有地を利用してきた経緯がある」と説明されており、区政と関連性を有

するものと認められる。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

26 新城せつこ議員（議員の区政報告（2018年新年号）関連費用・区政報告

会（平成29年５月20日）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

され、按分率99％で計上されており、「政務活動に要する経費・同細目等」

に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該区政報告の内容をみると、請求人が指摘する立憲民主党吉

田はるみの衆院選に関する記事（全体の１％）については、按分して控除

されていることが認められる。それ以外の部分をみると、認可保育園、学

童クラブ、特別養護老人ホーム等に関する記事及び2017年の主な活動と題

する記事が掲載されており、政務活動（広聴広報活動）に資するものと認

められ、選挙活動等に関連する記事など、政務活動に関連しない記事等が

掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真等が掲載されているが、上記判断基準―１―
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（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣伝効果のみを狙

って掲載されたものといえるような特段の事情等があるとは認められず、

その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を超えているとま

ではいうことはできない。 

請求人は、当該区政報告に森友学園問題の講演等が行われた区政報告会

に関する記事が掲載されていることについて、「区政報告会での森友学園

問題の講演等を掲載することは、政務活動費条例に適合しない」と主張す

るが、上記のけしば誠一議員の判断のとおり、区政と関連性を有するもの

と認められ、政務活動費条例に適合しないとは認められない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

なお、本件監査請求を受け、当該議員が改めて内容を確認した結果、当

該区政報告関連費用のうち、郵送料及び人件費については按分されていな

かったため、令和元年５月24日付けで29年度収支報告書等が訂正され、同

年５月30日付けで2,088円が区に返還されている。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

27 木梨もりよし議員（議員の区政報告（平成29年春季号）関連費用） 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書及び区政報告の原本が提出

されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

請求人は、「189万円を超える公金をこの区政報告に投入することが合法

的であるか疑問があり、当該区政報告は政務活動費条例に反している」と

主張するのみで、具体的に当該区政報告のどの部分が政務活動費条例に反

していると主張しているのか明らかでないが、当該区政報告の内容をみる

と、平成29年第１回区議会定例会等に関する記事が掲載されており、政務

活動（広聴広報活動）に資するものと認められ、選挙活動等に関連する記

事など、政務活動に関連しない記事等が掲載されているとは認められない。 

そのほか、当該議員の写真、プロフィール等が掲載されているが、上記

判断基準―１―（２）のとおり、当該写真等が専ら選挙活動等のための宣

伝効果のみを狙って掲載されたものといえるような特段の事情等がある

とは認められず、その紙面に占める割合も社会通念に照らし相当な範囲を

超えているとまではいうことはできない。 

また、上記判断基準―２のとおり、当該区政報告は、選挙活動等の政務

活動以外の活動としての側面を併有していると解するのは相当でない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 

 

３―２―４ 資料購入費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

１ 浅井くにお議員（日刊紙（新聞）購読費：35,329円） 
 

２ 今井ひろし議員（日刊紙（新聞）購読費：48,444円） 
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３ 大熊昌巳議員（日刊紙（新聞）購読費：48,444円） 
 

４ 大和田伸議員（日刊紙（新聞）購読費：36,900円） 
 

５ 富本卓議員（日刊紙（新聞）購読費：25,920円） 
 

６ はなし俊郎議員（日刊紙（新聞）購読費：40,116円） 
 

７ 脇坂たつや議員（日刊紙（新聞）購読費：48,444円） 
 

８ 河津利恵子議員（日刊紙（新聞）購読費：51,276円） 
 

９ 増田裕一議員（日刊紙（新聞）購読費：41,831円） 
 

10 山本あけみ議員（日刊紙（新聞）購読費：40,639円） 
 

11 岩田いくま議員（①日刊紙（新聞）購読費：49,972円、②学士会会報購

読費：2,000円） 
 

12 松浦芳子議員（日刊紙（新聞）購読費：36,408円） 
 

13 小林ゆみ議員（日刊紙（新聞）購読費：48,444円） 
 

14 藤本なおや議員（日刊紙（新聞）購読費：49,512円） 
 

15 市来とも子議員（日刊紙（新聞）購読費：40,116円） 
 

16 けしば誠一議員（日刊紙（新聞）購読費：17,592円） 
 

17 川野たかあき議員（日刊紙（新聞）購読費：31,476円） 
 

18 木梨もりよし議員（日刊紙（新聞）購読費：40,370円） 
 

19 田中ゆうたろう議員（日刊紙（新聞）購読費：40,581円） 
 

20 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（①日刊紙（新聞）購読費：45,912

円、②所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費：22,644円） 
 

21 杉並区議会公明党（川原口宏之議員）（①日刊紙（新聞）購読費：48,444

円、②所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費：22,644円） 
 

22 杉並区議会公明党（横山えみ議員）（①日刊紙（新聞）購読費：56,063円、

②所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費：24,492円） 
 

23 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（①日刊紙（新聞）購読費：56,063円、

②所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費：22,644円） 
 

24 杉並区議会公明党（北明範議員）（①日刊紙（新聞）購読費：45,912円、

②所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費：24,492円） 
 

25 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（①日刊紙（新聞）購読費：44,400円、

②所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費：24,492円） 
 

26 杉並区議会公明党（島田敏光議員）（①日刊紙（新聞）購読費：48,444円、

②所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費：24,492円） 
 

27 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員）（①日刊紙（新聞）購読費：48,444

円、②所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費：16,983円） 
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[請求人の主張要旨] 
 

１ 浅井くにお議員、今井ひろし議員、大熊昌巳議員、大和田伸議員、富本

卓議員、はなし俊郎議員、脇坂たつや議員、河津利恵子議員、増田裕一議

員、山本あけみ議員、岩田いくま議員、松浦芳子議員、小林ゆみ議員、藤

本なおや議員、市来とも子議員、けしば誠一議員、川野たかあき議員、木

梨もりよし議員、田中ゆうたろう議員、杉並区議会公明党（山本ひろこ議

員・川原口宏之議員・横山えみ議員・大槻城一議員・北明範議員・中村康

弘議員・島田敏光議員・渡辺富士雄議員）（日刊紙（新聞）購読費） 

  通常の生活（議員に当選する前の生活）において、必要経費であったも

のは、政務活動費に計上することはできず、もし計上した場合は、議員に

なることによって得た隠れた給与となり、違法行為そのものである。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

２ 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員・川原口宏之議員・横山えみ議員・

大槻城一議員・北明範議員・中村康弘議員・島田敏光議員・渡辺富士雄議

員）（所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費） 

「政務活動に要する経費細目」で「所属政党発行の機関紙の購読につい

ては、議員一人当たり１部のみとする」とされているが、政務活動費規程

第２条で政党活動に関する経費は政務活動に要する経費に該当しないも

のと定められているので、規程と矛盾しており、党員の義務である機関紙

の購読について政務活動費で支払うことは、税金を違法に使うことである。

また、横山議員、北議員、中村議員及び島田議員については、「所属政党発

行の機関紙の購読については、議員一人当たり１部のみとする」とされて

いるにもかかわらず、公明新聞及び月刊公明の２部を購入している。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

３ 岩田いくま議員（学士会会報購読費） 

  学士会会報は、政務活動とは関係がない。 

  したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

 [判断基準]  
 

１ 日刊紙（新聞）購読費・学士会会報購読費 
 

（１）区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、新聞、雑誌、書

籍等の資料を購読し、その購読費等の経費を支出することは、「政務活

動に要する経費」で資料購入費として認められている。 

資料購入費については、会派及び議員の政務活動の広範さに鑑み、購

読の目的や当該資料の題名等からうかがわれる資料の内容等に照らし

て政務活動との間に明らかに合理的関連性が認められない場合を除き、

政務活動費の趣旨目的に適合するものであって適法であると解するの

が相当である。 

新聞は、日々変化する社会情勢等について最新の情報が掲載されてお

り、情報を簡易、迅速かつ広範囲に収集する有効な手段であることから、

政務活動に資するものである。 
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「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書が提出され、

資料名が明らかにされ、定期購読の場合は１年を超えない購読費であり、

また、購読新聞については専ら議員本人以外が購読しているものでない

限り、実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法

又は不当であるということはできない。 
 

（２）請求人は、「通常の生活（議員に当選する前の生活）において、必要経

費であったものは、政務活動費に計上することはできず、もし計上した

場合は、議員になることによって得た隠れた給与となり、違法行為その

ものである」と主張するが、現行の政務活動費条例等において、そのよ

うな規定が存在しないことから、請求人の主張内容を根拠として、違法

又は不当であるということはできず、また、そのような規定が存在しな

いこと自体が、違法又は不当であるということもできない。 
 

２ 所属政党発行の機関紙購読費 

区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、所属政党発行の機

関紙を購読し、その購読費等の経費を支出することは、「政務活動に要す

る経費」で資料購入費として認められている。 

また、「政務活動に要する経費細目」において、「所属政党発行の機関紙

の購読については、議員一人当たり１部のみとする」と定められ、同一の

機関紙の購読費を、政務活動費に複数計上することは認められていないこ

とから、社会通念上相当な範囲内にとどまっているものと解することがで

きるものであり、議員一人当たり１部の購読であれば、違法又は不当であ

るということはできず、当然のことながら、政務活動費規程第２条に違反

するということはできない。 

所属政党発行の機関紙であっても、区政に関する情報が掲載されている

のであれば、これを購読することは政務活動と合理的関連性を有するもの

と解され、区政に関する情報が全く掲載されていないという特段の事情が

認められない限り、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書

が提出され、資料名が明らかにされ、定期購読の場合は１年を超えない購

読費であり、また、購読新聞については専ら議員本人以外が購読している

ものでない限り、実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれ

ば、違法又は不当であるということはできない。 

 

 [会派・議員別判断] 
 

１ 浅井くにお議員（日刊紙（新聞）購読費） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、資料名が明らかにされ、

１年を超えない購読費であり、また、専ら議員本人以外が購読していると

いう特段の事情は認められないことから、「政務活動に要する経費・同細

目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
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２ 今井ひろし議員（日刊紙（新聞）購読費） 

上記の浅井くにお議員の判断（以下この資料購入費の項目において「判

断―１」という。）のとおり、本件支出が違法又は不当であるということは

できない。 
 

３ 大熊昌巳議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

４ 大和田伸議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

５ 富本卓議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

６ はなし俊郎議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

７ 脇坂たつや議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

８ 河津利恵子議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

９ 増田裕一議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

10 山本あけみ議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

11 岩田いくま議員 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）学士会会報購読費 

上記判断基準―１―（１）のとおり、領収書が提出され、領収書等貼

付用紙の備考欄に資料名が「学士会会報」と記載され、定期購読の期間

が「平成29年６月から平成30年５月まで」の１年間であり、按分率50％

で計上されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適

正に処理されていることが認められる。 
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そして、当該議員からは、「その内容については、各界の専門家が執筆

した時事問題等についての専門的知見に基づく論文（平成29年５月発行

号の「パリ協定の概要とその課題」、同年７月発行号の「少子高齢化、人

口減少とこれからの日本」等）が掲載されているものであり、新たな論

点や視点で区政一般を考えるのに非常に有用である」と説明されており、

政務活動との間に明らかに合理的関連性が認められないということは

できない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

ただし、本件支出は、一般社団法人学士会の年会費の支出であること

から、当該議員が出納簿に「書籍代」と記載したことは適切ではなく、

今後は、出納簿の記載について正確を期するよう留意されたい。 

なお、区議会事務局長の抗弁書（追加回答）において、「年会費の支

出については、出納簿に年会費と記載するとともに、領収書等貼付用紙

の備考欄に支出目的を記載するよう、事務処理の手引に明記することを

検討したい」との見解が明らかにされていることを付言する。 
 

12 松浦芳子議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

13 小林ゆみ議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

14 藤本なおや議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

15 市来とも子議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

16 けしば誠一議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

17 川野たかあき議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

18 木梨もりよし議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

19 田中ゆうたろう議員（日刊紙（新聞）購読費） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな
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い。 
 

20 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、資料名が明らかにさ

れ、議員一人当たり１部以内で計上されており、また、１年を超えない

購読費であり、専ら議員本人以外が購読しているという特段の事情は認

められないことから、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該資料について、「地方行政・地方議会の課題、動向、活動

状況等に関する記事や解説が豊富に掲載されており、調査研究等の政務

活動のための資料として活用している」と説明されており、区政に関す

る情報が全く掲載されていないといった特段の事情は認められず、また、

政務活動との間に明らかに合理的関連性が認められないということは

できない。 

請求人は、「政務活動費規程第２条で政党活動に関する経費は政務活

動に要する経費に該当しないものと定められているので、規程と矛盾し

ており、党員の義務である機関紙の購読について政務活動費で支払うこ

とは、税金を違法に使うことである」と主張するが、本件支出の使途の

適合性については、上記判断基準―２に基づき判断するのが相当であり、

政党の党員が機関紙の購読を義務付けられていることを理由として政

務活動費に計上することができないと解することはできず、また、政務

活動費規程第２条に違反するということはできない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

21 杉並区議会公明党（川原口宏之議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費 

上記の杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）の判断―（２）（以下この

資料購入費の項目において「判断―２」という。）のとおり、本件支出が

違法又は不当であるということはできない。 
 

22 杉並区議会公明党（横山えみ議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
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（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、資料名が明らかにさ

れ、議員一人当たり１部以内で計上されており、また、１年を超えない

購読費であり、専ら議員本人以外が購読しているという特段の事情は認

められないことから、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該資料について、「公明新聞には、地方行政・地方議会の課

題、動向、活動状況等に関する記事や解説が豊富に掲載され、月刊公明

には、国内外、地方自治、政治、経済、行政等の課題に関する識者の論

文等が多数掲載されており、いずれも調査研究等の政務活動のための資

料として活用している」と説明されており、区政に関する情報が全く掲

載されていないといった特段の事情は認められず、また、政務活動との

間に明らかに合理的関連性が認められないということはできない。 

請求人は、「政務活動費規程第２条で政党活動に関する経費は政務活

動に要する経費に該当しないものと定められているので、規程と矛盾し

ており、党員の義務である機関紙の購読について政務活動費で支払うこ

とは、税金を違法に使うことである」と主張するが、本件支出の使途の

適合性については、上記判断基準―２に基づき判断するのが相当であり、

政党の党員が機関紙の購読を義務付けられていることを理由として政

務活動費に計上することができないと解することはできず、また、政務

活動費規程第２条に違反するということはできない。 

また、請求人は、「「所属政党発行の機関紙の購読については、議員一

人当たり１部のみとする」とされているにもかかわらず、公明新聞及び

月刊公明の２部を購入している」と主張するが、当該規定について、区

議会事務局長の抗弁書において「政党機関紙（雑誌を含む。）が複数ある

場合でも、議員一人当たり各１部の購読まで認めることとしている」と

の見解が示されており、この見解は明らかに合理性・妥当性を欠くとま

ではいえないことから、本件支出は当該規定の要件を満たすものと解さ

れる。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

なお、平成30年度から、「政務活動費に要する経費細目」の一部が改正

され、当該規定は、「所属政党発行の機関紙（機関誌又は冊子を含む。）

の購読については、議員一人当たり各１部とする」と改められ、規定内

容の明確化が図られたことは、適切であると考える。 

この点につき、請求人は、「政党の機関紙等の購入が各１部となり、購

入範囲が増額した。議員にとっては改善事項であろうと思われる」と主

張するが、監査委員としては、上記のとおり、購入範囲の増額が行われ

たものではなく、規定内容の明確化が図られたものと認識していること

を付言する。 
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23 杉並区議会公明党（大槻城一議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 

 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費 

判断―２のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

24 杉並区議会公明党（北明範議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費 

上記の杉並区議会公明党（横山えみ議員）の判断―（２）（以下この資

料購入費の項目において「判断―３」という。）のとおり、本件支出が違

法又は不当であるということはできない。 
 

25 杉並区議会公明党（中村康弘議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費 

判断―３のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

26 杉並区議会公明党（島田敏光議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞・月刊公明）購読費 

判断―３のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

27 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員） 
 

（１）日刊紙（新聞）購読費 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）所属政党発行の機関紙（公明新聞）購読費 

判断―２のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
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３―２―５ 事務費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

１ 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（携帯電話代：33,434円） 
 

２ 杉並区議会公明党（川原口宏之議員）（携帯電話代：45,953円） 
 

３ 杉並区議会公明党（横山えみ議員）（①携帯電話代：29,976円、②ノート

パソコンの購入費：26,460円） 
 

４ 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（携帯電話代：28,819円） 
 

５ 杉並区議会公明党（北明範議員）（携帯電話代：14,914円） 
 

６ 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（携帯電話代：27,402円） 
 

７ 杉並区議会公明党（島田敏光議員）（携帯電話代：71,318円） 
 

８ 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員）（携帯電話代：38,110円） 
 

９ 浅井くにお議員（携帯電話代：32,301円） 
 

10 大和田伸議員（①携帯電話代：28,164円、②プリンタートナー代：21,843

円、③事務所コピー機リース代：49,076円） 
 

11 吉田あい議員（携帯電話代：35,684円） 
 

12 はなし俊郎議員（携帯電話代：33,108円） 
 

13 河津利恵子議員（①携帯電話代：45,385円、②インターネット接続料：

23,114円） 
 

14 岩田いくま議員（用紙、インク等の購入費：13,807円（※）） 

※ 措置請求書に、異なる金額（21,685円）の記載があるが、「返還請求額のまとめ」

の金額を請求額と解することとした。 

 

 [請求人の主張要旨] 
 

１ 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員・川原口宏之議員・横山えみ議員・

大槻城一議員・北明範議員・中村康弘議員・島田敏光議員・渡辺富士雄議

員）、浅井くにお議員、大和田伸議員、吉田あい議員、はなし俊郎議員、河

津利恵子議員（携帯電話代・インターネット接続料（河津利恵子議員のみ）） 

携帯電話代については、按分の原則に基づき、按分率を２分の１とする

ことが妥当であるが、２分の１を超えること（杉並区議会公明党の各議員：

80％、浅井くにお議員：70％、大和田伸議員：80％、吉田あい議員：75％、

はなし俊郎議員：70％、河津利恵子議員：80％）について客観的かつ合理

的な説明が何らなされておらず、透明性に欠ける。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 

なお、河津利恵子議員のインターネット接続料についても、請求の趣旨

を斟酌して、携帯電話代と同様の理由により、返還を求めているものと解

することとした。 
 

２ 大和田伸議員（プリンタートナー代） 

これだけのトナーを購入すれば、かなりの枚数を印刷することができる
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が、用紙の購入は１回しか計上しておらず、使用実態が不明である。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 
 

３ 大和田伸議員（事務所コピー機リース代） 

領収書は提出されているが、どのように利用しているかの説明がないの

で、不透明である。 

したがって、計上額の全額の返還を求める。 

 

４ 岩田いくま議員（用紙、インク等の購入費） 

按分率80％の根拠の説明はなく、また、使用目的が明らかにされていな

いなど、透明性に欠ける。 

したがって、計上額のうち、50％を超える部分の返還を求める。 
 

５ 杉並区議会公明党（横山えみ議員）（ノートパソコンの購入費） 

平成29年11月にノートパソコンを購入しているが、横山議員は平成31年

４月で区議を引退するため、区議としてノートパソコンを使用するのは１

年５か月であり、２年７か月の耐用年数が残されている。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 

 

[判断基準]  
 

１ 携帯電話代 

区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、携帯電話、スマー

トフォン等の情報端末を使用し、その通信費等の経費を支出することは、

「政務活動に要する経費」で事務費として認められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書が提出され、実

態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当で

あるということはできない。 

平成29年度の「政務活動に要する経費細目」では、携帯電話、スマート

フォン等の情報端末の通信費については、「実態に即して按分する」と規

定されるのみで、使用実態やどの程度の割合が政務活動に当たるか等につ

いては、会派及び議員の自律的判断に委ねられていたところであるが、平

成30年度から、「政務活動に要する経費細目」の一部が改正され、当該支出

について合理的な説明ができる場合を除き、支出割合の上限が２分の１と

されている。 

 

２ ノートパソコン、プリンタートナー等の購入費、コピー機リース代、イ

ンターネット接続料 

区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、パソコン、コピー

機、事務用品等を使用し、その購入費、リース代、インターネット接続料

等の経費を支出することは、「政務活動に要する経費」で事務費として認

められている。 

「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、領収書（備品（５万円

以上の物品）の場合は、領収書及び備品台帳の写し）が提出され、実態に
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即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当である

ということはできない。 

平成29年度の「政務活動に要する経費細目」では、インターネット接続

料については、「実態に即して按分する」と規定されるのみで、使用実態や

どの程度の割合が政務活動に当たるか等については、会派及び議員の自律

的判断に委ねられていたところであるが、平成30年度から、「政務活動に

要する経費細目」の一部が改正され、当該支出について合理的な説明がで

きる場合を除き、支出割合の上限が２分の１とされている。 

 

 [会派・議員別判断] 
 

１ 杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）（携帯電話代） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率80％で計上され

ており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「携帯電話については、党本部

から全議員に各１台支給されており、会派所属の議員は、２台保有してい

る。党活動・後援会活動等、政務活動以外の案件については、基本的に党

から支給されている携帯電話を使用している。政務活動費に計上している

ものは、党本部から支給されたものとは別のもう１台の携帯電話であり、

こちらは専ら政務活動のために使用している。ただし、政務活動以外の通

話やメールもゼロではないため、80％の按分としている」と説明されてお

り、この使用実態や按分率が相当でないことを疑わせるに足りる具体的事

情は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

２ 杉並区議会公明党（川原口宏之議員）（携帯電話代） 

上記の杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）の判断（以下この事務費の

項目において「判断―１」という。）のとおり、本件支出が違法又は不当で

あるということはできない。 
 

３ 杉並区議会公明党（横山えみ議員） 
 

（１）携帯電話代 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはでき

ない。 
 

（２）ノートパソコンの購入費 

上記判断基準―２のとおり、領収書及び備品台帳の写しが提出され、

按分率50％で計上されており、「政務活動に要する経費・同細目等」に

基づき、適正に処理されていることが認められる。 

請求人は、「平成29年11月にノートパソコン（所得税法上の耐用年数

は４年）を購入しているが、当該議員は平成31年４月で区議を引退する

ため、区議としてノートパソコンを使用するのは１年５か月であり、２

年７か月の耐用年数が残されているので、計上額の50％の返還を求める」
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と主張するが、事務処理の手引においては、「購入から任期満了までの

期間が、耐用年数に満たない備品の購入は、個人の資産形成と捉えられ

る可能性が高いことに留意する必要がある」と規定されているものであ

り、政務活動費に計上することができないと規定されているものではな

い。 

また、当該議員からは、「会派として購入したものであるため、議員引

退後は、会派に返還している」と説明されており、それを否定する根拠

はなく、個人の資産形成であるとは認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

４ 杉並区議会公明党（大槻城一議員）（携帯電話代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

５ 杉並区議会公明党（北明範議員）（携帯電話代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

６ 杉並区議会公明党（中村康弘議員）（携帯電話代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

７ 杉並区議会公明党（島田敏光議員）（携帯電話代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

８ 杉並区議会公明党（渡辺富士雄議員）（携帯電話代） 

判断―１のとおり、本件支出が違法又は不当であるということはできな

い。 
 

９ 浅井くにお議員（携帯電話代） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率70％で計上され

ており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「議員就任時は、使用実態から

按分率を50％としていたが、平成29年度は、政務活動での携帯電話の使用

実態が70％～80％となってきたことから、使用実態に即して70％の按分率

で計上した。また、通話が５分以内であれば無料の通話定額ライト基本料・

スマ放題のプランを契約していたが、５分を超えることも多くなったため、

通話定額基本料・スマ放題（他社を含む全ての通話が無料）のプランに契

約変更しており、携帯電話は通話し放題となっている」と説明されており、

この使用実態や按分率が相当でないことを疑わせるに足りる具体的事情

は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
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10 大和田伸議員 
 

（１）携帯電話代 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率80％で計上さ

れており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基

づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「議員名簿や区議会レポー

ト等で公表している電話番号に電話するとそのまま携帯電話に転送さ

れるように設定しており、よって、携帯電話には事務所電話がそのまま

転送される事実もあることから、その通話のほとんどが区民からの意見

や要望である。また、家内が日頃、自宅において名簿管理（入力、削除、

変更等の作業）、区民相談対応（最終的には私に話をつなぐ役割）等を担

っているため、区民に次いで電話でのやりとりが多い家内との通話内容

も、ほぼ政務活動に関するものである」と説明されており、この使用実

態や按分率が相当でないことを疑わせるに足りる具体的事情は認めら

れない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）プリンタートナー代 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、按分率50％で計上さ

れており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

請求人は、「これだけのトナーを購入すれば、かなりの枚数を印刷す

ることができるが、用紙の購入は１回しか計上しておらず、使用実態が

不明である」と主張するが、当該議員からは、「10月に購入したものにつ

いては、プリンター事業者が「決算プリンタートナーキャンペーン」と

称し、標準価格の40％ＯＦＦで販売していたことに伴い、政務活動費を

少しでも有効活用するために安価の際に購入した」と説明されており、

それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（３）事務所コピー機リース代 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、按分率50％で計上さ

れており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理

されていることが認められる。 

請求人は、「領収書は提出されているが、どのように利用しているの

かの説明がないので、不透明である」と主張するが、当該議員からは、

「単に資料等をコピーするだけではなく、ＰＣデータ印刷やＦＡＸ送受

信で用いており、ほとんど議会関連書類（質疑内容等）を打ち出すもの

であり、使用実態としては、ほぼ政務活動に近い形であるが、50％按分

をしている」と説明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
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11 吉田あい議員（携帯電話代） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率75％で計上され

ており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「主に政務活動用としてのガ

ラケーとそれ以外の活動用としてのスマートフォンの２台を所有し、明確

に分けて使用しており、使用実態に応じて按分し75％計上としたものであ

る」と説明されており、この使用実態や按分率が相当でないことを疑わせ

るに足りる具体的事情は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

12 はなし俊郎議員（携帯電話代） 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率70％で計上され

ており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、

適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「どこにいても留守番電話に

メッセージが入っていれば連絡がとれる。携帯電話を私的に50％以上使う

ことはなく、区民相談への対応が多いことで70％計上としている」と説明

されており、この使用実態や按分率が相当でないことを疑わせるに足りる

具体的事情は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

13 河津利恵子議員 
 

（１）携帯電話代 

上記判断基準―１のとおり、領収書が提出され、按分率80％で計上さ

れており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基

づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、携帯電話の使用実態等について、「家族間の通信は家族割引

で無料であること、政党や後援会の活動は皆無であること、日常的な利

用のほとんどが活動上のやり取りであること等から、80％按分は妥当な

ものと考える」と説明されており、この使用実態や按分率が相当でない

ことを疑わせるに足りる具体的事情は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

（２）インターネット接続料 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、按分率80％で計上さ

れており、平成29年度当時の「政務活動に要する経費・同細目等」に基

づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、パソコンの使用実態等について、「プライベート及び家族用

と区別してパソコンを所有していること、専ら政務活動用として使用し

ていること等から、80％按分は妥当なものと考える」と説明されており、

この使用実態や按分率が相当でないことを疑わせるに足りる具体的事

情は認められない。 
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したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

14 岩田いくま議員（用紙、インク等の購入費） 

上記判断基準―２のとおり、領収書が提出され、按分率80％で計上され

ており、「政務活動に要する経費・同細目等」に基づき、適正に処理され

ていることが認められる。 

請求人は、「按分率80％の根拠の説明はなく、また、使用目的が明らかに

されていないなど、透明性に欠ける」と主張するが、パソコンの使用実態

等について、「パソコン関連全般について統一した按分率（パソコンの使

用実態に即して80％）としている。過去のパソコン起動ログのサンプル調

査から、１週間当たり27時間～42時間程度自宅パソコンを使用しており、

そのほとんどは政務活動利用（メール・インターネットによる情報収集・

調査・区政相談対応、区政報告作成・発送用シール印刷、ＨＰ作成等）で

あるが、メールの中に政務活動外のものもあること、また、政務活動外の

インターネット利用（情報収集）・文書作成も皆無ではないため、１日30分

程度（週3.5時間）は政務活動外の使用とみなし、保守的に控除して80％按

分とした」と説明されており、この使用実態や按分率が相当でないことを

疑わせるに足りる具体的事情は認められない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 

 

３―２―６ 人件費 
 

[返還請求の対象及び金額] 
 

河津利恵子議員（政務活動補助職員賃金：247,500円） 

 

 [請求人の主張要旨] 
 

勤務内容は多岐にわたっており、全て調査研究とされているが、河津議員

は区政報告を作成していないし、調査研究内容は公表されていない。 

したがって、計上額の50％の返還を求める。 

 

[判 断]  
 

区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、職員を雇用し、その

賃金を支出することは、「政務活動に要する経費」で人件費として認められ

ている。 

本件支出については、領収書及び勤務日、勤務時間、金額、勤務内容等を

記載した「政務活動補助職員勤務報告書」が提出され、１月当たりの支出金

額の上限（５万円）の範囲内で計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目等」に基づき、適正に処理されていることが認められる。 

そして、当該職員の勤務内容について、「勤務内容の欄には、主なテーマと

して依頼したこと（ふるさと納税返礼品に関する調査研究、交流自治体連携

事業に関する調査研究等）を記述したが、政策的なテーマの調査研究のほか

にも、電話対応、議会や委員会質疑のテープ起こし、毎月いくつかの団体の



- 68 - 

定例会や集会でミニ議会報告や勉強会などを開催しており、そのためのレジ

ュメや資料の作成、顔が見える範囲の方への議会報告、資料の発送手続や手

配り等、様々な事務を依頼している」と説明され、また、「党務や後援会活動

は一切行っていない」と説明されており、これらの勤務内容は政務活動と関

連性を有しないとは認められない。 

また、請求人は、「河津議員は区政報告を作成していないし、調査研究内容

は公表されていない」と主張するが、「政務活動に要する経費・同細目等」

においては、調査研究内容の公表は人件費の支出の要件とはされていないも

のであり、当該議員からは、「区政報告については、母の介護が本格的に必要

になったことなどもあり、作成できなくなったことは事実であるが、区政報

告を届けていないことがイコール区民への情報提供不足とはいえない」と説

明されており、それを否定する根拠はない。 

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。 
 

なお、政務活動補助職員勤務報告書の勤務内容の記載方法については、平

成30年度から、事務処理の手引の一部が改正され、勤務内容が複数ある場合

は、可能な限り複数の勤務内容を記載するよう、明記されており、今後は、

当該議員のような勤務内容の記載方法は不適切であり、より適切に勤務内容

を記載するよう、改めて周知・徹底を図られたい。 

 

３－３ まとめ 
 

以上のとおり、本件各支出に違法又は不当な点は認められず、本件監査請求

には理由がないものと認められるので、これを棄却する。 

 

４ 意見・要望 
 

監査の結果を踏まえ、監査委員としての意見・要望を以下に述べる。 

 

（１） 区議会において、毎年度、政務活動費制度の運用改善についての検討を行

い、制度の検証と改善を継続的に進められていることは、評価することがで

きる。 

平成 30 年度においては、平成 31 年４月５日付け「平成 30 年度杉並区職

員措置請求監査結果における意見・要望事項等への対応状況について（報告）」

（以下「平成 30 年度対応状況報告」という。）（資料５）のとおり、①平成

31年度版から、事務処理の手引を杉並区議会ホームページで公開する、②政

務活動補助職員勤務報告書の勤務内容の記載方法について、勤務内容が複数

ある場合は可能な限り複数の勤務内容を記載することを再度周知徹底する

など、運用の改善が図られている。 

ただし、なお検討すべき課題があると思われるので、以下、要望する。 
 

ア 按分の割合（上限）が定められていない経費について 

現行の「政務活動に要する経費細目」においては、政務活動とその他の議

員活動や私的活動が混在する場合の按分について、①ガソリン代、②事務所

賃借料、③インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端
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末の通信費等のように支出割合の上限を２分の１等とするもののほかは、

「実態に即して按分する」、「社会通念上相当な割合で按分する」などとされ、

按分の割合（上限）が定められていない。 

透明性の向上、区民の理解促進などのため、按分の割合（上限）が定めら

れていない経費については、適切な按分の割合（上限）を設定すること、及

び個々の会派又は議員においてそれを超える実態がある場合は、より詳細か

つ合理的な説明を付して、その割合で按分することを検討されたい。 

このことについては、平成 28 年度の監査結果以降、継続して、意見・要

望事項としてきたものであり、今後の検討に期待する。 
 

イ 支出割合の上限を超えて計上する場合の合理的な説明について 

インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信

費については、平成 30 年度から支出割合の上限が設けられたところである

が、当該支出について合理的な説明ができる場合は、その上限を超えて計上

することが認められている。 

上記アにおいては、定められた上限を超えて計上する場合には、より詳細

かつ合理的な説明を付すよう求めているところであり、この上限を超える実

態がある場合は、それを裏付ける資料を提出するなど、より適正に運用され

るよう、事務処理の手引に明記することを検討されたい。 
 

ウ 「平成 30年８月 28日東京地裁判決及び平成 31年４月 16日東京高裁判決

（判決１）」並びに「平成 31年３月 22日東京地裁判決（判決２）」について 

  判決１においては、①90％按分で計上したパソコン関連費用、②80％按分

で計上した区政報告会関連費用及び③按分せずに計上した会派区政報告関

連費用について、違法な支出であると判断され、判決２においては、按分せ

ずに計上した複数の会派及び議員の区政報告関連費用について、違法な支出

であると判断されたところである。 

  一方で、上記の判決においては、適法な支出であると判断されたものも多

数あることから、上記の判決内容について、杉並区議会政務活動費専門委員

会の助言を受けるなどして、改めて、精査・分析を行い、今後、政務活動費

の使途の適正が確保されるよう、速やかに制度の改善を図られたい。 
 

エ 使用実態、按分率等の説明について 

  「監査の基本的な考え方と視点」で述べたとおり、執行機関と議会等との

抑制と均衡の理念等に鑑み、会派及び議員がどのような政務活動を行い、そ

のためにいかなる政務活動費を支出するかについては、基本的に会派及び議

員の自律的判断に委ねるべきものであると解するのが妥当であるが、その反

面、政務活動費は公金である以上、制度の趣旨に沿った使途の適正が自律的

に確保されなければならず、また、それらを客観的に確認できるように透明

性を確保することが必要であり、使途が拡大された政務活動費制度において、

より一層求められていると考える。 

  本件監査請求の対象とされた支出についてみると、議長の調査回答により、

初めて、個々の会派及び議員の使用実態や按分率の考え方等が明らかになっ
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たと考えられるものが少なからず見受けられた。 

  当然のことながら、使用実態、按分率等の説明の具体的な度合いについて

も、会派及び議員の自律的判断に委ねられるべきものであるが、一方で、使

途の透明性の確保については、より一層求められていることから、使用実態

や按分率の考え方等については、可能な限り、明らかにされることが適切で

あると考えるので、収支報告の時点において、より詳細に説明されるよう、

運用の改善を検討されたい。 

 

（２） 議長は、調査回答において、「今後は、平成 30 年８月 28 日の東京地裁判

決及び平成 31 年４月 16 日の東京高裁判決並びに平成 31 年３月 22 日の東

京地裁判決の結果を重く受け止め、これまで以上に区民の理解と信頼が得ら

れる政務活動費制度を目指し、按分の割合（上限）が定められていない経費

や月極駐車場代その他の改善すべき課題について、より一層の検証・見直し

に取り組む」との見解を明らかにされている。 

    また、区議会事務局長は、上記の平成 30年度対応状況報告において、「按

分の割合（上限）が定められていない経費の適切な按分の割合の設定につい

ては、平成 28 年度以降の監査結果において、意見・要望事項とされ、区議

会においても、継続して検討事項とされていることから、今年度は、重点的

に検討する」との見解を明らかにされている。 

区議会におかれては、今後も、制度の検証と改善を継続的に進められるよ

う期待するものである。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別   紙 
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31 杉議会第 158 号 

令和元年 5月 24 日 

杉並区監査委員 様 

区議会事務局長 

佐野 宗昭 

平成 29 年度政務活動費に関する抗弁書について 

１ 政務活動費（旧政務調査費）の法制化の経緯等 

平成 11 年 7 月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（平成

11 年法律第 87 号）が成立し、地方公共団体の自己決定権、自己責任が拡大したことに伴

い、議会の機能、役割がさらに大きくなると認識されるようになった。 

 このような状況下で、全国都道府県議会議長会は、平成 11 年 10 月、「地方議会の権限の

強化と制度の充実を図り、都道府県政調査交付金の法的な位置づけを明確にするとともに、

条例で議員活動に要する経費を支給できるよう、地方自治法（以下「法」という。）を改正

すること」を決議した。同年 11 月には、国会や自治省など関係行政庁に対して、地方公共

団体の議会を構成する議員の活動基盤強化が不可欠であるとし、「地方分権の推進に応じて、

一層積極的、効果的な議員活動が行われるよう、現在認められている報酬、期末手当、費

用弁償のほかに、地方公共団体が状況に応じ、自主的に条例で議員活動に必要な経費を支

給できるようにすること」を要望した。また、全国市議会議長会も、国会や自治省などの

関係行政機関に対して、議会機能の充実強化を図る必要があることから、「地方議会議員の

政策立案・調査研究に資するため、政務調査交付金の支出について法的根拠を設けること」

を要望した。 

 これを受けて、政務調査費に関する「地方自治法の一部を改正する法律案」は、平成 12

年 5 月 24 日、可決、成立した（平成 12 年法律第 89 号）。この際、衆議院本会議において、

「地方議会の活性化を図るためには、その審議能力を強化していくことが必要不可欠であ

り、地方議員の調査活動基盤の充実を図る観点から、議会における会派又は議員に対する

調査研究費等の助成を制度化し、併せて、情報公開を促進し、その使途の透明性を確保す

ることが重要となっている。」との提案趣旨が説明されている。 

 この改正により、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の

調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、

政務調査費を交付できる。この場合において、当該政務調査費の交付の対象、額及び交付

の方法は、条例で定めなければならない。」（法第 100 条第 14 項）、「当該政務調査費に係る

収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。」（同条第 15 項）と規定され、当区で

は、平成 13 年 3 月 23 日に「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関す

る条例」を、同年 3月 30 日に「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関

する条例施行規則を定めている。 

別紙２－１ 
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 このように、政務調査費の交付根拠が明定され、条例でその額、交付方法についても定

めることとなり、政務調査費は、条例に規定する要件を満たすものに対し、政策的判断を

要することなく、一律に交付されることとなった。 

 その後、平成24年4月5日には全国議長会の3団体が連名で、関係国会議員に対し、政務調

査費制度の見直しについて要請し、これを受けて、同年8月7日に4派の国会議員による共同

提案で修正案が衆議院に提出され、「地方自治法の一部を改正する法律案」については、10

日、修正案どおり議決され、その後8月29日の参議院で可決・成立した。（平成24年9月5日

公布） 

 これにより、政務調査費の名称を「政務活動費」に、交付目的を「議員の調査研究その

他の活動に資するため」に改め、政務活動費を充てることができる経費の範囲を条例で定

めることとし、また、議長は、政務活動費については、その使途の透明性の確保に努める

こととされた。（平成25年3月1日施行） 

 これを受け、当区議会においても、平成25年第1回定例会において、条例の一部を改正し

（平成25年2月20日）、同日付で規則の一部を改正している。 

条例については、題名を「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関す

る条例（以下「条例」という。）」とし、本文中の「政務調査費」を「政務活動費」に改め、

第9条第1項においては、政務活動費を充てることができる経費の範囲について、「調査研究、

研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、

区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」と

定めている。 

また、同条第2項において、別表により政務活動費の具体的な経費区分を定め、新たな項

目として広聴広報費及び要請陳情等活動費を設けている。 

さらに、第11条においては、議長は提出された収支報告書等関係書類について必要な調

査を行うとともに、使途の透明性の確保に努めるものとすると規定している。 

２ 政務活動費の交付に関する規定と交付手続きについて 

（１）政務活動費の趣旨

法第 100 条第 14 項から第 16 項までの規定に基づき、杉並区議会の議員の調査研究

その他の活動に資するため必要な経費の一部として、議会における会派及び議員に対

し交付する。（条例第 1条） 

（２）政務活動費の交付対象

会派（所属議員が 1人の場合を含む。）及び議員の職にある者に対して交付する。（条

例第 2条） 

（３）政務活動費の交付額

会派に交付する場合は、会派の所属議員数に月額 16 万円を乗じて得た額を交付し

（条例第 3条第 1項）、議員に交付する場合は、月額 16 万円を交付する。（条例第 4条

第 1項） 

（４）政務活動費の交付に関する流れ
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【 届出から交付の流れ 】 

①届出（条例第 5条）

③交付決定通知 ②通知

（条例第 7条） （条例第 6条）

④交付請求（条例第 8条第 1項）

⑤交付（条例第 8条第 2 項）

（５）政務活動費の支出に関する手続

政務活動費は、会派の代表者又は議員が、区長からの交付決定を受けた後、四半期毎

に当該四半期の月数分を区長に請求する。 

請求を受けた後、杉並区予算事務規則第 4 条の規定に基づき、区長より支出命令に関

する事務を委任されている区議会事務局次長が、杉並区会計事務規則に則って支出事務

を行い、政務活動費が会派の代表者又は議員に交付される。  

３ 収支報告書等の提出に関する手続き等について 

（１）政務活動費の収支報告に関する流れ

◆ 収支報告書等の提出・公開

①提出（条例第 10 条第 1 項）

②送付

（条例第 10 条第 3項） 

③閲覧

（条例第 10 条第 4項）

※領収書等原本は、杉並区議会情報公開条例第 10 条の規定に基づく請求が

あった場合に、同条例第 11条第 1項及び第 2項の規定に基づき公開。

（２）収支報告書等の提出に係る会派の代表者又は議員への案内等

会 派 議 員 

（1人の場合を含む） 
議 長 

区 長 

会 派   議 員  

（1人の場合を含む） 
議 長 

区 長 

収支報告書 

原本 

出納簿 

  原本 

収支報告書 

（写） 

区民等 
収支報告書

原本 

出納簿 

  原本 

領収書等 

原本 

領収書等 

原本※ 
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区議会事務局では、当該年度の提出期限や収支報告書及び出納簿の作成にあたっての

注意点など収支報告の手続きについて、毎年会派の代表者及び議員に案内している。 

また、会派又は議員から政務活動費の使途について個別に相談を受けた場合、過去の

判例を調べるなどして、必要な助言を行っている。 

（３）収支報告書等の提出に係る区議会事務局のチェック等

会派の代表者又は議員から収支報告書等の提出があった場合には、収支報告書等に記

載誤りがないか、また計数などについて事務的な点検を区議会事務局で行っている。 

また、収支報告書等に記載されている使途について、条例第 9 条別表の政務活動に要

する経費及び杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程（以

下「規程」という。）第 2条別表の政務活動に要する経費細目に照らして疑義がないかど

うか、政務活動に要する経費の項目適用に誤りがないかなど、領収書その他の証拠書類

との付け合せを行い、疑義のある支出については会派又は議員に内容を確認し、必要に

応じて助言を行っている。 

区政に関する調査研究その他の活動に資するための必要性や合理性については、区民

に対する説明責任を果たす必要があることから、平成 27 年度からは、区民に疑義の生じ

やすい支出に関しては、明確化・厳格化を図る観点から、支出計上にあたって特に留意

する必要がある事項としてまとめ、会派・議員に対し説明の必要を明示したところであ

る。 

（４）返還に関する規定

・一四半期の途中において、会派の解散、所属議員数の減員、又は議員の辞職等があっ

た場合、当該事実の生じた日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）

分以降の政務活動費を区長へ返還しなければならない。（条例第 8条第 4項・第 6項） 

・その年度において交付を受けた総額から、その年度において行った支出（政務活動費

を充てることができる経費の範囲に従って行った支出）の総額を控除して残余がある

場合、区長は、当該残余の額に相当する額の返還を命ずることができる。（条例第 12

条）

４ 政務活動費の執行に係る区議会議長等の役割について 

（１）条例における議長の役割・権能等の規定

・会派の代表者又は議員から提出された政務活動費交付対象者状況を区長へ通知しなけ

ればならない。（条例第 6条）

・会派の代表者又は議員から提出された収支報告書（写し）を区長へ送付する。（条例第

10 条第 3項）

・会派の代表者又は議員から提出された収支報告書、出納簿及び領収書その他の証拠書

類を 5年経過するまで保存し、収支報告書及び出納簿を閲覧に供しなければならない。

（条例第 10 条第 4項）
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・収支報告書、出納簿及び領収書その他の証拠書類については、必要に応じて調査を行

う等、政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努める。（条例

第 11 条）

（２）区議会事務局の役割

    区議会事務局の役割としては、政務活動費の執行における上記議長の役割・権能等に

係る事務上の補助執行を行うことと、区長より政務活動費の支出命令に関する事務を委

任されている区議会事務局次長が支出事務を行っているが、特に権能等は有していない。 

 しかしながら、収支報告書や出納簿のチェック、出納簿と領収書その他証拠書類との

付け合せのほか、政務活動費の使途について会派・議員から相談を受けたり、助言する

ことは、政務活動費の適正な執行のために必要な事務と認識している。 

（３）議長の調査権に関する見解

平成17年5月26日名古屋地裁判決によると、「会派等による政治活動の自由は、普通地

方公共団体における住民自治を支える根幹として重要な機能を果たしているものである

から、会派等がいかなる事項を対象にいかなる態様で調査研究活動を行うかについては、

基本的には会派等の良識に基づく判断に委ねられているといわざるを得ない。したがっ

て会派等が行う調査研究活動として合理性ないし必要性を欠くことが明らかであると認

められない限り、政務調査費の支出が本件条例の使途基準に反するものとは言えないか

ら、法律上の原因を欠くとまではいえない。」と判示している。 

このことから、政務活動費の支出に当たっては、第一義的には会派・議員の自律的な

判断に委ねられるものと考えるが、平成24年の法改正に伴い、条例第11条に、議長は、

政務活動費の使途の透明性の確保に努める旨を明記したことから、議長は、政務活動費

の支出に使途制限違反であることが、収支報告書等の提出書類から疑われるような場合

は、当該会派・議員に対して説明を求めるなど必要な調査を行い、使途の透明性の確保

に努めることが求められている。 

５ 領収書その他の証拠書類の取扱について 

（１）証拠書類等の保存に関する規定

 会派・議員が、出納簿や領収書その他の証拠書類を提出し、議長は報告書を提出すべ

きとされた期間の末日の翌日から起算して5年を経過する日まで保存しなければならな

い。（条例第10条） 

（２）証拠書類等の保存に関する見解

議長が領収書その他の証拠書類を5年間保存することを規定しているのは、政務活動費

の交付に関する文書の保存年限が5年であることと、収支報告書等の区民への閲覧期間が

5年であるなど、それらの文書の保存期間と合わせているものである。 

また、条例制定時の平成13年第1回区議会定例会における、総務課長や監査委員事務局
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長の答弁にある住民監査請求や税務当局からの調査があった場合でも対応できるように、

領収書その他の証拠書類について、5年間の保存義務を課しているものと考える。 

（３）自主改善について

杉並区議会では、条例制定時から、出納簿（平成18年度分までは写し）を収支報告書

とあわせ議長に提出し、区民が閲覧できるよう対応し、平成18年12月には政務調査費の

収支報告の際に領収書その他の証拠書類を添付する条例改正を全議員の総意により行っ

ている。 

また、政務調査費の使途に関しては、規程を制定し、さらに、学識経験者等第三者か

らの意見を踏まえ、客観性をより担保させるため、政務調査費の「使途基準」をより具

体化した詳細な「使途基準細目」を追加し定めた。（平成20年4月交付分の政務調査費か

ら適用） 

 平成21年度以降は、議会内部に設置した「杉並区議会政務調査費調査検討委員会（以

下「調査検討委員会」という。）」において、継続的に自主的な改善に取り組んでいる。

平成22年度には、第三者によるチェック機関である「杉並区議会政務調査費専門委員会

（以下「専門委員会」という。）」を設置し、使途に関する事項を中心に検討を重ねて

おり、この専門委員会の議論等を踏まえ、改めて調査検討委員会で検討を行い、その結

果に基づき、規程の一部を改正するなどの改善を図っている。これらについては、政務

活動費に制度が改正されて以降も同様に行っているところである。 

６ 政務活動費の平成29年度の状況 

（１）交付状況

 平成29年度の政務活動費の交付に係る手続きは、条例等に基づき、適正に行っており、

別紙1「平成29年度政務活動費支出状況（決算数値）」のとおり会派・議員に交付してい

る。 

（２）収支報告状況

平成29年度の政務活動費収支報告書については、出納簿とともに、条例により定めら

れた期日である平成30年4月27日までに会派の代表者及び議員から提出され、平成30年5

月1日より区民の閲覧に供している。 

（３）返還に関する届出

平成28年度の政務活動費交付額の残額返還に関する届出は、2会派・18議員がその届出

に基づいて政務活動費交付額の戻入を行った。 

平成30年5月以降、2会派・16議員が平成29年度の収支報告を訂正し、うち2会派・9議

員については、訂正後の支出金額が交付済みの政務活動費の額を下回り残余額が発生し

たため、区へ返還の手続きを行っている。（別紙2「平成29年度 政務活動費 出納閉鎖後

の訂正状況」のとおり） 
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７ 請求人の主張に対する見解等 

政務活動とは、会派・議員が行う、調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種

会議の参加等、区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動、その他区

民福祉の増進を図るために必要不可欠な活動である。 

政務活動費として支出する際には、「政務活動に要する経費及び同細目」に規定された

範囲内で支出することは当然である。 

同時に、政務活動費として公費負担される以上、必要最小限の経費で最大の効果を上

げるようコスト意識をもって活動を行う必要があり、さらに、当該経費の使途の透明性

を確保し、区民に対して説明責任を果たすことが求められている。 

そのうえで、政務活動の対象は広範囲におよび、活動内容も多様であることから、そ

れに要する経費の支出については、会派・議員の自主性を尊重しつつ、使途に関する多

くの部分について、会派・議員の自律的判断に委ねられている。また、当該活動の一部

に政務活動以外の活動が混在する場合、どの程度の割合が政務活動に当たるかについて

は、会派・議員が活動の実態に照らして自ら判断するものとしている。そして、その判

断は、説明責任を果たすことを前提に尊重されるべきものと考える。 

（１）調査研究費

①視察費

平成19年2月9日の札幌高裁判決では、「様々な政治課題や市民生活に係わり、その専門

性や関心も多様であって、議員が全人格的活動を行い、議員活動について政治責任を負

っていることを考えれば、その調査対象は極めて広範なものにならざるを得ず、調査活

動の市政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性等も極めて広範な裁量の下

に行われるものであると認められる。」と判断されている。 

このことから、視察費については、領収書等により支出の対象となった活動の実質が

あること、また、規程様式に定めている事項に基づいて記載された視察内容や説明から

区政との関連性や必要性・合理性を欠くことが明らかでない場合には、議員の専門性や

課題認識・問題意識を尊重し、その自律的な裁量を前提として、その経費を認めること

は妥当と考える。 

請求人が指摘する視察費については、はなし議員から、区政との関連性などについて

合理的な説明があるので、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されて

いると判断できる。 

②月極駐車場代

月極駐車場の賃料については、一般的に政務活動以外の用途も含まれると考えられ、

かつ、合理的な経費の区分が困難な支出であるため、経費の2分の1を上限として政務活

動費の対象として認めている。これは、前述した平成19年2月9日の札幌高裁判決で「調

査活動の市政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性等も極めて広範な裁量

の下に行われるものであると認められる。」と判断されていることから、目的や理由の説

明は要件としておらず、会派・議員の裁量のもと、その経費を政務活動費として支出す
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ることを認めている。 

請求人が指摘する月極駐車場の賃料については、はなし議員、今井議員、川原口議員、

渡辺議員、島田議員からそれぞれ区政との関連性や規程の範囲内での計上など合理的な

説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されていると

判断できる。 

③交通費

議員が調査・研究活動に交通機関を利用することは、その政務活動を効率的・効果的

に行うための利便性の高い重要な手段としての意義を有するものであり、政務活動費の

不可欠な費目のひとつと考える。 

請求人が指摘する交通費については、岩田議員から交通手段及び経路に関する合理的

な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されている

と判断できる。  

（２）研修費

①団体の年会費

団体の年会費の支出については、会則、規約等により政務活動に資するものであるか

どうかを判断している。なお、政務活動に要する経費・同細目には、「政党及び政治団体

の年会費の計上はできないものする」とあるが、請求人の指摘に係る団体は、会則、規

約等により政党及び政治団体でない旨を確認している。 

当該団体の年会費については、川野議員から当該団体と区政との関連性の説明や規約

等の添付資料が提出されており、いずれも「政務活動に要する経費・同細目」に基づき

適正に処理されていると判断できる。 

②講師謝礼金

議員が主催する研修会や勉強会等の講師謝礼金については、前述した平成19年2月9日

の札幌高裁判決で「調査活動の市政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性

等も極めて広範な裁量の下に行われるものであると認められる。」、また、平成25年3月21

日の広島高裁判決では、「発達障害の知識と支援と題する会合の際に支出した講師謝礼、

会場費、横断幕に係る支出について、当該会合の目的は、発達障害の現状や課題等に関

する研究研修にあり、市政との関連性を有するものといえ、上記会合においては、講師、

議員9名の他に、発達障害の子供を持つ親や幼稚園関係者等26名が参加し、発達障害支援

について講演や意見交換等が行われたと認められ）、その内容も市政と関連するもので

ある。そして、支出額も相当性を欠くものでない。」とそれぞれ判断されている。 

 このことから、当該勉強会については、適正な金額であることを示すために、区政と

の関連性の説明やテーマ、講義時間等が分かる資料の提出があれば、議員の多様にわた

る専門性や課題認識・問題意識を尊重し、議員の自律的な裁量を前提として、その経費

を認めることは妥当と考える。 

 請求人が指摘する講師謝礼金については、太田議員から勉強会と区政との関連性など

合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理され
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ていると判断できる。

（３）広聴広報費

①会派区政報告

区政報告の発行など区政や議会活動に関する情報を区民に提供する経費は、政務活動

に要する経費で定める広聴広報費に該当し、会派・議員の調査研究活動、議会活動及び

区の施策を区民に報告・周知するために必要なものである。 

当区議会に関連する平成26年度政務活動費として支出した会派区政報告に対し、平成

30年8月28日の東京地裁判決及び平成31年4月16日の東京高裁判決では、「本件会派報告は、

本件会派としての活動状況等を区民に対して報告・説明するものである実態を有するこ

と自体は否定しがたいものの、統一地方選挙の約3か月前という近接した時期に配布され

ていることや、その記載内容も過去1年間を振り返ってのものではなく、前回の杉並区議

会議員選挙が実施されて以降の4年間の活動実績等を総括したものになっており、次の選

挙が目前に迫った状況の下では、たとえ「討議資料」である旨を記載していても、読者

に対する選挙に向けた本件会派所属の議員のＰＲ効果を狙ったものと評価されてもやむ

を得ないこと、そもそも本件会派所属の議員は、事柄の性質上、いずれも当該選挙に強

い利害関係を有していることも併せ考慮すると、それが選挙活動のためのものであると

いう実態を併せ有することは明らかであるといえ、政務活動に当たる部分とそれ以外の

部分とを明確に区分することは困難であるといわざるを得ず、10万円の2分の1である5

万円を超えて支出したことは、違法な支出であるというべきである。」と判断されている。 

本件請求に係る会派の区政報告については、発行の直近1年以内に区長選挙・区議会議

員選挙の予定はなかったこと、区政報告の内容が定例会の概要報告や会派視察などの会

派の活動状況の報告となっており、政務活動の範囲を超えるものではないこと、また、

議員の写真やプロフィールの掲載はあるものの区政報告の紙面全体から見れば一定の範

囲内であること等を総合的に判断すると、当該経費は、上記判決のケースに該当するも

のではなく、また、区政報告の趣旨と矛盾するものでもなく、政治活動や選挙活動とし

ての側面を有していることを推認させるとはいえないため、その経費を認めることは妥

当と考える。 

請求人が指摘する会派区政報告については、杉並区議会自由民主党からは、当該指摘

事項及び判決に対する考え方、自民・無所属クラブからは、区政報告の紙面内容に関す

る考え方など、それぞれ合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」

に基づき適正に処理されていると判断できる。 

②議員区政報告

発行主体が議員であるが、①同様の趣旨の経費である。

当区議会に関連する平成26年度の政務活動費として支出した議員区政報告に対し、平

成31年3月22日の東京地裁判決では、 

①「政務活動としての側面を有していることは否定できないが、区議の顔写真及び氏名

がかなり大きく目立つ形で記載されており、区議選の約1か月前に5万を超える部数と

いうかなり大きな部数がポスティングや新聞折込みなどの方法により配布されている
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こと等の事情を総合すると、区議選に向けて区議をアピールするという政治活動とし

ての側面を併せ有することを否定できない。」（富本議員） 

②「区政の実績及び引き続き目指す課題を記載しているその内容や、それぞれ10万を超

えるというかなり大きな部数を配布したことなどを総合すると、区議選に向けて区議

のアピールという政治活動としての側面を併せ有することを否定できない。」（無所属

区民派）

③「区政報告は、政務活動としての側面を有することは否定できないものの、10万部と

いうかなり大きな部数を作成し、区議選を控えた平成27年1月頃までに多数の会合や駅

頭演説の際に配布されたことなどの事情を総合すると、区議選に向けて区議の経験等

を区民にアピールするという政治活動としての側面を併せ有することを否定できな

い。」（吉田議員）

④「区政報告は、裏面には区政に関する区議の実績が記載されているものの、表面には

区議の顔写真が大きく記載されているほか、政治評論家と握手した写真などが記載さ

れており、全体として、区政報告よりも区議のアピールの側面が強いものとなってお

り、区議選の直前に作成・配布されていることなどの事情を総合すると、区議の政治

活動としての側面を併せ有することを否定できない。」（大槻議員）

⑤「区政報告には、区政報告が記載されているものであるが、区議選の約1か月前の時期

に、10万を超える部数という相当に大きな部数を郵送、新聞折込み、駅頭や区政報告

会等での手渡しの方法により配布していること、郵送分については後援会事務所開設

の案内を同封して郵送されていることなどを総合すると、約1か月後に迫った区議選に

向けての区議のアピールという政治活動としての側面を併有していることを否定でき

ない。」（田中議員） 

と判示する一方で、 

①「配布時期を考慮しても、区政報告の範囲を超えるものではなく、区議選に向けた政

治活動や選挙活動としての側面を有していたとは認められない。」（大和田議員）

②「顔写真やプロフィールが掲載されていること、下の名前をひらがな表記にしている

ことも、区政報告の趣旨と矛盾するものとはいえず、政治活動や選挙活動としての側

面を有していることを推認させるものとはいえない。」（脇坂議員）

とそれぞれ判示されている。 

この判決の趣旨を踏まえた上で、本件各議員の区政報告についてみてみると、発行の

直近1年以内に区長選挙・区議会議員選挙の予定はなかったこと、紙面内容が各議員の議

会活動状況の報告となっていること、また、議員の写真やプロフィール、イラスト等の

掲載はあるものの紙面全体から見れば一定の範囲内であること等を総合的に判断すると、

当該経費は、区政報告の趣旨と矛盾するものではなく、政治活動や選挙活動としての側

面を有していることを推認させるとはいえないため、その経費を認めることは妥当と考

える。 

請求人が指摘する議員区政報告については、それぞれの議員から選挙を目的とした宣

伝行為はなく、議会活動に係る広聴広報活動であること、議員の課題認識や活動・プロ

フィールを伝えることは区民から区政に関する意見・要望を募る場合の情報提供として

有効なことのほか、国有地の利用は区政に関わる課題の一つであること、党の宣伝とい
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うがイラストの権利者を掲載したに過ぎないこと、その他、多くの当該議員から区政報

告は政務活動を反映した内容であること、区民意見を把握するための必要ツールである

こと、作成・配布後の残部の取り扱い等、それぞれ合理的な説明を受けており、本件支

出は、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されていると判断できる。 

③区政報告会

平成29年3月30日の広島高裁判決では、「市政報告会に要する経費は、その実態が、調

査研究活動や議会活動、市の政策の報告等とは離れた専ら選挙活動のための集会や後援

会活動のための集会、私的な懇親のための会合であると推認できるような事情がない限

り、それに要した費用全額について、使途基準に適合しないということはできない。」

と判断されている。 

このことから、議員が行う活動及び区政に関する区民への報告等を行う目的で、区政

報告会を開催する経費を政務活動費として認めることは妥当と考える。 

請求人が指摘する区政報告会の関連費用については、大和田議員、けしば議員、新城

議員からそれぞれ区政との関連性や必要性など合理的な説明を受けており、「政務活動に

要する経費・同細目」に基づき適正に処理されていると判断できる。 

④ホームページの維持管理費等

ホームページは、議員が区民に対して活動内容等を報告するのに、有効な広報手段の

一つである。政務活動に要する経費細目には、議員のホームページに政党ホームページ

のリンクを掲出することについては、特段定めはないため、政党活動などに関連する部

分がある場合には、議員の自律的な判断に基づき、実態に即して適切に按分される必要

がある。 

請求人が指摘するホームページ関連費については、山本ひろこ議員から合理的な説明

を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されていると判

断できる。 

（４）資料購入費

①日刊紙

日刊紙の購入については、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき、使途の特定

が可能となるように新聞や資料等の名称を明らかにしたうえで、調査研究活動のための

資料購入費として計上を認めている。また、按分割合については、特段定めはなく、そ

の必要性と区分する場合の按分割合は、自身の活動の実態に即して当該会派・議員が自

律的に判断している。この判断については、明らかに議会活動への反映・寄与の程度の

割合が相当でないと認められる場合を除き、政務活動に必要な経費として認めることが

妥当と考える。 

請求人が指摘する日刊紙の購入については、多くの議員から区政との関連性や必要性、

規定の範囲内での計上であることなど合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経

費・同細目」に基づき適正に処理されていると判断できる。 
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②政党機関紙の購読

平成27年１月20日及び同年10月27日岡山地裁判決では、「自身の所属する政党の発行し

た政党紙、団体紙については、政党の支援活動、自身の方針及び政策の学習のための購

読という側面があることを否定できない。しかしながら、その一方で、市政について検

討する際の資料としていることも認められているのであり、そうである以上、政務調査

活動のために資料購入代全額の支出を要するのであるから、その全額について、資料購

入費として支出することができるというべきである。」と判断している。 

このことから、本請求中の政党の機関紙である「公明新聞」、「月刊公明」については、

区に関わる情報を含め各種情報収集が可能であるため、調査研究活動のための資料とし

て購入することが、違法又は不当な支出であるとはいえない。 

本件計上当時である平成29年の「政務活動に要する経費・同細目」では、「所属政党発

行の機関紙の購読については、議員１人当たり１部のみとする」と定めている。杉並区

議会では、上記判決の趣旨などを勘案し、政党機関紙（雑誌を含む）が複数ある場合で

も、議員1人当たり各1部の購読まで認めることとしており、本件支出が請求人の指摘す

るような違法・不当なものであるということはできない。 

請求人が指摘する政党機関紙については、杉並区議会公明党各議員から各１部の購入

であることなど合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき

適正に処理されていると判断できる。また、平成30年度からは、「所属政党発行の機関紙

（機関誌又は冊子を含む）の購読については、議員一人当たり各１部とする」と規程を

改正し、先述の取扱いの明確化を図っている。 

（５）事務費

 固定電話通信費を除く事務費については、政務活動に要する経費細目で一律的な按分

上限割合を定めておらず、支出の按分割合は、自身の活動実態に即して会派・議員が自

律的に判断している。この判断については、会派・議員の合理的な説明がなされていれ

ば、議会活動への反映・寄与の程度の割合が明らかに相当でないと認められる場合を除

き、経費として認めるのが妥当と考える。 

① 事務用品の購入等

請求人が指摘する大和田議員に対するプリントトナー代・事務所コピー機リース代や

岩田議員に対する用紙等の事務用品の購入、横山議員に対するノートパソコン購入費に

ついては、当該議員から按分の考え方や妥当性など合理的な説明を受けており、「政務活

動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理されていると判断できる。 

②携帯電話代

計上当時の政務活動に要する経費細目では、「インターネット接続料及び携帯電話、ス

マートフォン等の情報端末の通信費については、実態に即して按分する」と規定してお

り、会派・議員活動における使用実態を考慮し按分したうえで支出を認めている。 

請求人が指摘する携帯電話代については、杉並区議会公明党及び当該議員から按分の

考え方や妥当性など合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基

づき適正に処理されていると判断できる。 
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なお、平成30年度から携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費は、支出割合

の上限を1/2（ただし、当該支出について合理的な説明ができる場合は、この限りでない）

と規程を改正している。 

（６）人件費

議員が第三者を雇用する場合、それが政務活動の補助に当たるか否かの判断について

は、明らかに政務活動に反映・寄与しない場合や政務活動に要する経費等に照らして必

要性・合理性を欠いている場合等を除き、議員の政務活動の対象が広範囲に及び調査方

法も多様なことから、議員の自律的判断に委ねられている。ただし、政務活動補助職員

勤務報告書の勤務内容については、区民が疑念をいだくことがないよう透明性を高める

ためにも、実態と乖離することがないよう適切な記載が求められる。また、会派・議員

が広範な裁量権を持っているという平成19年2月9日の札幌高裁判決の趣旨に鑑みれば、

適切な支出の要件を備えていることを条件として、会派・議員の政策的判断を尊重する

ことも考慮する必要がある。 

請求人が指摘する人件費については、河津議員から勤務作業内容と区政との関連性な

ど合理的な説明を受けており、「政務活動に要する経費・同細目」に基づき適正に処理さ

れていると判断できる。 

なお、勤務内容が複数ある場合は、可能な限り複数の勤務内容を明記するとし、平成

30年度から「政務活動費の支出に関する事務処理について（手引き）」に定めている。 

８ 令和元年度からの取組 

 区議会では、政務活動費の適正な運用に向けて、不断の検証・見直しに努めてきたが、

政務活動費の使途については、議員の自律的判断と説明責任が強く求められていること

から、議員一人ひとりの意識を変える必要がある。 

具体的な取り組みとしては、政務活動費の適正な執行を確保するため、平成30年度の

調査検討委員会での検討結果を受け、杉並区議会ホームページで「政務活動費の支出に

関する事務処理について」（手引書）を公開した。また、手引書に区議会の自律的なチェ

ック機能の充実・強化について記載した。 

今後は、平成30年8月28日の東京地裁判決及び平成31年4月16日の東京高裁判決、並び

に、平成31年3月22日の東京地裁判決の結果を重く受け止め、これまで以上に区民の理解

と信頼が得られる政務活動費制度をめざし、調査検討委員会において按分の割合が定め

られていない経費や月極駐車場代、その他の改善すべき課題について、より一層の検証・

見直しに取り組むこととしている。 
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31 杉議会第 222 号 

令和元年 6月 4日 

杉並区監査委員 様 

 区議会事務局長 

佐野 宗昭 

平成 29 年度政務活動費に関する抗弁書について（追加回答） 

令和元年 5月 13 日付 31 杉監査第 67 号の通知に基づき、抗弁書を提出したが、より明

確な内容となるよう下記のとおり追加回答を行う。 

記 

１ 政務活動費制度の有用性について 

 杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例第9条第1項に「政

務活動費は、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議

への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福

祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」と定義している。 

今般、令和元年 5 月 24 日付 31 杉議会第 157 号の調査回答において、当該議員が「議

会で行った一般質問等を通して、議員が区政の課題や区民の意思を把握して区政に反映

させる活動を区政報告で区民に示したこと」や「日刊紙は一般質問や委員会の質問など

議会活動や議会報告の作成に不可欠であり、政策形成のための資料としても欠かせない

こと」、「区政報告会を開催することで講演内容から調査活動を進める上で自治体議員と

して学ぶべき課題を見出すことができたこと」等と回答していることからも、政務活動

費は、議員にとって必要不可欠であり、議会活動を行う上で有用性の高い制度となって

いる。 

２ 政党及び政治団体の確認について 

 「事務処理の手引」の研修費の項目において、「政党及び政治団体の年会費の計上はで

きないものとする」と定めているが、「政党及び政治団体」の特段の定義は設けていない。

区議会事務局においては、政治資金規正法第 3 条第 1 項（※）に規定する政治団体をい

うものと解釈している。 

 川野議員の政務活動費に関する 2 団体については、区議会事務局において、政治資金

規正法に基づく政治団体一覧にて当該団体は政治団体ではない旨を確認している。なお、

今年度、調査検討委員会にて、政治団体の定義について明記することを検討したいと考

えている。 

（※）政治資金規正法第 3条第 1項 

第 3条 この法律において「政治団体」とは、次に掲げる団体をいう。 

1  政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対することを本

来の目的とする団体 

別紙２－２
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2 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対することを本来の目

的とする団体 

3 前二号に掲げるもののほか、次に掲げる活動をその主たる活動として組織的

かつ継続的に行う団体 

イ 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対すること。

ロ 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対すること。

３ 講師謝礼金に関する説明について 

 「事務処理の手引」の研修費の項目において、講師謝礼金については、「適正な金額で

あることを示すため、テーマや講義時間等、講義内容の説明が必要です。」と定義してい

るが、区議会事務局においては、領収書等貼付用紙の備考欄等への明記や、内容の分か

る資料の提出のほか、口頭での説明により確認することができた場合についても、支出

の要件を満たすものと判断している。 

 太田議員の講師謝礼金については、勉強会の案内チラシの提出により、その経費を認

めている。 

４ 団体の年会費の経費細目項目について 

 団体の年会費については、研修費にあたるものは、会則、規約等の提出、資料購入費

については、購入資料のタイトルや資料名により、それらが政務活動に資するものと判

断できる場合に、政務活動費への計上を認めているところであるが、年会費という経費

細目の項目がないことから、会派・議員の団体の年会費の支出目的により、研修費又は

資料購入費として計上しているものと考えている。 

 岩田議員の団体の年会費（資料購入費）については、区政との関連性など合理的な説

明を受けており、その経費を認めることは妥当と考える。 

 ただし、岩田議員が当該支出について出納簿で「書籍代」と記載したことは適切でな

いことから、今年度、調査検討委員会にて、年会費の支出については、出納簿には年会

費と記載するとともに、領収書等貼付用紙の備考欄に、支出目的を記載するよう、事務

処理の手引に明記することを検討したいと考えている。 

５ 区政報告の送り状について 

 区政報告の送り状については、規程や手引き等に特段の定めはないが、区政報告と同

様に広聴広報費の計上として認めている。また、政務活動以外の記述があれば面積按分

をして計上する取扱としている。 

松浦議員が計上している当該送り状については、この取扱からも広聴広報費の経費と

して認めている。 

- 222 -



別紙２－３
31 杉議会第 309 号 

令和元年 6月 20 日 

杉並区監査委員 様 

 区議会事務局長 

佐野 宗昭 

平成 29 年度政務活動費に関する抗弁書について（追加回答その２） 

令和元年 5月 13 日付 31 杉監査第 67 号の通知に基づき、抗弁書の提出及び追加回答

を行ったが、下記のとおり追加で回答を行う。 

記 

○購入から任期満了までの期間が所得税法上の耐用年数に満たない備品購入について

備品の購入については、現在、政務活動に要する経費細目において、「備品購入費につ

いては、実態に即して按分する。なお、購入・買替えに当たっては、所得税法上の減価

償却資産に係る耐用年数を参考にする。また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品

の購入を控えるものとする」とされ、また、事務処理の手引では、備品管理上の諸注意

として、「購入から任期満了までの期間が、耐用年数に満たない備品の購入は、個人の資

産形成と捉えられる可能性が高いことに留意する必要があります」とされている。 

このことから、購入から任期満了までの期間が所得税法上の耐用年数に満たない備品

の購入については、一定の配慮が必要とされるものの、政務活動費に計上することがで

きないと定められているものではない。 

 また、政務活動費で購入した備品の返却については、現在、明確なルールが存在して

いるものではないが、杉並区議会公明党（横山えみ議員）が購入したノートパソコンを

当該会派に返却したことについては、会派交付分での備品購入であり、当該会派が政務

活動を行うに当たり、ノートパソコンを継続して使用することが可能となるものである

ことから、妥当であると考える。 
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別紙３

3 1 杉 並 第 8 8 7 3 号 

令 和 元 年 ５ 月 2 4 日 

杉並区監査委員 様 

杉並区長 田中 良 

平成 29 年度政務活動費に関する住民監査請求に基づく監査の実施に伴

う抗弁書の提出について 

 令和元年５月 13 日付け 31 杉監査第 67 号により通知のあった標記の件

について、別紙のとおり提出します。 
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標記の件について以下のとおり抗弁する。 

１ 政務活動費の制度制定の経緯 

（１） 地方公共団体は、政務調査費（現在の政務活動費）が制度化される以前

から地方自治法第 232 条の 2 の規定に基づき、議会の会派等に対し調査

研究目的の経費を交付していた。これは、同法第 204 条の 2 の規定による、

給与条例主義に反しないよう、補助金として交付していたものである。

（２） 平成 12 年 5 月、政務調査費の制度化等を内容とする地方自治法の一部

改正案が審議され、衆・参議院とも全会一致で可決した。政務調査費制度

の創設を規定した地方自治法の一部を改正する法律（平成 12 年法律第 89

号）は、平成 12 年 5 月 31 日に公布され、平成 13 年 4 月 1 日に施行され

た。

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 100 条第 14 項の内容は、「普 

通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員

に対し、政務調査費を交付することができる。この場合において、当該政務

調査費の交付の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければならな

い。」というもので、同項に基づき議員の調査研究に資するため、杉並区議

会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例（平成 13 年条

例第 26 号）が制定された。 

（３） 平成 24 年９月に地方自治法の一部が改正されたことに伴い、政務調査

費から政務活動費へと制度を改正した。

２ 政務活動費の交付及び返還等に関する手続について 

  政務活動費の交付及び返還等に関する手続は、以下のとおりである。 

なお、政 務 活 動 費 に係 る予 算 の支 出 等 については、区 議 会 事 務 局 次 長 に 

委任されている。 

（１） 政務活動費の交付を受けようとするときは、以下のどちらかを議長に届け

出る。

ア 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表
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者は、政務活動費に係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長

（議長の職務を行う者がないときは議会の事務局長）に届け出なければなら

ない。（会派に係る政務活動費の交付に関する届） 

その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。会派を解散したとき 

は、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。（杉並区議 

会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（以下「条例」

という。）第５条第１項及び第２項）（杉並区議会の会派及び議員に対する

政務活動費の交付に関する条例施行規則（以下「規則」という。）第 1 号様

式） 

イ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を

議長に届け出なければならない。（議員に係る政務活動費の交付に関する

届）

議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とする。（条例第 

５条第３項）（規則第２号様式） 

（２） 議長は、上記(1)の届出に基づき、毎年度 4 月 1 日の政務活動費に係る

会派及び議員の状況について、区長に通知（政務活動費交付対象者状況

通知書）する。（条例第 6 条第 1 項）（規則第 3 号様式）

なお、年度途中で上記(1)の届出があった場合は、議長は速やかに区長

に通知（政務活動費交付対象者変更通知書）する。（条例第 6 条第 2 項）

（規則第 4 号様式） 

（３） 区長は、上記(2)の通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を

行い、会派の代表者及び議員に通知（政務活動費交付決定通知書）す

る。（条例第 7 条）（規則第 5 号様式）

（４） 会派の代表者及び議員は、上記(3)の通知を受けた後、毎四半期の最初

の月の 10 日（その日が杉並区の休日を定める条例第 1 条に定める区の休

日に当たるときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属する月数分の

政務活動費を請求する。（条例第 8 条第 1 項）

（５） 区長は、上記(4)の請求があったときは、速やかに政務活動費を交付する。

（条例第 8 条第 2 項）

（６） 会派の代表者及び議員は、一四半期の途中において、会派の解散、所

属議員数の減員、又は議員の辞職等があった場合、当該事実の生じた日

の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活

動費を区長に返還しなければならない。（条例第 8 条第 4 項及び第 6 項）
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（７） 会派の代表者及び議員は、前年度分の政務活動費収支報告書（以下

「報告書」という。）に、政務活動費の収支を表す出納簿及び領収書その他

の証拠書類を添えて議長に提出し、議長は、報告書を受け取ったときは、そ

の写しを区長へ送付する。（条例第 10 条第 1 項及び第 3 項）

（８） 区長は、会派及び議員がその年度において交付を受けた政務活動費の

総額から、当該会派及び議員がその年度において行った政務活動費によ

る支出（条例第 9 条に規定する政務活動費を充てることができる経費の範

囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残

余の額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。（政務活

動費返還命令書）（条例第 12 条）（規則第 8 号様式）

３ 政務活動費の適正化に向けた取り組み 

（１） これまでの取り組み

区議会内において、「議会改革検討調査部会」や「政務活動費検討会」

の検討結果に基づき、平成 19 年 3 月に、杉並区議会の会派及び議員に

対する政務調査費の取扱いに関する規程（以下「規程」という。）（現在の

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程）

を議長訓令甲として制定するとともに、平成 20 年 4 月に第三者の意見を反

映した政務活動費の「使途基準細目（現在の政務活動に要する経費細

目）」を定めた。さらに、平成 22 年 4 月に規程を改正し、「使途基準細目」

をより適切な内容に改めた。 

また、平成 21 年 6 月に「杉並区議会政務調査費調査検討委員会（現

在の杉並区議会政務活動費調査検討委員会）」を設置し、その検討過程

のなかで、政務活動費の公平性及び客観性を担保し、適正な執行を確保

することを目的に、議長の諮問機関として「杉並区議会政務調査費専門委

員会（現在の杉並区議会政務活動費専門委員会）」を平成 22 年 5 月設

置した。両委員会では、監査結果で指摘を受けた事項等の基準の改正に

向けて検討した結果、平成 23 年から適宜、政務活動に要する経費細目に

ついて改正を行い、この間、区議会の自律的な取り組みにより適正化と透

明性の向上を図ってきたところである。 

平成 26 年度には、他自治体議会の不祥事などに端を発し、政務活動

費に対する世論の厳しい目が注がれ、今まで以上に適正な制度運用が求
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められた。このような厳しい状況の中で、区としても強い危機感を持ち、平

成 26 年 10 月に、区長から区議会議長に対し、政務活動費の今まで以上

に適正な制度運用を求める申し入れを行った。 

これに対し、区議会では、政務活動費調査検討委員会・政務活動費専

門委員会で検討し、その結果をまとめ、平成 27 年 2 月、区議会議長が区

長に対し、更なる政務活動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努め

るとの通知を行い、同年 5 月に「政務活動費の支出に関する事務処理につ

いて」（以下「手引書」という。）を全面改訂した。 

さらに、平成 27 年度以降には、監査結果における意見や要望を反映さ

せるため、政務活動費調査検討委員会で検討を重ね、規定を一部改正す

るなど、より一層の政務活動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努

めている。 

（２） 平成 30 年度の取り組み

平成 28 年度の政務活動費に関する措置請求書に対して、監査委員か 

ら、「区議会においては、今後、改善内容を着実に実施し、制度の適正な

運用により、議会活動の活性化、審議能力の充実強化を図るよう期待する」

との意見・要望が出された。 

このことを受け、区議会では、自律的なチェック機能の充実と強化を推進

するため、これまでの調査検討委員会及び政務活動費専門委員会での検

討を踏まえて、手引書を改正し、「収支報告書の提出にあたっては、議員交

付であっても会派内でのチェック機能を発揮するとともに、四半期ごとの区

議会事務局によるチェック、議長による必要に応じた調査・指導を効率的に

バランスよく行う」旨を新たに記載し、各議員への周知徹底を図った。 

また、運用と使途の透明性の向上を図り、区民の信頼を一層確保するた

め、令和元年度版から手引書を杉並区議会ホームページで公開することと

した。 

４ 今回の措置請求に関する区の見解 

政務活動費は、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経

費の一部として交付するものであり、その執行については、第一に会派や

議員の倫理観を前提にした自己検査を行い、第二に議会の代表者として

の議長が調査し、議会の自律性の中で処理することが前提であると認識し
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ている。その上で執行機関としては、会派及び議員が活動していく上で支

障の無いよう、政治活動の自由を保障する視点で、対応すべきものであると

考えている。 

そのような前提からすれば、今回の措置請求の対象となっている杉並区

議会の会派及び議員の平成 29 年度政務活動費については、条例第 11

条に基づき、議長が収支報告書及び領収書等を調査していることから、区

は適正に執行したものと考えている。 

その一方で、区としては、この間の政務活動費に関する監査結果や訴訟

の判決を重く受け止めており、今後も、議会には、その内容を踏まえて、より

適正な制度運用と使途の透明性の向上に努めるよう、強く求めていく。 
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31 杉議会第 157 号 

令和元年 5月 24 日 

杉並区監査委員 様 

 杉並区議会 

議長 井口 かづ子 

平成 29 年度政務活動費に係る調査について（回答） 

１ 「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例」に基づく議長

の調査の実施について 

令和元年 5 月 13 日付 31 杉監査第 68 号の調査依頼に基づき、条例第 11 条に規定して

いる政務活動費の議長による調査を実施した。 

平成 29 年度分における、請求人が会派・議員別に個々に指摘している政務活動費の支

出が、条例その他の法規等に照らして、違法・不当であるか否かについて確認を行った。 

２ 調査結果について 

会派又は議員が行う政務活動として合理性ないし必要性を欠くことが明らかであると

認められるものはなく、平成 29 年度の政務活動に要する経費及び同細目に基づく適正な

支出が行われていた。 

なお、新城議員については、本人からの申し出により訂正処理等を進める。 

３ 今回の措置請求に対する議長の見解 

区議会では、政務活動費の使途に関しては、平成 19 年 5 月に「杉並区議会の会派及び

議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程」を制定し、適正な執行の確保に努めて

きたが、その後、平成 21 年度には、議会内部に設置した「杉並区議会政務調査費調査検

討委員会」において、さらに翌 22 年度には、学識経験者等第三者で構成される「杉並区

議会政務調査費専門委員会」を設置し、使途に関する事項を中心に、継続的に自主的な

改善に取り組んでいる。 

政務活動費の支出にあたっては、第一義的には会派・議員の自律的な判断に委ねられ

ていると考えている。今回は、平成 29 年度分の政務活動費であり、その当時の基準によ

り、会派・議員が、それぞれ良識ある判断に基づき、計上しているものと認識している。 

また、具体的な取り組みとしては、政務活動費の適正な執行を確保するため、平成30

別紙４－１ 
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年度の調査検討委員会での検討結果を受け、杉並区議会ホームページで「政務活動費の

支出に関する事務処理について」（手引書）を公開した。また、手引書に区議会の自律的

なチェック機能の充実・強化について記載した。 

今後は、平成30年8月28日の東京地裁判決及び平成31年4月16日の東京高裁判決、並び

に、平成31年3月22日の東京地裁判決の結果を重く受け止め、これまで以上に区民の理解

と信頼が得られる政務活動費制度をめざし、調査検討委員会において、按分の割合が定

められていない経費や月極駐車場代、その他の改善すべき課題について、より一層の検

証・見直しに取り組むこととしている。 

４ 個別事項についての会派・議員からの説明 

１．はなし俊郎議員 

【調査研究費（視察費）】 

 私が議長の時に杉並区にあった碧雲荘の移築について関係者から相談を受けた。その経

緯から政務活動視察報告書でも説明しているが、「文学の森」からオープン記念式典に招待

され出席した。式典には区長が来賓として参加しており、区は由布市から資料提供の要請

を受け、太宰治「斜陽」に関する資料をパネルにして市に寄贈している。 

 将来的に「文学」を通じて、杉並区と由布市で交流を持つことができれば、新たな修学

旅行先の一つとなることや杉並区民が「文学」に触れることができる訪問先としての効果

も期待できるであろう。 

【調査研究費（月極駐車場）】 

多くの区民相談を受けているため、政務活動として使う頻度が高く、使用実態でみると

50％を超えているが、政務活動費検討委員会で検討して決めた規程に沿って計上している。 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙の購読については、議員当選後、調査研究活動を行う上で、幅広い範囲での情報

収集に必要なため購読したものである。これも規程の範囲内で計上している。 

【事務費（携帯電話代）】 

 29 年度の経費細目に基づいて計上している。何処に居ても留守番電話にメッセージが入

っていれば、連絡が取れる。携帯電話を私的に 50％以上使うことはなく、70％計上として

いる。 
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２．今井ひろし議員 

【調査研究費（月極駐車場）】 

住民監査請求において指摘された【調査研究費（月極駐車場）】について、ご指摘の点に

抗弁いたします。まず最初の①で「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付

に関する条例」の第 1 条の趣旨に違反するとありますが、同条には「議員の調査研究その

他の活動に資するため必要な経費の一部として、議会における会派及び議員に対し、政務

活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとする」とあり、この文面から月額

駐車料金が趣旨に違反するとは、客観的に見ても読み取ることはできません。どの部分を

もって違反なのか理解は不能であります。また、あわせて「杉並区議会の会派及び議員に

対する政務活動費の取り扱いに関する規程」第 2 条にも違反とのご指摘ですが、第 7 項に

自動車に関する購入、リース、第 8 項に維持管理の経費として、公租、車検、保険、修理

に関する規定はありますが、どこにも自動車の駐車に関して一時的、月額も含め記載は見

当たらないものと認識しています。どこか別の規程のことであるなら正式な規程名をお示

し下さい。私自身は、必要な経費であるととらえ、実態は政務活動費の 50％計上としてい

ます。 

 次に②に関してですが、他の議員については論拠をしませんが、私のことに関しては、

現在、私は特定の企業等の勤務はしておらず、議員を専任の仕事としており、毎日、杉並

区内において政務活動を行っています。自治会や商店会、地域イベント、区内の行政視察、

区民相談など活動は多岐にわたり、それぞれに活動の証明について確固たる証拠書類の第

三者からの取得は現実的に不可能であり、他の議員においてもタクシーを利用した区民相

談などについて確固たる証拠書類は提出されていないものと認識しています。 

 次に③は、月額駐車場料金の支出を規則で禁止すべきというご指摘ですが、規則等を検

討しているのは議長が会議を統括する「政務活動費調査検討委員会」が行っており、交渉

会派の幹事長が委員となっています。 

次に④は、指摘では無く統計数字の提示であると認識いたします。 

 次に⑤は、陳情の審査に関する指摘事項ですが、私も憂慮すべき指摘であると考えます

が、陳情の審査を行う権限は、議会運営委員会の委員長にあるものと認識しております。 

 次に⑥ですが、「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取り扱いに関する規

程」の別表（第 2 条関係）政務活動に要する経費細目の一部をお示しいただき、ご指摘の

中でも正当な支出との認識がされており、他区との比較のうえから印象として、政務活動

費が税金であるという厳しい姿勢がないがしろにされているとのご指摘とありますが、厳

しい姿勢がないがしろとは、非常に曖昧でどの点が、問題であるかの具体性に欠けるもの

と考えます。以上の 6 点についてそれぞれ抗弁を行い、結論として指摘内容にも正当であ

る旨、記載もあり、あわせて月額駐車料金は、条例や規則に基づき、正当な支出であると

認識しており、返還には応じられません。 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 
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【資料購入費（日刊紙）】 

まずは、日刊紙が通常の日常生活の必要経費であったことを指摘していますが、社団法

人日本新聞協会が 2019 年 1 月に発表した数字を見ますと、2018 年 10 月時点で、一般の新

聞の発行総数は 3682 万部とのことです。住民基本台帳から割り出した世帯数から見ます

と、1世帯あたり 0.7 部となり、2013 年の国勢調査による世帯数は 5210 万世帯ですから、

新聞を購読しているのは 70％ほどしかおりません。ご指摘では、多くの家庭が 1紙あるい

は 2 紙とありますが、事実誤認であると考えます。この数字から見ると、これを通常の日

常生活の必要経費というには、数字的には大変微妙なものであると認識致します。現代社

会は、インターネットなどのデジタル情報により、新聞の購読者数は、年間で 200 万部ず

つ減少していると新聞協会でも指摘しています。 

 私自身の考え方も私が議員で無ければ、新聞を取る必要は無いと考えており、現在の議

員として、国政や都政などの最低限の知識を得る為に新聞を購読しています。また、必要

経費との指摘に違和感があるのは、所得税法上の必要経費として認められる特定支出控除

には、通勤費、転勤に伴う転居費、研修費、資格取得費、転勤者への寄託旅費、勤務必要

経費とあり、この中には新聞の費用は無く、認められていません。この点からも新聞の購

読は、通常の日常生活における必要経費というには、現代の常識からは当てはまらないと

考え、返還には応じられません。 

３．岩田いくま議員 

【調査研究費（交通費）】 

平成 26 年度分で示したとおり、交通手段及び経路は、当日の荷物量・天候・余裕時間・

登庁前後の予定・体調等で判断しており、公共交通を利用した合理的範囲内であると考え

る。 

参考ながら、交通費記録簿での提出を行っているのは、Suica 履歴への補記より視認性

が高い（わかりやすい）と思うからである。そもそも作業としては Suica 履歴を取得して

政務活動該当分のみを転記しており、必要であれば履歴の提出は可能である。 

なお、税の使途として「最少の経費で最大の効果を挙げるようにする」のは、ご指摘の

とおりである。 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

佐々木浩議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

内容については、平成 26 年度分を対象とした平成 31 年 3 月 22 日の東京地裁判決でも認

められており、適切であると考える。 

また、要約版の送料が 10％引きとなっているのは、平成 28 年度分で示したとおり、按分

計上しているのではなく、区内特別郵便利用による割引である。 

タックシール代については、ご指摘のとおり区政報告郵送時の宛名印刷用であるが、パ

ソコン関連全般について統一した按分率（パソコンの利用実態に即して 80％）としている

- 234 -



ため、それにあわせている。なお、その旨領収書貼付用紙 4月分 No,4 に記載している。 

【資料購入費（日刊紙・学士会会報）】 

○日刊紙

議員以前においてはその時の仕事・生活に必要な日刊紙を購読し、議員となってからは

議員としての政務活動に必要な日刊紙を購読している。購読対象が同じかどうかで判断す

べきものではないと考える。 

○学士会会報

平成 27 年度分で示したとおり、

・個別に購入するより格安で入手している。

・その内容については、各界の専門家が時事問題等について専門的知見に基づく論文を掲

載しているものであり、新たな論点や視点で区政一般を考えるのに非常に有用である。

以上から、適切な支出と考える。

【事務費（事務用品）】 

上述のとおり、パソコン関連全般について統一した按分率（パソコンの利用実態に即し

て 80％）としている。その旨領収書貼付用紙 4月分 No,4 に記載している。 

用紙について、B5 は送付している区政報告に対する FAX 返信用紙として同封している。

A4 は意見交換会での配布資料や日常の政務活動において利用（資料印刷や区政相談への返

答等）している。カラー用紙は初見で複数の資料があることを視認していただくために利

用している。 

インク代は、自宅プリンター用（自宅での資料等印刷やタックシール印刷等）である。

４．川野たかあき議員 

【研修費（団体の年会費）】 

まずはご指摘の二団体についてあらためてご説明させていただきます。 

・自治体議員立憲ネットワーク

当該団体は、立憲主義の立場から超党派の自治体議員が加盟し、地域での運動と政治、

国政と地方を結び、全国の情報共有を行うことを目的としています。年数回の研修会やイ

ベントを開催し、メールニュースを発刊しています。また、他にも随時資料の提供や相談

受付や、メールにて会員間の情報交換や議論を行っております。特定の政党や議員の応援

などを行う団体ではありません。 

・自治体議員政策情報センター虹とみどり

当該団体は、経済成長至上主義から脱却し持続可能な社会を目指すべきであり、そこに

は自治体議員の働きが不可欠であるという考えのもと、全国の超党派自治体議員の活動を
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サポートする目的で結成されました。市長経験者や議員・市民が中心となる幹事会が中心

となり、多様な人々が集う「場づくり」を目的としまずは情報の発信と交換に注力してい

ます。年に数回の研修会、年に一回の全国研究集会を開催し、その成果をまとめた冊子を

発行しています。他にも随時資料の提供や相談受付や、メールにて会員間の情報交換や議

論を行っております。特定の政党や議員の応援などを行う団体ではありません。 

 以上のことからいずれの団体も、「政党及び政治団体」には該当しないため、返還の必要

はないものと考えます。 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

 まず、印刷枚数とポスティング枚数との差、10,000 枚についてですが、これは自らが各

駅頭などでの配布、希望する区民への配布、区民による個人としてのポスティング、など

に使用したものです。 

 また、内容として名前と写真に関しては、区民に「どこのだれか？」をお知らせする必

要があります。区議会レポートとしては当然必須の情報ですし、紙面全体からすれば不必

要に、また極端に大きすぎるということもなく、適切なサイズであると考えます。また、

そもそも議員が、どういう考え方の人物であるのか、どういう経歴の人物であるのか、ど

ういう活動を行っているのかなど、ご指摘の内容はすべて区議会レポートには必要な内容

であると考えます。 

 ご指摘である「透明性の原則」には、「政務活動費を効率的かつ有効に活用し、調査研究

その他の活動の成果を広く区民に周知するように努めなければならない。」とあります。こ

の区議会レポートのすべての内容がまさしくこのためのものでありますので、按分の必要

はないものと考えます。 

【資料購入費（日刊紙）】 

私が東京新聞の購読を開始したのは、議員になったのち、平成 27 年の 6 月であります。

ゆえにご指摘には当たらず、返還の必要はないものと考えます。 

５．太田哲二議員 

【研修費（講師謝礼金）】 

内容について以下のとおり回答する。 

7 月 22 日の河東宗文（弁護士）の講演時間と講義内容 

〇講義時間

午後 7時～7時 45 分が講演 

 8 時～8時 45 分が、懇談という形式の個別質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「民法改正～連帯保証人を含めた改正があった～」
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・2017 年（平成 29 年）の通常国会で、120 年ぶりの民法の「大改正」が成立した。民法の

歴史が語られました。

・今回の「大改正」は「債権法の抜本的改正」である。その中でも、比較的、関心がもた

れるのが、連帯保証人と時効であろう。

・若干の例外を除いて、連帯保証人の廃止が決まった。世界から奇異にみられている連帯

保証人という制度の廃止は、大進歩である。

・区政の中でも、区民サービスに関して、たとえば融資や区営住宅の入居にあたって、現

在、連帯保証人が求められている。漸次、廃止されるようになるのではないか。

8月 10 日の小林剛(イーブル・インフォメーション・デザイン代表)の講演時間と講義内容 

〇講演時間 

午後 6時 30 分～7時 15 分が講演 

 7 時 45 分～8時 45 分が、懇談という形式の質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「意味からとらえ直すスマホの賢い使い道～4 種のアプリから見た人生の楽しみ

方～」 

・大革命が進行中。

・アプリの数は、現在 200 数十万ある。その中で、自分にとって何を選択するかが重要で

ある。

・私がよく使うアプリは 4～5種だけである。ここへ来る時、位置情報のアプリを利用した。

旅行の時も利用する。健康関係のアプリ、私は血圧のアプリを利用している。私はスマ

ホでゲームはしません。アプリで将棋をしている知人がいますが、その人の趣味だから、

いいと思いますが、趣味でもない将棋をアプリでしようとは、まったく思わない。スマ

ホゲームが盛んに宣伝されていますが、どんなものか試みにやったことが数回あります

が、私の趣味ではないので、やりません。 

・数多くのアプリを使いこなすのが、新時代の生き方と思っている人が多いようですが、

そうではありません。時間的制約があるから、実際問題 4～5種類しか利用できない。選

択が重要である。

・スマホの活用は急速に進化している。「情報収集は、年寄は新聞、若者はスマホ」と言わ

れるように、行政も今以上にスマホを重視する。おそらく、スマホが最大の行政と住民

のパイプになる。

9月 14 日の丹菊敏貴（一般社団法人クレオソーレ代表理事）の講演時間と講義内容 

〇講演時間 

午後 6時 30 分～7時 15 分が講演 

 7 時 45 分～8時 45 分が、懇談という形式の質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「自分がこの国この街で精神障害者だったら」

・精神障害者の施設「すぎなみ 151」「ＴＡＯ」「きずなサロン西永福」を実施している。
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・「精神障害」あるいは「精神障害者」を、一言で説明することは、とても難しい。 

・精神障害者と支援機関との関係は、様々である。

⓪どこともつながっていない人。

①福祉事務所と関係のある人。

②保健センターと関係のある人。

③杉並区地域相談支援センター（すまいる荻窪、すまいる高円寺、すまいる高井戸）と関

係のある人。

④通所系事業所と関係のある人。精神障害者保健福祉手帳保有者の 20～30％と推測。

⑤指定特定相談支援事業所と関係のある人。障害福祉サービス（グループホーム、居宅介

護、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立訓練（機能訓練、生活

訓練など）を利用している人は、全て指定特定相談支援事業所の相談支援専門員（障害

者分野ケアマネージャー）と関係がある。

⑥指定一般相談支援事業所（地域移行支援、地域定着支援）と関係のある人。長期入院者

（約 300 人）の地域移行支援は２事業所しかなく全く不足している。地域定着支援は実

績なし。

⑦共同生活援助事業所（グループホーム）

⑧居宅介護事業所（ヘルパー）

⑨精神科医療機関

⑩訪問看護

⑪地域包括支援センター（ケア 24）

⑫介護支援専門員（ケアマネージャー）

⑬訪問介護（ヘルパー）

⑪～⑬は介護保険制度である。障害者も 65 歳以上は介護保険制度の利用が優先される。 

・精神障害者らしき人とどのように接するとよいか。

・経済活動（認知症予防体操の DVD の発表）に関連しているので 1/2 計上とした。

10 月 9 日の吉田洋之（介護・福祉事業者）の講演時間と講義内容 

〇講演時間 

午後 6時 30 分～7時 15 分が講演 

 7 時 45 分～8時 45 分が、懇談という形式の質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「認知症になっても安心して暮らすために」

・認知症グループホームを経営している。

・地域・家族での理解、見守り、支援が大切。自宅での介護が困難になった時は、どうす

るか。

・認知症グループホームは、介護保険制度で、「施設サービス」（特別養護老人ホームなど）

ではなく「在宅サービス」（地域密着型サービス）に位置づけられている。大原則は、住

み慣れた地域で暮らすことである。たまたま、自分の暮らす地域の近くの特別養護老人

ホームや有料老人ホームに入居する場合もあるが、それは、たまたまである。
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・認知症グループホームは、市区町村の介護保険の事業者認定を受けなければならない。

つまり、人員や設備において行政が定める基準をクリアしなければならない。だから、

その点安心できる。

11 月 18 日の奥地圭子（東京シューレ葛飾中学校校長）の講演時間と講義内容 

〇講演時間 

 午後 6時 30 分～7時 30 分の講演 

〇講義内容 

テーマ「不登校への理解と対応」

・2017 年 2 月 14 日、「教育機会確保法」が施行された。正式名称は「義務教育の段階にお

ける普通教育に相当する教育の機会の確保に関する法律」である。3 条、8 条、13 条の

説明。

・とりわけ 13 条。「学校を休んで良い」、「学校以外の場の重要性」、「登校するように言わ

れても、家で過ごすことを選べる」「学校は、いじめを受けている子に、休んで良いと伝

えることができる」「親の会・フリースクールなど民間団体から、学校へ情報発信できる

（学校へフリースクールのＰＲが可能）」

・不登校は問題行動ではない。

・『不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）』28 文化発第 770 号・平成 28 年 9

月 14 日 

・平成 26 年度自殺対策白書の 18 歳以下の日別自殺者数…9 月 1 日が、断トツに多い。学

校に行きたくない→自殺。

2月 10 日の石川和夫（経営コンサルタント）の講演時間と講義内容 

〇講演時間 

午後 6時 30 分～7時 15 分が講演 

 7 時 45 分～8時 45 分が、懇談という形式の質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「①企業・個人の借金処理、②日銀問題」

・借金問題を役所に相談すると、役所の法律相談（弁護士）→自己破産、というパターン

が多いようだ。私は、自己破産でない方法を勧める。

・債権者も人、債務者も人、必ず歩み合うことができる。

・具体例・住宅ローン、カードローンの支払い不能のダブル不能がどうなったか。

・具体例・借金２億円の中小企業者はどう乗り切ったか。

・日本のメディアは、日本経済を間違った方向へ導いている。

・庶民のお金と住宅を重大問題に位置づけないのは、おかしい。

・日銀は無責任である。

3月 24 日の梁東準（日韓親善協会副理事長）の講演時間と講義内容 

〇講演時間 
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午後 6時 30 分～7時 15 分が講演 

 7 時 45 分～8時 45 分が、懇談という形式の質疑応答 

〇講演内容 

テーマ「ピョンチャンオリンピック後の日韓関係～杉並区の姉妹都市ソウル瑞草区はど

んな所か～」 

・文大統領は極めて高い評価を得ている。

・文大統領は真剣に南北関係の進展を意図している。

・日本のマスコミは韓国の報道に関して、かなり屈折している。

・杉並区は瑞草区との友好を維持し発展してほしい。

・瑞草区はソウル市の新興の高級住宅地域である。

【広聴広報費（議員区政報告）】 

・「春号」に関して 

 都区制度は、都政の問題ではなく区政の最大テーマである。約 20 年前までは、超党派で

「都区制度改革」実現するため、23 区は国技館で住民大集会を開催したほどである。この

都区制度改革運動（自治権拡充運動）は、下からの運動であり、23 区の歴史上、画期的な

ものであった。その時、一応の改革がなされたものの「道半ば」と総括された。歳月とと

もに「都区制度改革」は忘却されつつあるが、区政最大のテーマに変わりはありません。 

・「秋号」に関して。 

1 面の国税と地方税をごちゃ混ぜにする…は、森林環境税（新国税）のことですが、区

長会も国に対して抗議しています。杉並区民税均等割にごっそり上乗せ増税（新国税）を

して、少しだけ国から区に補助金を出すという内容です。国税のことですが、事実上は杉

並区民税の増税のカタチになります。 

2 面の民法大改正をうけて「未払い残業代」の時効は…は、確かに国の制度の問題です。

しかし、国民＝区民です。個々の国民＝区民は、数万円、数十万円といった未払い残業代

に関して、途方にくれます。国の制度のことだからといって、国会議員のところへ相談に

行きません。弁護士のところへも、「仮に未払い残業代を受け取っても弁護士費用でトント

ンになってしまう」と推理してしまいます。ということで、杉並区議会議員の私の所へ相

談に来ます。国の制度のことですが、区民福祉のテーマになってしまいます。 

６．浅井くにお議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

区政レポート№15 及び№16 について 
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 私の区議会議員としての活動の 3 本柱は、「地域の声を常に区政へ届ける」「区政の動き

を常に地域へ伝える」「杉並の未来を常に考え全力で活動する」です。私の政務活動を区民

の方々へ報告する手段には、区政レポートによる報告、浅井くにおのウエブサイト等 SNS

での報告、駅などでの定期的な街頭報告、そして区議会のＨＰ・区議会だよりがあります。 

そして、私が地域で活動する中で、私にはじめから直接話をされる方もいらっしゃいま

すが、区政レポートを読んで話をして来られる方もいらっしゃるため、区政レポートは、

区民の方々のご意見等を把握する双方向の最も大切なコミュニケーションツールの一つで

す。 

 区政レポートを駅などでお配りをするには、これまでの経験から、手に取って頂くサイ

ズとして A４三つ折りが優れており、そのサイズ・デザインを編集方針にして紙面づくり

をしておりますが、読者の反応・評価は悪くないと考えています。更に、区政レポートの

夏発行 15 号には、私の政務活動費収支報告書の収支が分かるページを掲載し、支出項目と

支出内容を区民にお知らせをして政務活動費の使途の透明性確保に努めています。 

また、区民の方から頂いた疑問や心配事などをもとに一般質問を行い、その内容を漏ら

さず区民の方へお伝えすることは、政務活動として大変重要と考えております。そして、

区議会でのこうした活動内容を、出来るだけ早く、正確に報告することが一番大切だと考

えています。 

こうした考えから、区政レポート掲載の特に一般質問は、自身に都合の良いように要約

した内容ではなく、原則 100％忠実に読者の皆様へ伝えることを編集方針に作成していま

す。 

したがって、区政レポートの発行は、私の政務活動の中で特に重要なものと位置付けて

おり、結果として支出割合が政務活動費の交付額全体の約 80％を占めることとなっており

ますが、前述した説明の通り、私の区政レポートの編集発行経費は按分する必要は無いと

考えます。 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙の購読については、議員就任以前より家庭用として日刊紙の読売新聞を購読して

おります。 

 議員就任後は、政務活動における情報収集のため、家庭用の読売新聞に加え、日本経済

新聞と東京新聞を購読しており、この 2紙を政務活動費で購入しています。 

【事務費（携帯電話代）】 

政務活動における携帯電話の使用は、議員就任時は使用実態から電話料の按分率を 50％

として政務活動費から支出しておりました。平成 29 年度は、政務活動での携帯電話の使用

実態が 70％～80％となって来たことから、政務活動費の支出に関する事務処理（手引き）

に従い、70％の按分率を使用実態に即して計上しております。なお、平成 30 年度からは、

手引きの改定に沿って 50％計上としています。 
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７．大和田伸議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

平成 30 年 1 月発行の会派区政報告 VOL6 に対しての指摘について、以下のとおり抗弁を

致します。 

 まず、1面のほぼ半分が表題および 11 名の写真で構成されているとの指摘については、

表面全体の面積に対する表題および 11 名分の写真面積を計算すると、その割合は 35.5％

となることから、1面のほぼ半分という指摘はあたらないものと考えます。 

 次に、表題を除いた 50％以上が写真で構成されるとの指摘については、1,2 両面の合計

面積から表題の面積を除いた部分に対する写真の面積割合は 24.7％となり、50％以上との

指摘は全くあたりません。 

 次に、写真全体の内、議員の集合写真と顔写真の割合が 75％を超えているとの指摘につ

いては、計算の結果 75％を超えておらず、指摘はあたりません。 

 次に、質疑内容及びその結果の説明は何もなしとの指摘については、A4 サイズという限

られた紙面を用いた会派としての区政報告であることから、会派公式の視察報告及び、会

派議員が議会で行った一般質問等の記載を通して、議員が会派の一員として区政の課題及

び区民の意思を把握して区政に反映させる活動を行った事実を区民に示したものであり、

個々の質疑内容の詳細等は、議員個人の判断で各々が区政報告等において示すことが適当

と考えることと併せて、当該指摘は見解の相違であると考えます。 

 次に、宣伝という指摘について、宣伝とは小学館「大辞林 第三版」において①主義・主

張や商品などに関する知識・効能を広く人々に説明し、理解を得ようとすること。「テレ

ビを通じて－する」 ②実際より大げさに言い触らすこと。「あることないこと－する」と

辞書に記されています。この①の主義・主張、②の誇大広告のような表現は、会派区政報

告 VOL6 の内容に一切含まれておらず、区議会における審議について事実のみを広報したも

のであることから、指摘はあたらないと考えます。 

 まとめに、表題・写真が占める割合についての指摘は事実誤認であること、また、裏面

の顔写真並びに役職、住所等の掲載目的は、地域区民が区政相談をする際に、相談先を適

切に選択できるよう必要な情報を明示し周知を図る広報であって、選挙などの宣伝ではな

いとの考えを明確に示すものであります。 

 加えて、写真については、集合写真、個別顔写真とも会派の議員が個人で撮影したもの

であることから、制作費用には一切の撮影代及び写真代は含まれず、あくまで印刷代と新

聞折り込み代のみの金額であることを申し添えます。 

 その上で、平成 31 年 4 月 16 日東京高裁判決において示された、平成 26 年度発行会派 

区政報告に対する、制作費の 2 分の 1 を超えて政務活動費から支出することを違法とした

判断は、統一地方選挙の約 3 か月前という近接した時期に配布された会派区政報告の記載

内容が、過去 1 年間を振り返ってのものではなく 4 年間の活動実績等を統括したものであ

ること、かつ前後の会派区政報告との一体性、連続性を欠くものであることから、選挙に

向けた会派所属議員の PR という印象を与えるとの理由によるものであり、翻って本件会派

区政報告は、発行時期、記載内容において当該判決に照らして当てはまらないと考えます。 
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以上により、会派区政報告 VOL6 は議会活動の広報としての目的に沿った内容であり、か

つ政治、政党、選挙活動とは一線を画すものと考えるところから、本区政報告についての

支出は、政務活動費の交付に関する条例、規程等に沿ったものとして、返還には一切応じ

られないものと結論付けるものであります。 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

①区議会レポート平成 29 年夏号関係について

（発送費・作成印刷費） 

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

この度の請求人の指摘も毎回指摘される内容の域を出ないものであるが、この点も大き

くは「平成 26 年度政務活動費」に関する東京地方裁判所の判決文（平成 31 年 3 月 22 日判

決（＊））の内容を持って、反論の根拠とさせて頂きたい。 

毎年、同一の請求人から類似した指摘を頂戴するが、今回は「題字と大和田の顔写真の

大きさ」の点で指摘を受けている。紙面のサイズ（タブロイド判）やレイアウト等を勘案

する中で、この「区議会レポート平成 29 年夏号」の同箇所が、「区政報告レポートとは言

えない題字・大和田の顔写真の大きさ」だと、世間一般的に判断されるかどうか？即ち見

解の相違だと捉えるものである。勿論、私は決して請求人の主張は当たらないものと解す

る。 

その他、「大和田が映っている写真」、具体的には表面 5枚、裏面 13 枚、その他「プロフ

ィール」が「区政の問題ではなく、大和田の活躍を印象付けるもの」と断定しているが、

そもそも私が発行する「区政レポート」であるわけだから、私がどのように区政と関わっ

たか？どのように視点から関わろうとしているのか？また、お読み下さった方が「区政相

談を大和田にしてみよう」と思って頂く視点は必要不可欠なものであり、逆に私に言わせ

ればこれらが包含されていない「区政レポート」は区議会議員個人が、政活費を用いて発

行する「区政レポート」としては相応しくないと思う。 

請求人が指摘の中で「活躍」と捉えて下さったことは光栄だが、ここできっぱりと請求

人の指摘を否定するものである。 

（＊）（2）判断 

ア 上記（1）アの発言者や発言内容を踏まえても、大和田区政報告会が、大和田区議

の政務活動である区政報告の範囲を超えて、平成 26 年 6 月 29 日の区長選、区議補

選や平成 27 年 4 月 26 日の区議選に向けた政治活動、政党活動、後援会活動又は選

挙活動としての側面を有していたとは認められない。 

イ 原告は、出席したのが大和田区議の支持者であり、後援会である政治団体「大和

田伸を育てる会」の三上元都議が挨拶を行ったこと、小宮都議や石原大臣が挨拶し

たこと、大和田区議が「都と国と常に連携してしっかりと皆さんのお役にたって参

りたい」と発言したことなどから、大和田区政報告会は政治的支持者に向けた政治

活動であったなどと主張する。 
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    しかし、区政報告において、出席者や来賓としての発言者が当該区議の支持者を

中心とするものであったとしても不自然ではなく、上位団体である国政政党や都議

会政党の議員が挨拶を行うことも区政報告の趣旨と矛盾するものとはいえない。 

    「都と国と常に連携してしっかりと皆さんのお役にたって参りたい」との発言も、

区議選に向けて自らの当選を依頼する趣旨の発言ではなく、今後の区政に向けての

決意を述べたものとして矛盾しない。 

  ウ 原告は、大和田区政報告会が緑色を基調とした演出を行っていることも、同報告

会が政治的集会であることを意味していると主張する。 

    しかし、議員がイメージカラーを設定し、そのイメージカラーを政務活動（区政

報告）においても政治活動・選挙活動においても使用したとして矛盾はなく、選挙

において使用したイメージカラーを区政報告会で使用したからといって、同報告会

が政治活動の側面を有することが推認されるとはいえない。 

  エ 以上によれば、大和田区議が大和田区政報告会の費用を全額政務活動費から支出

したことに違法はなく、大和田区政報告会の案内を含む郵送費用を全額政務活動費

から支出したことにも違法はない。 

    なお、大和田区議の区議会レポート平成 26 年春号（甲 60）も、区政報告の範囲

を超えるものではなく、その関係費用を全額政務活動費から支出したことに違法は

ない。  

 

②区議会報告用ハガキについて 

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

この度の請求人の指摘も毎回指摘される内容の域を出ないものであるが、この点も大き

くは「平成 26 年度政務活動費」に関する東京地方裁判所の判決文（平成 31 年 3 月 22 日判

決）の内容を持って、反論の根拠とさせて頂きたい。 

請求人の指摘の通り、表面には私の区政にかける信念や原点（キャッチフレーズ等）、氏

名、事務所住所・電話番号・メールアドレス等を記載しているが、「区議会報告」として何

らその域を出るに違和感のあるレイアウトではないと解する。裏面についても、「監査」と

いう立場でどのように区政に関わっているか、また当時の区政の課題等を限られた紙面・

文字数で、出来る限り分かりやすくコンパクトにまとめていると自負するものである。 

 

＜①・②総じて・・＞ 

「区政レポート」・「区議会報告」とは多くの項目を細かく、その事実だけを淡々と記載す

れば良いのであろうか？そのような「初見で読む気力も削がれるような文章」を一体何人

の方がご覧下さりご理解をして下さるのであろうか？それはある意味、出し手側の単なる

自己満足に過ぎないのではなかろうか？私の理想とする「杉並区議会報告」はご覧頂く方

に、ダイレクトに分かりやすくご理解頂くことである。 

もし仮に、私が何の脈絡もなく、既に区報等に記載された文面をそのまま自身の「区政

報告」としているのであれば、甘んじて請求人の指摘を受け止めることも考えなくもない

- 244 -



が、私の「区政レポート」・「区議会報告」は本来であればもっと字数を増やしたいところ

をなるべく端的にシンプルに、そして見やすく、何度も推敲してまとめたものと自負して

いる。 

【広聴広報費（区政報告会）】 

・区政報告会について

（＊会場費・A4 用紙・リハ会場費・プロジェクター画像作成費・お茶代・資料封入用封筒

等） 

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。その根拠の主なところは、「平成 26 年度政務活動費」に関する東

京地方裁判所の判決文（平成 31 年 3 月 22 日判決）の内容である。ちなみに、その訴えを

起こした人物とこの度住民監査請求を行った人物は同一であるため、請求人も十分に判決

内容はご存知のはずである。 

請求人の指摘の中身に触れるが、当該「区政報告会」のどこが請求人の指摘をする「杉

並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取り扱いに関する規定」の第 2 条に当たる

のであろうか？当該報告会では、選挙の投票依頼も入党勧誘も後援会の催し物の案内も一

切行っていない。純粋な区政報告故に、毎回資料も用意している。その資料にしても、こ

ちらの通り一遍の資料だと出席者にご理解頂けないので、毎回時間をかけて丹念に用意を

している。その立場からも、同様の指摘が繰り返されることに正直やりきれない想いさえ

抱いてしまう。 

請求人は毎回、「石原代議士」の名前を用いてどうにか同規定の 2条に結び付けたいよう

だが、その部分についても前述の地裁判決をよくご覧頂きたい。 

また、これも執拗に「会場定員が 120 名にも関わらず、お茶を 240 本政活費で購入して

いる」と、毎年指摘を繰り返していらっしゃるようだが、これも何度も何度も言うが、1

人 1 本ではなく、複数本配るケースもあるし、第一請求人の指摘はスタッフ分については

一切勘案していないとお見受けする。ちなみに、私本人でさえも設営時・報告会の最中・

撤収作業時等、当然複数本飲むことをここで付け加えておく。最後に、請求人は「定員 120

名」と決めつけているが、これも何度もお答えしているが会場の定員数は「146 名」であ

る。こういった軽微な部分についても、こちらとしては神経を集中して、今般「回答書」

を作成しているということを申し述べる次第である。 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙について 

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

一つの出来事を異なる角度から見つめ、俯瞰的に捉え結論を導き出すプロセスは、議員

として当然求められるスキルの一つである。故に、日刊紙を複数紙、政活費で購読する意

義は十分にあると捉えるものである。また、私は現代において SNS を用いての情報入手が

拡大する中にあって、容易に発言を取り消すことが出来ない背景から、丹念な取材に基づ
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いた「活字での情報を収集」に非常に重きを置いている。故に、私の議会での質疑等の発

言の基は「新聞記事」と言っても過言ではない。 

以上、思うところ記載したが、請求人が指摘をしている「朝日新聞・東京新聞」は私自

身、初当選後に購読を始めたので残念ながらこの点からも請求人の指摘はあたらない。 

【事務費（携帯電話代）】 

按分 50％超の携帯電話代について 

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

この抗弁についても、現在訴訟の対象となっている「平成 28 年度政務活動費」の中で述

べている内容と同様である。具体的には、私は議員名簿や区議会レポート等で公表してい

る電話番号、即ち 6768-9011 にお電話して頂くとそのまま私の携帯電話に転送されるよう

に設定してあり、よって、私の携帯電話には事務所電話がそのまま転送される事実もある

ことから、その通話のほとんどが区民の皆様からのご意見やご要望とご理解頂きたい。 

また私の家内が日頃、自宅において名簿管理（＊入力・削除・変更等作業）、区政相談対応

（最終的には私に話を繋ぐ役割）等を担っているため、区民の皆さんに次いで電話でのや

りとりが多い家内との通話内容も、ほぼ私の政務活動に関するものである。 

ただし、「平成 29 年度杉並区職員措置請求監査結果における意見・要望事項等への対応

状況について（報告）」（30 杉議会第 14 号）の内容を受け、より透明性を担保する意味合

いからも、平成 30 年度からの携帯電話按分率については 1/2 で計上することをここで申し

述べて置く。 

【事務費（事務用品）】 

①プリンタートナー代について

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

請求人は、私がプリンタートナーを 6月と 10 月に各々購入していることに疑義を示して

いる。10 月に購入したものについては、同プリンター事業者が「決算プリンタートナーキ

ャンペーン」と称し、標準価格の 40％ＯＦＦで販売をしていたことに伴い、政活費を少し

でも有効活用させて頂くために安価の際に購入したものである。 

②事務所コピー機リース代について

・政務活動に要する経費及び同細目に沿って計上しているものであり、請求人の指摘はあ

たらないものと考える。 

同コピー機の使用実態としては、単に資料等をコピーするだけではなく、ＰＣデーター

印刷やＦＡＸ送受信で用いている。つまり、ほとんど議会関連書類（質疑内容等）を打ち

出すものである。故に、使用実態としてはほぼ政務活動に近い形であるが、定めに則り 50％

按分をしている状況である。 
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８．大熊昌巳議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙の購入費の返還について 

区議会議員に初当選以来、新聞の購読料を政務活動費に計上して参りました。 

請求人の指摘では、日常的に誰もが新聞を購読し、現職議員も議員に就任する以前は日

常的に新聞を購読していたのだから政務活動費への計上は如何なものかとの指摘と、区議

会議員に就任する前に必要経費としていた議員は云々と指摘をされていますが、私は、区

議会選挙を機会に議会活動に専念し、議会活動に資する新聞の購読料として参りましたの

で、当然、政務活動費に計上する事が出来ると私は考えますし、その為の政務活動費と私

は理解を致しております。 

請求人の指摘については、見解の相違と考えております。 

９．吉田あい議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

区政レポートについて 

 区政レポートについてご指摘を頂いているが、そもそも題字・発行者の名前や住所を記

載する事が問題とは考えていない。その印刷物がどういった内容の物で、誰が発行してい

るのか、発行元はどこなのか…を記載する事は、社会通念上、一般常識からみても普通の

事と考える。 

また、『大きな題字』との指摘があるが、紙面に対し何％以上が大きく、何％以下ならば

小さいのか。先方が適当と考える数字、そして、その根拠が示されていない。 

「10 年表彰」「子育て奮闘記」記事について。 

10 年表彰の報告は、区民から負託を頂いて議会へ送り出して頂いている以上、このよう

なご報告をするのは礼儀である。そして、区民が陳情や相談をする議員を選ぶ際、“経験年

数”もその参考にするであると考え、載せたものである。 

子育てに関する記事を載せることにより、子育てに悩む方、仕事と子育ての両立に不安

に感じている方から 多くの相談を受けるようになった。区民の方からすれば、「自分と似

た立場」「自分と同じ子育て中」と言うところに親近感を持ち、「この議員なら、子育てに

関する気持ちを理解してもらえるのでは。」と考え、相談に来られたと 推察される。 

48 人いる議員の中で、自分の悩みをどの議員に相談すれば良いのだろう…と考える区民

は大勢いる。だからこそ、それぞれ議員の経験や特色（介護を経験した、子育て中、建設
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会社に勤務した経験があり、まちづくりに強い…etc）を明確に打ち出すことは、開かれた

議会への第一歩であり、結果として区民福祉の向上に繋がる。 

 また、とかく難しく捉えられ、敬遠されがちな政治の話題を、より身近に親しみやすく

感じて頂くため、あえてタイトルや表現方法を柔らかくし、子供の写真を載せたものであ

る。 

特に「なみすけ」に触れた意味は、杉並の公式キャラクターであり、広く普及させる目

的も含まれている。地域経済活性化に貢献するためにも、折に触れ「なみすけ」の話題を

提供する必要があると感じている。 

このように記事の持つ波及効果を考えれば、適切な支出である。 

【事務費（携帯電話代）】 

携帯電話については、主に政務活動用としてのガラケーとそれ以外の活動用としてのス

マートフォン 2台を所有し、明確に分けて使用している。29 年度の手引きによれば「使用

実態に即して按分する」とある。よって、使用実態に応じて按分し 75％計上としたもので

ある。 

10．脇坂たつや議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

ルールに基づいて適切な運用を行っているので、返還請求に応じることは出来ない。私

は政務活動費を使用して、予算・決算という区政における重要な議会を終えた後に、杉並

区政レポート「惑星」を定期的に発行しており、印刷物は特段、選挙を意識したものでは

ない。内容に関しても、区民に区政への理解を深めて頂く一助になりたいという思いから、

時の区政の重要政策や課題等を取り上げ、それに対する私の考え方を示している次第であ

る。政務活動費を用いて、区政報告を作成しているということは強く認識しており、ご理

解を頂きたい。 

【資料購入費（日刊紙）】 

ルールに基づいて適切な運用を行っているので、返還請求に応じることは出来ない。私

は、読売新聞と朝日新聞を購読しているが、この 2 紙の主義・主張には大きな隔たりがあ

る。同じ一つのニュースであっても、読み比べをすることによって、物事を俯瞰的に捉え

ることが出来る。また、私自身が一つの偏った意見だけを取り入れるのではなく、引き続

き、多様な区民の声を聴いていくために 2 紙を読むことは政務活動として大切なことであ

り、日常生活における必要経費との指摘はあたらない。 
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11．井原太一議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

12．大泉やすまさ議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

大和田伸議員に同じ 

13．佐々木浩議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

区政報告については、“政務活動費の支出に関する事務処理について”においても、｢区

政報告書などの印刷経費についての注意事項として選挙活動費、政党活動費、後援会活動

費などに関する記述がある場合は按分が必要である。｣とされています。当該報告書の内容

はこれらに該当するものでないため、按分の必要性はないものと判断致しました。会派各

自の計上額の違いは、あくまでも内容に対する按分ではなく、年度の政務活動費全体の調

整によるものであります。 

住民監査請求人は、上記の“選挙活動費、政党活動費、後援会活動費など”の視点から

でなく“｢私たちの提案が 3 点｣が示されているが、それらを達成するための活動内容には

何ら言及していない。”という紙面構成について問題視されているようです。しかし、限ら

れた紙面で今最も何を区民に伝えるべきかと会派内で十分に吟味した上での構成でありま

すので、それを“言葉の遊び”と評されるのは心外であります。 

したがって、住民監査請求人の“達成するための記述”がないとの主観的な判断によっ

て、当該区政報告書が政務活動費支給条例に沿っていないとの事後検閲を思わせる主張は

認められません。 

公費を原資とした作成物である以上、公費にそぐわない部分があれば、按分等の対象と

なるのはあたりまえでありますが、何を書いたかとか、何を書かなかったのかについての

即ち構成、原稿内容を監査請求の対象とする事自体認められるものではありません。 

14．松浦芳子議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

佐々木浩議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

〇平成 29 年区政報告春号の経費について 

・区政報告と送り状とを封筒に入れてポスティングしたが、人件費がかかるポスティング
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以外は、自分で自宅近くの住民にポスティングするかボランティアの方が、配って下さ

っている。 

・体調を壊してしまい、区主催のイベント等に参加出来なかった事を区民の皆様に知って

頂きたく書いたもので、ごく近い人は体調が悪くて参加できない事は書かなくても知っ

ている。

〇平成 29 年区政報告秋号の経費について 

・区政報告のみ自分でポスティングかボランティアの方にポスティングして頂いた。

・骨にひびが入り、区主催のイベント等に参加出来なかった事を区民の皆様に知って頂き

たく書いたもので、ごく近い人は骨にひびが入って参加できない事は書かなくても知っ

ている。

〇区政報告新春号の経費について 

区政報告新春号用紙として１箱購入したが、1 箱 2000 枚と思い、備考には 2000 枚と書

いてしまった。少しずつ自宅で印刷して高円寺南 1、5丁目にポスティングしたので、実際

には、計 2500 枚ポスティングしている。 

〇平成 30 年区政報告春号の経費について 

発送が、924 通で残りはどうしたのかという事だが、489 通、339 通と発送している。 

924 通+489 通+339 通＝1752 通 残りは自分で手渡し分 

〇区政報告郵送用住所録データー入力修正の人件費について 

区政報告を送ったりポスティングすると受取拒否、死亡している、氏名が違っている、

転居先不明等の色々な連絡が入る。そのたびに一人一人点検して修正してもらっている。 

区民全員に郵送すれば膨大な経費がかかり、新聞折込も全地域への配布も経費が掛かり過

ぎる。郵送については、今は名簿が集まらないので、以前の名簿や名刺を交換した人への

郵送という事になるが、全員が支援者であれば、死亡の情報や転居の情報は入ってくるし

受け取り拒否は無いはず。 

【資料購入費（日刊紙）】 

質問する時のためには、必要な情報が載っている時があるので継続して購読している。

実際に新聞の情報を使って質問をしている。 

15．藤本なおや議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

佐々木浩議員に同じ 
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【資料購入費（日刊紙）】 

使途基準に準じて計上 

16．小林ゆみ議員 

【広聴広報費（会派区政報告）】 

佐々木浩議員に同じ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

小林ゆみレポートについて 

まず、内容についての指摘があったが、議場での再質問は必要に応じて行っており、そ

れも含めてレポートに記述している。 

また、コラムの欄についても具体性に欠けるとの指摘があったが、区民税の使われ方に

関してチェックした内容全てを区政レポートに載せることは、紙面の都合上困難である。

金額を按分すべきとの指摘があったが、本レポートは全て区政に関わる内容である。 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙購読により、東京都全体や、国の政治の方向性を掴んで区政への提言に活かして

いる。 

17．上野エリカ議員 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

○区政レポートについて

新聞折り込み、業者によるポスティング以外のものは全て、自分自身でポスティングお

よび駅で配布いたしました。 

○アンケート付きハガキについて

区民ニーズを掌握するために作成いたしました。他区の同僚議員も同様の手法を用いて

政策立案に活かしているので、それを参考にいたしました。また、駅で区政レポートと一

緒に配布しました。添付している平成 30 年 3 月 16 日付の請求書にあります品名・仕様欄

の表記は、「アンケート付（A5・2 ツ折カード）」が正しい表記となります。なお、数量・

単価・金額は正しい表記です。 

18．田中ゆうたろう議員 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

①12 月 15 日 区政報告ハガキについて

当該ハガキは、平成 29 年の区政の状況を報告する目的で作成している。荻窪の荻外荘
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は、平成28年3月には国の史跡指定を受けている区の重要な文化資源・観光資源である。

昭和前期に於いての、国の重要施策を取り決めた場所である荻外荘は、区民が地域の歴

史や文化を知る上で非常に重要な文化財である。また、区は、ふるさと納税を活用して

近衛文麿居住当時の姿へ復原・整備を図っており、区の内外に向けて、杉並の魅力を発

信するための重要な資源であることも明らかである。以上により、当該ハガキの内容が

荻外荘の存在意義とその復原・整備が区政の重要課題であることを区民に広く報告する

ものであることは明らかであり、議員の感想であるという指摘は当たらない。 

②区政報告ハガキの印刷枚数と貼付け作業代の差額について

5800 枚購入したハガキのうち、あけぼの作業所でラベルの貼付け作業をしたものは

5699 枚であるが、それ以外に宛名を手書きしたもの、別のリストで別途宛名シールを出

力したものがある。あけぼの作業所にラベル貼付け作業を依頼するのは、ハガキ発送よ

りも数週間前のタイミングであるため、実際の発送までの間に新規の発送先の追加や宛

名の修正作業が間に合わない発送先もある。5699 枚の宛名シールは主要なリストではあ

るものの、全ての発送先ではないことに何ら不自然な点はなく、正当な返還理由とはな

らない。 

③区政報告（田中ゆうたろう通信）について

区政報告の紙面に掲載されている顔写真については、常時区民からの意見を募るにあ

たり、他の議員との混同を招かないよう議員本人の顔と氏名を最低限明らかにしておく

必要があるためである。また、区政報告に掲載したその他の写真は、区議会での一般質

問の様子と慰安婦像との写真である。慰安婦像の写真は、区議会の場で度々、区の友好

都市である韓国ソッチョ区の慰安婦像撤去を訴える議会活動を伝えるものである。 

 また、短歌については、区内の桃園川暗渠（下水道の桃園川幹線）およびそれを題材

とする区民劇に関するものであり、議会においても度々、桃園川を高円寺地域のまちづ

くりに活用する提案や、区立劇場「座・高円寺」の区民への利便性向上に関する提案を

行っている。暗渠化された川の存在や区民の文化活動を区民に周知するために掲載した

ものである。 

 さらにプロフィール（学歴や家族構成等）を記載していることについては、区民に向

けての情報公開となっている。むしろ議員のプロフィールを知らせない方が、議員とし

て不誠実であると考える。 

【資料購入費（日刊紙）】 

 定期購読している日経新聞について、区議会に於いて、引用ないし紹介している事案の

うち、近年主要なものを以下に挙げた。議会活動に新聞からの情報は不可欠であり、通常

の生活の必要経費ではないことが明らかである。 

・平成 27 年第 2回定例会

5月 29 日「子育て支援について」
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・平成 27 年決算特別委員会

10 月 13 日「愛郷心について」

・平成 28 年決算特別委員会

10 月 11 日「保育問題について」

・平成 29 年第 2回定例会

6月１日「築地市場問題について」

・平成 30 年第 2回定例会

6月 1日「障害者・障害児施策について」

・平成 30 年第 4回定例会

11 月 21 日「保育問題について」

同 「尊厳死について」

19．富本 卓議員 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

監査請求人は、私の区政報告を自身の議長就任を祝い、支持者を含めた区民に伝える事

に溢れているという表現をされているが、全く残念かつ的外れな指摘である。 

まず、私自身、議長に就任したことを「祝い事」として捉えていない。私は議会内外ど

んな役職や地位に就いても「何になったかのではなく何を成したか？」の思いで活動をし

てきていた。 

また、議長選挙において私以外の方に投票した議員も数多くおられます。その方やその

方の支持者の皆さんにとって、私の議長就任は祝い事なのでしょうか？公平中立な立場を

求められる議長として、その様な点については、特段の配慮、謙虚な気持ちをもって議長

職を務めてきた。 

自身の事を無軌道に祝え！というような何か厚顔無恥の人間の様に捉えられたのは非常

に残念な思いである。 

この点から、まず、監査請求人の指摘とは見解を異にするものである。 

 次に、例えば、臨時会報告の議会報などにおいて、議長に誰が就任したかという記載は

あるが、議長の職務内容自体は詳しく説明されていない。 

そういった中、二元代表制の一翼である議会の代表者である議長の職務を区民に広く知

らせることは 議長に就任した者の職責の大きな一つであると私は考えている。もし、単

に活動内容のみを写真等で掲載しているのであれば、請求人の指摘も一定の理解はできる

が、その一方で職務（公務）の概要等を豆知識の中で説明も行っている点からも請求人の

指摘は的外れと言わざるを得ない。 

 また、監査請求人は、私の区政報告を一方的に「宣伝」と決めつけ、「溢れている」と指

摘をしているが、では、具体的に何が宣伝行為にあたるのか？どこが溢れているのか？請

求人の主張を読んでも理解できない。 

請求人は、具体的な指摘も無く恣意的に宣伝と決めつけ、溢れていると主張しているの

ではないでしょうか？  
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私は、この点での次期（平成 31 年 4 月執行）の区議選には出馬していない。よって、私

の区政報告には選挙を目的とした宣伝行為をする意味はない。純粋なる広報広聴活動であ

る。 

この点からも請求人の主張は理解し難いものがある。 

特に私自身、この年度は、政務活動費の使用に関して、厳しい世論の指摘もある中、区

政目安箱として、アンケートを新たに実施するなど、より区民に誤解のない使途をめざし

ていた。 

この様な政務活動費の使途は、請求人が引用した政務活動費支給条例「区政の課題及び

区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な

活動」ではないのでしょうか？ 

以上の点から 監査請求人の指摘は全くあたらない。 

＜区政報告（Dream 平成 30 年初春号）90％計上＞ 

A4×2（両面）：297 ミリ×210 ミリ×2＝124,740 ミリ 

按分面積：①1,870mm＋②1,920mm＋③3,840mm＝7,630mm 

7,630mm／124,740mm≒0.061 mm となるが、より慎重を期して 90％計上とした。 

【資料購入費（日刊紙）】 

監査請求人は、多くの家庭では新聞を１～2紙購読するのが一般的と記しているが、そ

の感覚は、今や時代遅れになりつつある。 

ちなみに、私が初当選した 1999 年には、1世帯当たりの新聞購読数は 1.15 部であった

が、現在は 0.7 部まで落ち込んでいる。（日本新聞協会資料より） 

私自身も議員を退いた現在、種別を問わずどの新聞も購読していない。 

ゆえに、まず監査請求人のこの項目の指摘の土台となっている点、推測自体が私に関し

ては当てはまらない。 

私は、日常生活とは関係なく純粋に政務活動を行っていく為に、計上した各新聞は必要

な資料として考え購読していたものである。 

そうした中、東京新聞については、東京や杉並の話題について最も多く取り上げている

こともあり、購読をしたものである。なお、東京新聞の主張は、自身の思想信条的には相

容れない新聞であり、不快に感じた記事も数多く散見した。が、先にも述べた通り、資料

としての価値としては最も高いと判断し購読をしていた。この点からも日常生活とは一線

を画した政務活動のための購読といえよう。 

また、これも朝刊のみの購読、計上であった。日刊紙の購読形式としては最も安価な形

である。政務活動費が公金である点を鑑みるとともに監査請求人の指摘を受けないよう配

慮した購読形式であった点も申し添えておく。 

よって、監査請求人が述べる指摘にあたるものではない。 
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20．けしば誠一議員 

【広聴広報費（議員区政報告・区政報告会）】 

請求人は、杉並区民ニュース NO312 について、「森友学園問題が区民ニュースの 1面を占

め、報告会の講演が同じく森友学園問題となっている、この問題は国政の課題の一つとと

らえ、区政の課題ではない」と断じている。 

 森友学園問題は、そもそも豊中市議会議員木村真氏が、区内に建設中の私立小学校の在

り方に不審を抱き、国有地の払い下げの仕方に疑問を感じて財務省に問い合わせたところ、

情報が開示されないことに疑問を持ったことに端を発している。 

 豊中市が、国有地の払い下げを受けて購入して公園をつくったときに要した費用と比べ、

あまりに低額であることが判り、森友学園と国・財務省との不適切な関係が明かになった。 

自治体では、特養や保育所などの施設建設にあたり国有地を買い取ることが多く、杉並

区でも国有地の払い下げや財産交換等の手法により国有地を利用してきた経過がある。 

また、請求人が指摘する区政報告会は、5 月 20 日荻窪タウンセブンで開催し、第一に、

「災害にあなたはどう備える？」と題して地域防災コーディネーター育成機構代表瀧澤征

宏さんからの報告を受けた。首都直下型地震が迫る今、日頃からどのように災害に対処す

べきかを瀧澤征宏さんから学ぶことができた。これまで‘常識’としてきたことが、実は

間違いだということがわかり、参加者は興味深く聞き入り、多くの方からの質疑が交わさ

れた。区政報告会は第 2 に、森友学園の国有地売却の不正を最初に見つけ追及し続けてき

た木村真さんから、森友学園問題の真相と今後の取組をお聞きした。木村真市議の講演は、

税金の不正な使われ方に対する自治体議員としての調査活動により判明した事実であり、

私たち議員も、また参加した区民も学ぶべき課題であった。まさに「区政の課題及び区民

の意思を把握し、区政に反映させる」ための取り組みである。 

【資料購入費（日刊紙）】 

東京新聞 17592 円について 

 政務活動費での日刊紙の購入は、一般質問や委員会の質問など議会活動や議会報告の作

成に不可欠な資料としてのものである。また、会派として政策形成のための資料としても

欠かせない。「区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる」ための必要な資料

である。必要経費として家庭で使っているものとは全く別な支出である。 

21．新城せつこ議員 

【広聴広報費（議員区政報告・区政報告会）】 

杉並区民ニュースの NO280 について、「4面の 2017 年の主な活動」として 15 枚の写真付

きで活動が掲載されている。その中で「衆院選挙に立候補した議員の街頭応援の写真、区

政報告会で行われた「森友学園問題の講演」が政務活動費支給条例に適合しないし、選挙

活動の写真掲載は法令違反と解する」と指摘されている。 

「森友学園問題講演」に関しては、けしば誠一の区民ニュース NO312 に対する指摘に対
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して回答書に書いた通り、区政に関わる課題への取り組みである。 

一方、活動報告に示した衆院選挙の街頭応援の写真は、議員としての政治活動の一つで

あり、これを議員の活動報告に入れたこと自体が違法であるという指摘は当たらない。し

かし、政治活動の報告部分を、政務活動費の支給に入れたことは、支給条例に反するとす

る指摘はその通りと考える。4 ページのニュースのほとんどが区政報告に関わる内容であ

ることは請求人も指摘している通りである。なお、当該箇所は、計上する際に紙面割合で

関連経費（印刷代、封筒代、トナーカートリッジ代）を含め按分している。ただし、監査

請求を受け改めて内容を確認した結果、関連経費の内、郵送料、人件費については按分し

ていなかったため、2019 年 5 月 24 日付で出納簿及び支出額を以下のとおり訂正し 2,088

円を返還する。 

○紙面割合計算式

A3×2（表面・裏面）：297mm×420 mm×2＝249,480 mm

按分該当面積：49mm×47mm＝2,303mm

2,303mm／249,480 mm≒0.0092 mm（1％按分）

・返還額（郵送料）

67,200 円（杉並南郵便局）×0.99＋68,656 円（荻窪郵便局）×0.99+41,972 円（杉並郵

便局）×0.99＝176,049 円

177,828 円-176,049 円＝1,779 円

・返還額（人件費）

37,971 円のうち、区政報告郵送関連業務部分の賃金（30,250 円）及び交通費（571 円）

の合計 30,821 円を按分する。※按分の必要のない賃金：7,150 円 

30,821 円×0.99＝30,512 円 

37,971 円-（30,512 円＋7,150 円）＝309 円 

返還合計額 1,779 円（郵送料分）＋309 円（人件費分）＝2,088 円 

22．木梨もりよし議員 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

区政報告平成 29 年春季号について 

①「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程」に基づいてい

ます。

②ありのままの議会での発言内容を、できるだけ多くの区民の皆様に知っていただくこと

は、政務活動費として最も適したものであると考えます。
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【資料購入費（日刊紙）】 

毎日新聞の購入について 

①「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程」に基づいてい

ます。

②毎日新聞は政務活動に大いに役立っています。

23．河津利恵子議員 

【資料購入費（日刊紙）】 

政務活動に要する経費細目のルールに則り、適正に処理しています。 

（家人はその他の日刊紙をデジタル購読しており、すみ分けをしている） 

【事務費（携帯電話代・インターネット接続料）】 

政務活動に要する経費細目のルールに則り、適正に処理しています。 

携帯電話については、年度当初の備考欄に示している通り、家族間の通信は家族割引で

無料であること、政党や後援会の活動は皆無であること、日常的な利用の殆どが活動上の

やり取りであること等から、80％案分は妥当なものと考えます。 

また、インターネット接続料については、プライベート及び家族用と区別してパソコン

を所有していること、専ら政務活動用として使用していること等から、80％案分は妥当な

ものと考えます。 

【人件費（政務活動補助職員賃金）】 

 請求人の請求内容は前年のものと、ほぼ変わらず、前年の請求以前に 29 年度の収支報告

書が提出済みであったことから、考え方については前年の抗弁と大きく変わりません。  

報告書の摘要欄には、主なテーマとして依頼していることを記述しています。しかし、

政策的なテーマの調査研究の他にも、電話対応、議会や委員会質疑のテープ起こし、毎月

幾つかの団体の定例会や集会でミニ議会報告や勉強会などを開催しており、そのためのレ

ジュメや資料の作成、顔が見える範囲の方への議会報告・資料の発送手続きや手配り等々、

さまざまな事務を依頼しています。また、党務や後援会活動は一切行っていないため、以

上のことから、政務活動に要する経費細目に則り適正に処理しています。 

請求人は区政報告を作成していないことを、区民への説明不足の一つに挙げています。

区政報告については、25 年から母が腰椎骨折などで入退院を繰り返し、退院後の介護が本

格的に必要になったことなどもあり、作成できなくなったことは事実であり、私自身の努

力不足とも言えます。しかし、区政報告を届けていないことがイコール区民への情報提供

不足とは言えないと考えます。なお、平成 30 年度は、補助職員にかかる人件費は未計上と

しました。 
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24．増田裕一議員 

 

【資料購入費（日刊紙）】 

日刊紙の購読料を政務活動費に計上しているのは、他の日刊紙や政党機関誌、地域紙の

記事及び論調を比較考量するものであり、政務活動費への計上は妥当であると認識してい

る。 

 

25．山本あけみ議員 

 

【資料購入費（日刊紙）】 

日経新聞、東京新聞について 

本経費は規程等に則り計上をしておりますので、返還の義務は無いと考えています。 

今回のご指摘で新たな見解により規程等が変更になる場合には、今後はそれに準じて計

上いたします。 

尚、日経新聞は以前より購読していましたが、議員としても必要と考え、引き続き購読

しています。東京新聞は都内の他自治体の情報等の収集のために区議就任後購読を始めま

したので、申し添えます。 

 

26．市来とも子議員 

 

【資料購入費（日刊紙）】 

東京新聞について 

東京新聞については、都内の他自治体の情報収集のために購読しています。政務活動費

に関する規程に準じて計上しており、返還の義務はないと考えます。 

 

27．杉並区議会公明党 

 

【調査研究費（月極駐車場）】 

＜川原口宏之議員・渡辺富士雄議員・島田敏光議員＞ 

当会派は、日々、昼夜を問わず膨大な区民相談、意見聴取をはじめとする政務活動を行

っており、自動車の使用は必要不可欠であり、その政務活動としての使用割合は非常に高

い。実態としては 50％を大きく上回っている。従って、その駐車場代も政務活動費として

計上できるものと考えており、その上で経費細目に従って 2 分の 1 で按分しており問題は

無いと判断する。 

 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

＜横山えみ議員＞ 

・「春です！出発の時！あなたの一番近く～」 
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区政報告は、区民の声を受けとめ、調査し、区議会に働きかけ、その成果や、進捗状況

を伝えるもので、区民の小さな声を受けとめ働いていくことの挨拶文でもあり、区政報

告としての本旨から外れていない。 

・Ｎｏ．44 の区政報告の印刷代は、前年度 28 年度 3月に計上している。

・「皆様の要望のもと～」特養老人ホームは、未だ待機老人が 1000 人。区民相談でも入床

ついては深刻な相談が多く、区としての大きな課題の一つである。重度障がい者施設に

ついては、障がい者団体から要望を受けている。ビーチバレーコート・体育施設・会議

室は、永福町の地元商店会、町会より要望を受けたもので、永福南小学校跡地活用につ

いて何度も話し合いがもたれ実現したものである。保育園は、「保育園増やし隊」の皆様

から要望書を受け、待機児童ゼロ対策に向け進めたものである。以上すべて、区民から

の要望に基づくものである。 

・人件費はシール貼りのほか、郵便番号別の仕分けと枚数の確認、郵便局への持ち込みと

枚数の確認、時には、「区内特別郵便」印を押す作業もあり、決して割高ではない。

・郵送名簿は、政務活動として広報・広聴活動に使用するものであり、「郵送名簿整理」

は、返却された郵便の確認や削除、マンション名等を調べ追記すること等、政務活動費

の有効な活用のために必要な作業である。また、紙媒体の通信は、パソコン等活用しな

い高齢の区民にとっては有効な区政報告の手段である。

よって政務活動を有効に区民に知らせるための必要不可欠な活動である。

・715 枚は、手渡ししたり、商店の店先に、好意で置かせていただいたりして、区民に配

布している。

・「人工鼻の予算化」「認可保育園 19 園の開設」など、区民から相談を受け、他区の状況を

調査し、委員会等でも質問して予算化に結び付けている。議事録を読んで頂ければ明ら

かである。自分一人で実現したなどの表現はしていない。 

＜大槻城一議員＞ 

区政報告の配布先が不明、との指摘について、区政報告の配布は、郵送以外に区政報告

会、各種団体の会合等において配布している。また、自ら個々に配布し、その他ボランテ

ィアに依頼するなどして配布している。 

 公明党が民泊をやる宣伝であるとの指摘について、私の区政報告で杉並版民泊ルールに

ついて記載した折、民泊のイメージを区民に持っていただくため、文章に建物のイラスト

を配置し内容を紹介した。その建物のイラストに小さく「ⓒ KOMEITO」とあるのは、その

イラストの権利者が公明党であることを示すものである。

ご指摘の「公明党が民泊をやる宣伝である」との内容は全く当たらないものである。
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＜北明範議員＞ 

北あきのり区政報告 26 号について、 

○96 通は近隣への自身でのポスティングに使用

○写真 6枚掲載について

外環道については住民にとって大きな課題であるからこそ、道路交通対策特別委員会で

の視察や国土交通省の課長との意見交換等を積極的に行っている。その後、委員会、議員

懇談会、各種会合等でも意見交換会の内容を伝えている。 

認知症は高齢者が要介護状態に陥る 3 大原因の一つ。認知症を予防することは高齢化社

会を考えるうえで重要な課題である。神明健康クラブは地域住民による画期的な認知症予

防プログラムであり、杉並区全体に認知症予防を広げていきたいとも思いで掲載している。 

小学生児童の駆け込み訓練は実態に即した訓練で重要。このような訓練を杉並区全体に

広げていきたいとの思いで掲載している。 

以上のように、政務活動としての広報活動であり、議員個人の宣伝ではない。 

＜中村康弘議員＞ 

区政報告の配布については、郵送以外に手渡しや、各種団体の会合等において配布して

いる。また、自ら個々に配布したり、ボランティアに依頼したりするなどして全ての枚数

の配布は完了している。 

【広聴広報費（ホームページ）】 

＜山本ひろこ議員＞ 

ＨＰは政策、取り組み、Facebook 等のページを通して、日常の議会活動や実現できたこ

となど更新を行ってきた。更新は僅かであるとの指摘は当たらないと考えるＨＰをご覧い

ただき、ご相談やご要望ご意見など連絡をいただいている。主権者として区政に携わって

いただくツールとしてご活用いただきたいとの趣旨で作成している。また、公明党のサイ

トにリンクしていることをもって政党活動であるとの指摘は当たらない。

80％の具体的な根拠については以下の通りである。

同ＨＰの全てのページを印刷した（計 21 ページ）。 

【1 ページ】「ご挨拶」：区民等の閲覧者に対して、議員活動を行う際の自身の心がけを記

載しているもので、政務活動に資するものである。 ⇒ 100％ 

【2 ページ】「区政のお知らせ」：区内での福祉関連のイベントについて報告したもので政

務活動に資するものであるが、家族の写真も掲載されているので一部を計上。⇒ 50％ 

【3 ページ】「区政のお知らせ（続き）」：交通安全対策の施行状況、予算委員会の内容を報

告したもので、政務活動に資するものである。 ⇒ 100％ 

【4～5 ページ】「プロフィール」：区民に議員の経歴や人となりを理解して頂くもので、政
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務活動に資すると考えるが、見方によれば他の要素も含まれ得るので按分とする。 

⇒ 50％

【6 ページ】「目指します」：議員が推進する杉並区の施策であり、政務活動に資するもの

である。⇒ 100％ 

【7～12 ページ】「取り組みました」：地域における諸課題の解決や議会質問等を通じて実

現した区の施策を紹介してのもので、政務活動に資するものである。 ⇒ 100％ 

【13 ページ】「区政のお知らせ（2と一部重複）」：区内での福祉関連のイベントについてと

予算委員会の内容を報告したもので政務活動に資するものであるが、家族の写真も掲載

されているので一部を計上。 ⇒ 80％ 

【14～18 ページ】「区政のお知らせ（続き）」：議会質問の内容や先進事例の視察報告等、

政務活動に資するものである。 ⇒ 100％ 

【19～20 ページ】「山本ひろこ通信」：区政・区議会に関する通信のＰＤＦ版を掲載してい

るもので、政務活動に資するものである。⇒ 100％ 

【21 ページ】「お問い合わせ」：区民等からの問い合わせ、要望等を受け付けるための携帯

番号、メールアドレスを記載しており、政務活動に資するものである。 ⇒ 100％ 

以上 21ページの内容の割合を加重平均すると91.9％が政務活動に資する内容となるが、

あえて低い按分率 80％を採用している。 

【資料購入費（日刊紙）】日刊紙購読料 

＜杉並区議会公明党会派共通＞ 

日刊紙は、政務調査活動に必要な情報源であり、経費細目においても認められている。

過去の監査においても認められているものである。 

【資料購入費（所属政党発行機関紙）】公明新聞・「月刊公明」購読料 

＜杉並区議会公明党会派共通＞ 

区議会議員として政務活動費で購入している公明新聞及び「月刊公明」は、いずれも調

査研究等の政務活動のための資料として活用しているものである。公明新聞には、地方行

政・地方議会の課題、動向、活動状況等に関する記事や解説が豊富に掲載されている。 

政党機関紙の政務活動費による購読については、杉並区議会の政務活動費に関する規程

上、政務活動費による政党機関紙の購入を議員 1 人当たり１部まで認めているのも、新聞

の内容が政務活動に役立っている事実を考慮しているものと理解している。 

公明新聞が日刊での記事を掲載している新聞紙であるのに対し、「月刊公明」は国内外、

地方自治、政治、経済、行政等の課題に関する識者の論文等が多数掲載されている月刊誌
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（書籍）である。区民との意見交換の際に同誌を使用するなど、各自 3 冊ずつ購入してい

るうちの 1冊分を政務活動費として計上している。 

【事務費（携帯電話代）】 

＜杉並区議会公明党会派共通＞ 

携帯電話については、党本部より全議員に各 1 台支給されており、会派所属の議員は 2

台保有している。党活動・後援会活動等、政務活動以外の案件については、基本的に党か

ら支給されている携帯電話を使用している。政務活動費に計上しているものは、党本部か

ら支給されたものとは別のもう 1 台の携帯電話であり、こちらは専ら政務活動のために使

用している。ただし、政務活動以外の通話やメールもゼロではないため 80％の按分として

いる。 

【事務費】ノートパソコンの購入 

＜横山えみ議員＞ 

このパソコンは、経費細目、「パソコン等は、選挙前の 6か月（3年 6か月を過ぎない）

以降は計上できない」との定めに沿って購入し、計上している。 

また会派として購入したものであるため、議員引退後は、会派の方に返還している。 
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31 杉議会第 221 号 

令和元年 6 月 4日 

杉並区監査委員 様 

 杉並区議会 

議長 井口 かづ子 

平成 29 年度政務活動費に係る調査について（追加回答） 

令和元年 5月 13 日付 31 杉監査第 68 号の調査依頼に基づき、杉並区議会の会派及び議

員に対する政務活動費の交付に関する条例第 11 条に規定している政務活動費の議長に

よる調査を実施し、令和元年 5 月 24 日付 31 杉議会第 157 号により回答したが、議員よ

り下記のとおり追加回答があったため、違法・不当であるか否かについて確認を行った。 

記 

１ 調査結果 

（１）出納簿及び収支報告書の訂正の届出は、議員の意向により訂正されたものであり、

当該支出額が誤記控除されたことは、政務活動に要する経費その他の法規等に照ら

して適当である。 

（２）議員の意向でより明確な内容となるように追加回答されたことは適当である。

２ 追加回答 

（１）平成 29 年度の出納簿及び収支報告書の訂正状況

●新城せつこ議員

次のとおり、令和元年 5月 24 日付で当該議員から出納簿訂正及び当該支出額を訂正

する収支報告書訂正の届出があった。 

【誤記控除】 

12 月 22 日 

区政報告 郵送料 134,400×1/2×99% 
広聴広報費 672 

12 月 22 日 

区政報告 郵送料 137,312×1/2×99% 
広聴広報費 687 

12 月 22 日 

区政報告 郵送料 83,944×1/2×99% 
広聴広報費 420 

12 月 25 日 

内藤 12 月分{(61,643×99％)＋(7,150×2)}×1/2 
人件費 309 

＊上記の訂正により、支出額を 2,088 円減額し、同額の残額が生じたため、 

5 月 30 日に返還された。 

別紙４－２ 
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（２）個別事項についての会派・議員からの追加説明（下線部分）

●はなし俊郎議員

【調査研究費（視察費）】 

平成 29 年 4 月当時は議長職ではなかったので議長としての公務ではなかったが、議

長在職時の経緯から、政務活動視察報告書でも説明しているが、「文学の森」からオー

プン記念式典に招待され出席した。 

【事務費（携帯電話代）】 

携帯電話を私的に 50％以上使うことはなく、区民相談への対応が多い事で 70％計上

としている。 

●岩田いくま議員

【広聴広報費（議員区政報告）】 

内容については、平成 26 年度分の地裁判決(*1)でも認められており、適切であると

考える。 

(*1)(6)岩田区議関係イ判断（ア）「岩田区政報告書 42 号～45 号、42・43 要約版、

44・45 要約版の内容は、いずれも岩田区議の区政報告の範囲を超えるものではない。

岩田区議の区議としての活動でない活動を紹介した部分もあるが、その内容は、政治

活動や私的活動をアピールしたものというほどのものではなく、区政報告にあたり区

議の日常生活に触れ、政務活動に当たっての決意等を述べたものとして、区政報告の

範囲内にあるというべきである。」 

【資料購入費（日刊紙・学士会会報）】 

○学士会会報

・会報を入手するために、学士会年会費を支払っている。

・個別に会報を購入するより格安で入手している（年 6 回発行されており、個別に購

入すると 1冊 1,000 円＋送料である）。

・その内容については、各界の専門家が時事問題等について専門的知見に基づく論文

を掲載している（例：平成 29 年 5 月発行号では「パリ協定の概要とその課題（執筆

者：有馬純東京大学公共政策大学院教授）」、7 月発行号では「少子高齢化、人口減

少とこれからの日本（執筆者：森田朗津田塾大学総合政策学部教授、前国立社会保

障・人口問題研究所長）」等）ものであり、新たな論点や視点で区政一般を考えるの

に非常に有用である。 

以上から、適切な支出と考える。 

なお、『学士会会報』を定期購読するためには学士会会員であることが必要であるが、

学士会会員であることにより、会報以外の会員向けサービスの利用も可能であるこ

とを考慮し、保守的に 50％按分としている。 
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【事務費（事務用品）】 

パソコン関連全般について統一した按分率（パソコンの利用実態に即して80％(*2)）

としている。 

 (*2)過去のパソコン起動ログのサンプル調査から、1週間あたり 27 時間～42 時間程 

度自宅パソコンを利用している。そのほとんどは政務活動利用（メール・インターネ 

ットによる情報収集・調査・区政相談対応、区政報告作成・発送用シール印刷、ＨＰ 

作成等）であるが、メールの中に政務活動外のものもあること、また政務活動外のイ 

ンターネット利用（情報収集）・文書作成も皆無ではないため、1日 30 分程度（週 3.5

時間）は政務活動外の利用と見做し、保守的に控除して 80％按分としている。 

●浅井くにお議員

【事務費（携帯電話代）】 

政務活動における携帯電話の使用は、議員就任時は使用実態から電話料の按分率を

50％として政務活動費から支出しておりました。平成 29 年度は、政務活動での携帯電

話の使用実態が 70％～80％となって来たことから、政務活動費の支出に関する事務処

理（手引き）に従い、70％の按分率を使用実態に即して計上しております。また、通

話が 5 分以内であれば無料の通話定額ライト基本料・スマ放題のプランを契約してい

ましたが、5 分を超えることも多くなったため、通話定額基本料・スマ放題（他社を

含む全ての通話が無料）のプランに契約変更しており、携帯電話は通話し放題となっ

ています。なお、平成 30 年度からは、手引きの改定に沿って携帯電話料の 50％計上

としています。 

●松浦芳子議員

【広聴広報費（議員区政報告）】 

〇区政報告郵送用住所録データー入力修正の人件費について 

区政報告を送ったりポスティングすると受取拒否、死亡している、氏名が違ってい

る、転居先不明等の色々な連絡が入る。そのたびに一人一人点検して修正してもらっ

ている。  

住所録データー入力修正については、6000 件を超える対象の内、修正件数は不明だ

が、氏名違いや転居先不明等があれば、適宜、住所録の修正・削除等を行っている。

29 年 5 月は当該データーの入力修正を行ったが、30 年 1 月は、入力修正に加え、区政

報告紙面の修正作業等を行った。 

●田中ゆうたろう議員

【広聴広報費（議員区政報告）】 

○12 月 15 日 区政報告ハガキについて

宛名ラベル貼付け作業代の領収書に「年賀はがき」と記載があるが、当該区政報告

には、年賀はがきではなく官製はがきを使用しており、あけぼの作業所の記載誤りで

ある。 
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●富本 卓議員

【広聴広報費（議員区政報告）】 

平成 29 年度時点においては、区議選への出馬は決めていなかったことから、次の記

載を削除する。 

「私は、この点での次期（平成 31 年 4 月執行）の区議選には出馬していない。よって、

私の区政報告には選挙を目的とした宣伝行為をする意味はない。純粋なる広報広聴活

動である。この点からも請求人の主張は理解し難いものがある。」 

●杉並区議会公明党

＜横山えみ議員＞ 

【広聴広報費（議員区政報告）】 

○「区内特別郵便」の印を押す作業について

44 号、45 号とも「区内特別郵便」の印字があるものとないものをそれぞれ印刷し

ている。補助職員は、郵便番号別に仕分けをし、枚数確認を行っている。仕分けの結

果、枚数が 100 通を超えた際に「区内特別郵便」を利用できるが、その印字がある印

刷物が不足している場合、「区内特別郵便」印を押す作業が発生する。  

＜山本ひろこ議員＞ 

【広聴広報費（ホームページ）】 

・【13 ページ】「区政のお知らせ（2 と一部重複）」：区内での福祉関連のイベントにつ

いてと予算委員会の内容を報告したもので政務活動に資するものであるが、家族の写 

真も掲載されているのでおおよその面積按分で 80％計上とする。 

・以上 21 ページの内容の割合を加重平均すると 91.9％が政務活動に資する内容とな

るが、あえて低い按分率 80％を採用している。＊1930（％）÷21（ページ）＝91.9％

・21 ページの内容：次ページ以降に説明
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別紙４－３ 

31 杉議会第 308 号 

令和元年 6 月20 日 

杉並区監査委員 様 

 杉並区議会 

議長 井口 かづ子 

平成 29 年度政務活動費に係る調査について（追加回答その２） 

令和元年 5月 13 日付 31 杉監査第 68 号の調査依頼に基づき、杉並区議会の会派及び議

員に対する政務活動費の交付に関する条例第 11 条に規定している政務活動費の議長に

よる調査を実施し、令和元年 5月 24 日付 31 杉議会第 157 号及び令和元年 6月 4日付 31

杉議会第 221 号により回答したが、杉並区議会公明党（山本ひろこ議員）より下記のと

おり追加回答があったため、違法・不当であるか否かについて確認を行った。 

記 

１ 調査結果 

議員の意向でより明確な内容となるように追加回答されたことは適当である。 

２ 追加回答 

個別事項についての会派からの追加説明（下線部分） 

●杉並区議会公明党＜山本ひろこ議員＞

按分率について、改めてその内容を確認したところ、11 ページについては 50％按分

とすることがより適切であると考えるので、次のとおり、説明内容を訂正する。 

【広聴広報費（ホームページ）】 

・以上 21 ページの内容の割合を加重平均すると 89.5％が政務活動に資する内容とな

るが、あえて低い按分率 80％を採用している。＊1880（％）÷21（ページ）＝89.5％ 
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資 料
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資料１ 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例 

平成13年３月23日 

条例第26号 

〔注〕平成18年12月から改正経過を注記した。 

改正 平成14年６月21日条例第31号 平成15年４月30日条例第19号 

平成18年12月11日条例第44号 平成20年10月14日条例第28号 

平成25年２月20日条例第１号 

〔題名改正〕 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項までの規定に基づ

き、杉並区議会（以下「議会」という。）の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として、議会における会派及び議員に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

一部改正〔平成20年条例28号・25年１号〕 

（交付対象） 

第２条 政務活動費は、議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」という。）

及び議員の職にある者（以下「議員」という。）に対して交付する。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（会派に係る政務活動費） 

第３条 会派に係る政務活動費は、各月１日（以下「基準日」という。）における当該会派の所属議

員の数に月額16万円を乗じて得た額とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属会派からの脱

会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活

動費の交付については、これらの事由は生じなかったものとみなす。一の会派が他の会派と合併し、

又は会派が解散した場合も同様とする。 

３ 各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（議員に係る政務活動費） 

第４条 議員に係る政務活動費は、基準日に在職する議員（次条第１項の規定による届出を行った会

派に所属する議員を除く。）につき、月額16万円とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解散があった場

合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の交付については、これらの事由は生

じなかったものとみなす。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（議長に対する届出） 

第５条 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表者は、政務活動費に

係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長（議長の職務を行う者がないときは議会の事務局

長。以下同じ。）に届け出なければならない。その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。 

２ 会派を解散したときは、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。 

３ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を議長に届け出なければ

ならない。議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とする。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（区長への通知） 

第６条 議長は、前条の規定による届出に基づき、毎年度４月１日の政務活動費に係る会派及び議員

の状況について、区長に通知するものとする。 

２ 議長は、年度途中において、前条の規定による届出を受けたときは、速やかに区長に通知しなけ
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ればならない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を行い、会派の

代表者及び議員に通知するものとする。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（政務活動費の請求及び交付） 

第８条 会派の代表者及び議員は、前条の規定による通知を受けた後、毎四半期の最初の月の10日（そ

の日が杉並区の休日を定める条例（平成元年杉並区条例第５号）第１条に定める区の休日に当たる

ときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属する月数分の政務活動費を請求するものとする。

ただし、一四半期の途中で議員の任期が満了する場合は、任期満了日が属する月までの月数分を請

求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとする。 

３ 一四半期の途中において、新たに会派が結成されたとき、又は新たに議員となったとき、若しく

は政務活動費の交付を受けていた会派の所属議員でなくなったときは、第６条第２項の規定による

通知があった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活動費を当

該会派の代表者又は当該議員に対して交付する。 

４ 一四半期の途中において、会派の所属議員数に異動が生じた場合は、増員分に係る政務活動費に

ついては第１項の規定を準用し、減員分に係る政務活動費については速やかに区長に返還しなけれ

ばならない。 

５ 前２項の規定に基づき、一四半期の途中で政務活動費の請求を行う場合における第１項の適用に

ついては、同項中「毎四半期の最初の月の10日」とあるのは、「当該事実の生じた日の翌月（その

日が基準日である場合は、当月）の10日」とする。 

６ 一四半期の途中において、政務活動費の交付を受けた会派が解散したとき、又は政務活動費の交

付を受けた議員が議員でなくなったときは、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者

は、会派の解散の日又は議員でなくなった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当

月）分以降の政務活動費を区長に返還しなければならない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第９条 政務活動費は、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議へ

の参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図

るために必要な活動（以下「政務活動」という。）に要する経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができるものとする。 

全部改正〔平成25年条例１号〕 

（収支報告書等の提出） 

第10条 会派の代表者及び議員は、前年度分の政務活動費収支報告書（別記様式。以下「報告書」と

いう。）に、政務活動費の収支を表す出納簿（以下「出納簿」という。）及び領収書その他の証拠

書類（以下「領収書等」という。）を添えて、年度終了日の翌日から起算して30日以内に議長に提

出しなければならない。 

２ 政務活動費の交付を受けた会派が解散し、又は政務活動費の交付を受けた議員が議員でなくなっ

たときは、前項の規定にかかわらず、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者は、そ

の事実があった日の翌日から起算して30日以内に、報告書、出納簿及び領収書等を議長に提出しな

ければならない。 

３ 議長は、報告書を受け取ったときは、その写しを区長へ送付するものとする。 

４ 議長は、報告書、出納簿及び領収書等を当該報告書を提出すべきとされた期間の末日の翌日から

５年を経過するまで保存し、報告書及び出納簿を閲覧に供しなければならない。 

一部改正〔平成18年条例44号・25年１号〕 

（透明性の確保） 

第11条 議長は、報告書、出納簿及び領収書等について必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適

正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。 
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全部改正〔平成25年条例１号〕 

（政務活動費の返還） 

第12条 区長は、会派及び議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該会派及

び議員がその年度において行った政務活動費による支出（第９条に規定する政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残余

の額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、規則で定める。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

附 則 

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 杉並区特別職報酬等審議会条例（昭和39年杉並区条例第35号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成14年６月21日条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年４月30日条例第19号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年12月11日条例第44号） 

１ この条例は、平成19年５月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政務調査

費については、なお従前の例による。 

附 則（平成20年10月14日条例第28号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年２月20日条例第１号） 

１ この条例は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前にこの条例による改

正前の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規定により交付した政

務調査費については、なお従前の例による。 

別表（第９条関係） 

政務活動に要する経費 

項目 内容

調査研究費 区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託

に要する経費 

（調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費） 

研修費 １ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要

する経費 

（会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費） 

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会

派又は議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費 

（参加費・会費、宿泊費、交通費） 

広聴広報費 １ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴

取、区民相談等の活動に要する経費 

（資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、文書通信費） 

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する

経費 



- 294 -

（印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費） 

要請陳情等活

動費 

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費 

（資料印刷費、交通費、文書通信費） 

会議費 １ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費 

（資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費） 

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加

に要する経費 

（参加費・会費、交通費、文書通信費） 

資料作成費 会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 

（印刷・製本費、原稿料） 

資料購入費 会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経

費 

（書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、有料データベース利用料） 

事務費 会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

（事務用品・備品購入費、事務機器等借上費、インターネット接続料、文書

通信費） 

事務所費 会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

（事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴＶ・電話回線敷設料） 

人件費 会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

（賃金、社会保険料、交通費） 

備考 括弧内は、例示とする。 

追加〔平成25年条例１号〕 

様式（省略） 
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資料２ 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則 

平成13年３月30日 

規則第35号 

 改正 平成19年３月30日規則第48号 平成25年２月20日規則第２号 

〔題名改正〕 

（趣旨） 

第１条 この規則は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

全部改正〔平成25年規則２号〕 

（議長に対する届出） 

第２条 条例第５条第１項及び第２項の規定による届出は、会派に係る政務活動費の交付に関する届

（第１号様式）によるものとする。 

２ 条例第５条第３項の規定による届出は、議員に係る政務活動費の交付に関する届（第２号様式）

によるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付対象に係る通知） 

第３条 条例第６条第１項の規定による通知は、政務活動費交付対象者状況通知書（第３号様式）に

よるものとする。 

２ 条例第６条第２項の規定による通知は、政務活動費交付対象者変更通知書（第４号様式）による

ものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付決定通知書） 

第４条 条例第７条の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第５号様式）によるものとす

る。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付請求書） 

第５条 条例第８条第１項及び第４項の規定による請求は、政務活動費交付請求書（第６号様式）に

よるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（政務活動費出納簿） 

第６条 条例第10条第１項に規定する出納簿は、政務活動費出納簿（第７号様式）によるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（返還命令書） 

第７条 条例第12条の規定による返還の命令は、政務活動費返還命令書（第８号様式）によるものと

する。 

一部改正〔平成19年規則48号・25年２号〕 

附 則 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第48号） 

この規則は、平成19年５月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月20日規則第２号） 

１ この規則は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行

規則の規定は、この規則の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した

政務調査費については、なお従前の例による。 
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様式（省略） 
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資料３ 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程 

平成19年３月30日 

議長訓令甲第１号 

 改正 平成20年４月１日議長訓令甲第２号 平成22年４月１日議長訓令甲第２号 

平成23年３月31日議長訓令甲第１号 平成24年３月30日議長訓令甲第１号 

平成25年２月28日議長訓令甲第１号 

〔題名改正〕 

平成26年３月31日議長訓令甲第１号 

平成27年３月31日議長訓令甲第１号 平成28年３月31日議長訓令甲第２号 

平成29年３月31日議長訓令甲第１号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）及び杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の

交付に関する条例施行規則（平成13年杉並区規則第35号）に定める政務活動費の取扱いについて、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第104条に規定する議長の権限に基づき、必要な事項を定めるも

のとする。 

全部改正〔平成25年議長訓令甲１号〕 

（支出基準） 

第２条 次に掲げる経費は、条例別表で定める政務活動に要する経費（以下「政務活動に要する経費」

という。）に該当しないものとする。 

(１) 選挙活動に関する経費

(２) 政党活動に関する経費

(３) 後援会活動に関する経費

(４) 交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費

(５) 飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催する会合に伴うものを除

く。）に関する経費

(６) 条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の目的に合致しない個

人的技能の習得に関する経費

(７) 日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費

(８) 自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費

(９) その他政務活動の目的に合致しない経費

２ 政務活動費の交付を受けた会派及び議員は、一の経費のうちに政務活動に要する経費及びその他

のものが含まれるときは、政務活動に要する経費相当額を区分し、政務活動費により支出しなけれ

ばならない。 

３ 政務活動に要する経費の細目は、別表のとおりとする。 

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕 

（領収書等の提出） 

第３条 条例第10条第１項及び第２項に規定する領収書その他の証拠書類（次項に規定する第２号様

式を除く。）は、領収書等貼付用紙（第１号様式）にそれぞれ貼付するものとする。 

２ 会派及び議員が政務活動のため交通機関を利用して出張し、その実費を政務活動費により支出す

る場合は、政務活動交通費記録簿（第２号様式）を作成するものとする。 

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕 

（帳票類等の提出） 

第４条 条例第５条第１項の規定による届出を行った会派の経理担当者及び同条第３項の規定による

届出を行った議員は、政務活動費を次の各号に掲げる経費に充てたときは、当該各号に掲げる帳票

類等を作成し、条例第10条第１項に規定する政務活動費収支報告書に添えて議長に提出するものと

する。 
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(１) 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１万円以下の場合を除く、視察による調査研究又は研

修会、講演会等への参加に要する経費 政務活動視察報告書（第３号様式）

(２) 広報紙の作成に要する経費 当該広報紙

(３) 備品の購入に要する経費 備品台帳の写し

(４) 事務所の賃借料 事務所の賃貸借契約書の写し又は事務所の図面及び写真等、事務所の要件

を具備していることを証明する書類

(５) 事務等を補助する職員を雇用する経費 雇用契約書の写し又はその者の氏名、住所、生年月

日、業務内容、賃金及び雇用期間等、勤務の実情を証明する書類

２ 議長は、前項の帳票類等について、条例第10条第４項に規定する期間まで保存し、政務活動視察

報告書及び広報紙を閲覧に供しなければならない。 

一部改正〔平成23年議長訓令甲１号・24年１号・25年１号・26年１号・27年１号〕 

（その他） 

第５条 この規程の施行に関し必要な事項は、議長が定める。 

附 則 

１ この規程は、平成19年５月１日から施行する。 

２ この規程は、この規程の施行の日以後に交付する政務調査費について適用する。 

附 則（平成20年４月１日議長訓令甲第２号） 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成23年５月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月28日議長訓令甲第１号） 

１ この規程は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程の

規定は、この規程の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した政務調

査費については、なお従前の例による。 

附 則（平成26年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日議長訓令甲第２号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

政務活動に要する経費細目 

項目 内容

調査研究費 ○月極駐車場代の支出割合の上限は1/2とする

○ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン

代を除く）の支出割合の上限は1/2とする（ただし、議員１人当たり月額

5,000円を限度とする）

○スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行

き先）や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政

務活動交通費記録簿」に代えることができる

○タクシー利用額の上限は年額240,000円とする（ただし、可能な限り他の公

共交通機関を利用する）

研修費 ○懇親会費の計上はできないものとする
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○政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする

○政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとする

○大学、大学院及び専門学校等に係る学費の計上はできないものとする

○宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が10,000円以下の研修会、講演会等に

参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、開催日

時、会場、主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレジュメを添

付する

広聴広報費 ○広聴広報活動における茶菓代については、１人につき500円を限度とし、領

収書等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する

○区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は1/2とする

（ただし、議員１人１回当たり5,000円を限度とする）

○印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に即して按分する

○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額30,000円を超

えることはできない

また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする

○ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に即して按分する

要請陳情等活

動費 

○細目なし

会議費 ○会議等を主催する場合の茶菓代については、１人につき500円を限度とし、

領収書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する

資料作成費 ○細目なし

資料購入費 ○購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とす

る

○所属政党発行の機関紙の購読については、議員１人当たり１部のみとする

○電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではな

く、「事務費」（事務用品・備品購入費）として取扱う

事務費 ○50,000円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成し

管理する

○備品購入費については、実態に即して按分する

なお、購入・買替えに当たっては、所得税法（昭和40年法律第33号）上の

減価償却資産に係る耐用年数を参考にする

また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする

○ポイントカード制を導入している小売店で物品等を購入する際、一定割合

のポイントが還元され、次回以降の購入でポイント相当額を代金に充当で

きる場合は、還元されたポイントが領収書で確認可能な限りにおいて、そ

のポイント相当額を控除して支出する

○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額30,000円を超

えることはできない

また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする

○はがきを購入する場合は、議員１人当たり年額30,000円を超えることはで

きない

また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする

○インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信

費については、実態に即して按分する

○通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする

固定電話（事務所専用） 1/2 

固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ

あり） 
1/2 

固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ1/4 
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なし） 

○政務活動に使用する電話・ＦＡＸについては必要最小限の台数とし、その

番号を議長に届け出るものとする

○名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする

事務所費 ○事務所賃借料について

 自

己

所

有 

計上できない 

 賃

借 

事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は1/2とする 

自宅兼用 計上できない 

※自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう

※個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金

額の上限は月額50,000円とする

○事務所光熱水費について

 自

己

所

有 

計上できない 

 賃

借 

事務所専用 事務所光熱水費の支出割合の上限は1/2とする 

自宅兼用 計上できない 

人件費 ○議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない

○議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出

割合の上限を1/2とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤

務内容と日給・時給等を明記の上、議員１人当たり月額50,000円を上限と

して勤務実績に応じた額とする

追加〔平成20年議長訓令甲２号〕、一部改正〔平成22年議長訓令甲２号・23年１号・24年

１号・25年１号・26年１号・27年１号・28年２号・29年１号〕 

様式（省略） 



 

平成 29 年 4 月 

杉並区議会事務局 

政務活動費の支出に関する事務処理について 

（平成 29 年度版） 

資料４ 
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1 

Ⅰ  基 本 編 

１ 政務活動費支出の基本的考え方 

（１）実費弁償の原則

 政務活動費は、議員の調査研究、及びその他の活動に資するため必要な

経費の一部として交付されるものであり、必要経費の一部を実費として充

当する（実費弁償）ものでなければならない。 

（２）按分の原則

 政務活動費の支出に当たっては、調査研究活動とそうでない部分とを合

理的に区分することが困難である場合には、社会通念上相当な割合による

按分をして、政務活動に資するために必要な費用の金額を確定しなければ

ならない。 

（３）透明性の原則

  区民に対する説明責任を果たすために、政務活動費の使途の透明性を高

めていくものとする。使途内容を区民に説明できるよう留意して調査研究

その他の活動を行わなければならない。また、政務活動費を効率的かつ有

効に活用し、調査研究その他の活動の成果を広く区民に周知するように努

めなければならない。 

（「政務調査費検討会」報告書（平成２０年３月）より抜粋）
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２ 政務活動費とは 

地方自治法 第１００条 

第１４項 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会

の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部

として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を

交付することができる。この場合において、当該政務活動費の

交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てる

ことができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

第１５項 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定

めるところにより、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告

書を議長に提出するものとする。 

第１６項 議長は、第１４項の政務活動費については、その使途の透明

性の確保に努めるものとする。 

凡 例 

自治法 ： 地方自治法 

 条 例 ： 杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例 

 規 則 ： 杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則 

 規 程 ： 杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程 
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３ 政務活動費を充てることができる経費の範囲 

（条例第９条「別表」より）

調査研究費 

 区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要

する経費 

研 修 費 

１ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要する

経費 

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会派

又は議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費 

広聴広報費 

１ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴

取、区民相談等の活動に要する経費 

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する経

費 

要請陳情等活動費 

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費 

会 議 費 

１ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費 

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加に

要する経費 

資料作成費 

会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 

資料購入費 

会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費 

事 務 費 

会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

事務所費 

会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

人 件 費 

会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費 
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４ 政務活動費として支出できない経費（規程第２条）

１ 選挙活動に関する経費 

２ 政党活動に関する経費 

３ 後援会活動に関する経費 

４ 交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費 

５ 飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催す

る会合に伴うものを除く。）に関する経費 

６ 条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の

目的に合致しない個人的技能の習得に関する経費 

７ 日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費 

８ 自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費 

９ その他政務活動の目的に合致しない経費 

政務活動に要する経費と上記１～９の経費が混在する場合は、それぞれ

に相当する部分を区分する必要があります。困難である場合は、社会通念

上相当な割合による按分をして、政務活動に資するために必要な費用の金

額を確定しなければなりません。（按分の原則）
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Ⅱ  手 続 編 

１ 各支出項目の細目・留意事項

★支出計上にあたって特に留意する必要がある事項 ・・・６

調査研究費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

研 修 費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

広聴広報費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

要請陳情等活動費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５

会 議 費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

資料作成費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

資料購入費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８

事 務 費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

事 務 所 費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３

人 件 費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
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支出計上にあたって特に留意する必要がある事項 

 次に掲げる各支出経費について計上する場合には、誤解を招かないよう特に

説明をする必要があります。 

交通費 公共交通機関 一般的に合理的でない経路による場合 

タクシー代 利用時間が夜間・深夜に及ぶ場合 

頻繁に利用する場合 

区外を目的地とする利用 

高額な利用の場合 

⇒可能な限り他の公共交通機関を利用します。

ガソリン代 ひと月当たりの給油頻度が高い場合 

ゴールデンウィーク、お盆、年末年始及びその前後に給

油する場合 

有料駐車場 利用時間が夜間・深夜に及ぶ場合 

区外での利用の場合 

書籍代 政務活動との関連が疑わしいもの、娯楽性の高いものな

ど 

郵送料 切手・官製はがきの頻繁な購入 

切手・官製はがきの大量購入 

郵便区内特別郵便制度（割引・別納）を使用しない場合 

年度末の購入 

⇒切手・官製はがきの購入には、上限額、上限枚数の

設定があります。（ただし、官製はがきは事務費と

して計上する場合のみ）

⇒原則、年度内で使用します。

備品・消耗品購入 年度末の購入・まとめ買い 

毎年にわたるＰＣ関連品の購入 

高い按分割合の設定（1/2 を超えるなど） 

高額・高性能な備品等 

事務所賃料 按分割合の合理性 

⇒事務所としての表示（看板・表札）が必要です。

要注意
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調 査 研 究 費 

区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要

する経費 

［支出の参考例］ 調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費 

 

 

◆支出にあたっての留意事項

【月極駐車場代】 

「賃貸借契約書」の写しを添付します。 

【ガソリン代】 

 ひと月あたりの給油頻度が多い場合、ゴールデンウィーク・お盆・年末

年始及びその前後に計上する場合は、誤解を招かないよう説明が必要です。 

○ 月極駐車場代の支出割合の上限は１／２とする。

○ ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン代を

除く）の支出割合の上限は１／２とする。（ただし、議員１人当たり月額５，

０００円を限度とする）

○ スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行き

先）や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政務活動交

通費記録簿」に代えることができる。

○ タクシー利用額の上限は年額２４０，０００円とする。

（ただし、可能な限り他の公共交通機関を利用する。）

政務活動に要する経費細目 
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【交通費の実費】 

○ 宿泊を伴う、或いは航空券・ＪＲ指定席券及び乗車券を購入する場合

は、交通機関窓口または旅行代理店から必ず領収書の発行を受けます。 

○ 日常の政務活動に係る近隣の交通費や、視察先等において利用当日別

途必要となった交通費（ＪＲ・私鉄・地下鉄・バス運賃、タクシー代）

については、領収書の発行が一般的ではないケースが多いため、ひと

月分を日付順に、「政務活動交通費記録簿」に記載します。

（１） 公共交通機関

○ スイカ・パスモ等を使用して交通機関を利用した場合は、交通実費

を「政務活動交通費記録簿」に記載するか、または「利用明細（履

歴）」を「領収書等貼付用紙」に貼付し、利用区間（出張先）や目

的（出張内容）等を備考欄等に補記します。

○ 一般的に合理的でない経路の場合は、誤解を招かないよう特に説明

が必要です。

（２） タクシー代

○ 「政務活動交通費記録簿」裏面に「領収書」を貼付します。（別紙

あるいは領収書等貼付用紙の利用も可）

○ 夜間から深夜の利用、区外を目的地とする利用、頻繁な利用、高

額な利用の場合は誤解を招かないよう説明が必要です。

○ 可能な限り、他の公共交通機関を利用するものとします。

（３） 駐車（駐輪）料金

「領収書」を「領収書等貼付用紙」に貼付し、備考欄に、「出張先」

「出張内容」を記載します。利用時間が夜間・深夜に及ぶ場合、区外

での利用の場合は、誤解を招かないよう説明が必要です。 
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（４）有料道路料金

 「領収書」を「領収書等貼付用紙」に貼付し、備考欄に、「出張先」

「出張内容」「利用区間」を記載します。 

【視察報告】 

 宿泊を伴うか、往復の交通費が 1万円を超える（往復の鉄道運賃や航空運賃

などをさす。現地のタクシー代・レンタカー代は含まない。）日帰りの視察・研

修参加経費を計上する場合は、「政務活動視察報告書」を添付します。 

○「領収書等貼付用紙」の取扱いについては、３３ページ参照

○「政務活動交通費記録簿」の記載については、３６ページ参照

○「政務活動視察報告書」の記載については、３８ページ参照
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研 修 費

１ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要す

る経費 

［支出の参考例］ 会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費 

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会 

派又は議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費 

［支出の参考例］ 参加費・会費、宿泊費、交通費 

 

 

◆支出にあたっての留意事項

【研修会・講演会等への参加費】 

参加の主たる目的が政務活動の場合のみ支出でき、政党活動や後援会活 

動が含まれる場合は按分が必要です。他の参加者との情報交換が有益だとし

ても、それを参加の主たる目的とすることはできません。 

○ 懇親会費の計上はできないものとする。

○ 政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする。

○ 政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとする。

○ 大学、大学院及び専門学校等に係る学費の計上はできないものとする。

○ 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１０，０００円以下の研修会、講演会等

に参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、開催日時、

会場、主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレジュメを添付する。

政務活動に要する経費細目 
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【講師謝礼金】 

適正な金額であることを示すため、テーマや講義時間等、講義内容の説

明が必要です。 

【交通費の実費】 

調査研究費の項を参照（８ページ） 

【研修受講報告】 

 宿泊を伴うか、往復の交通費が 1万円を超える（往復の鉄道運賃や航空運

賃などをさす。現地のタクシー代・レンタカー代は含まない。）日帰りの研修参

加経費を計上する場合は、「政務活動視察報告書」を添付します。 

○「政務活動視察報告書」の記載については、３８ページ参照

【会場借上げ費など】 

 会場費や機材借上げ費などの名目に、政務活動以外のものが含まれてい

ないか、注意が必要です。 

≪ 参 考 ≫ 

公共政策大学院等に係る授業料については、平成 27 年 4 月 1 日より計上で

きない取扱いとなりました。 

○「領収書等貼付用紙」の取扱いについては、３３ページ参照
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広 聴 広 報 費 

１ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴

取、区民相談等の活動に要する経費 

［支出の参考例］  資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、 

文書通信費 

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する

経費 

［支出の参考例］  印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費 

○ 広聴広報活動における茶菓代については、１人につき５００円を限度とし、

領収書等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する。

○ 区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は１／２とす

る（ただし、議員１人１回当たり５，０００円を限度とする）。

○ 印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に即して按分する。

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額３０，０００

円を超えることはできない。また、１回当たりの購入は、１００枚を限度

とする。

○ ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に即して按分する

政務活動に要する経費細目 
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◆支出にあたっての留意事項 

 

【区政に関わる諸団体が主催する会合】 

 

   区政に関わる諸団体が主催する会合とは、総会、新年会、忘年会、周年

行事、懇談会等とし、議員として出席した場合の会費を対象とします（た

だし、議員自らが所属している団体を除きます）。案内状または招待状を添

付します。 

 

【区政報告書などの印刷経費】 

 

○  区政報告書などの印刷物原本を添付します。封筒を印刷した場合は、

封筒も提出します。（４０ページを参照） 

 

○  選挙活動、政党活動、後援会活動などに関する記述がある場合は按分

が必要です。（紙面に占める割合での按分が合理的です。当該号発行に

要する全ての経費が按分の対象です。） 

 

【会場借上げ費など】 

 

   会場費や機材借上げ費などの名目に、政務活動以外のものが含まれてい

ないか、注意が必要です。 

 

【郵送費】 

 

○  可能な限り、郵便区内特別郵便（同時に１００通以上出す場合）や、

料金別納郵便等を活用することとし、切手の購入については、日常の

通信用に使用する切手も含めて（項目を問わず）、年額で３０，０００

円を上限とし、１回当たりの購入は１００枚を限度とします。 

 

○  官製はがきの利用については、大量に購入する場合には、誤解を招か

ないよう説明が必要です。（報告会の通知や返信用はがきとして利用す

る場合には「見本」を添付するなど。） 

 

○  切手・官製はがきは、購入した年度内に使用することが原則です。 
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【ホームページの運用管理経費】 

サイトに政務活動以外の内容が含まれる場合は、按分が必要となります

が、合理的な按分が困難な場合は、社会通念上相当な割合で按分します。 

【交通費の実費】 

調査研究費の項を参照（８ページ） 

○「領収書等貼付用紙」の取扱いについては、３３ページ参照
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要請陳情等活動費 

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費 

［支出の参考例］  資料印刷費、交通費、文書通信費 

◆支出にあたっての留意事項

【交通費の実費】 

調査研究費の項を参照（８ページ） 

【資料印刷経費・郵送費】 

広聴広報費の項を参照（１３ページ） 

○ なし

政務活動に要する経費細目 
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会 議 費 

１ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費 

［支出の参考例］  資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費 

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加

に要する経費 

［支出の参考例］  参加費・会費、交通費、文書通信費 

◆支出にあたっての留意事項

【交通費の実費】 

調査研究費の項を参照（８ページ） 

【資料印刷経費、郵送費、会場借上げ経費】 

広聴広報費の項を参照（１３ページ） 

○ 会議等を主催する場合の茶菓代については、１人につき５００円を限度と

し、領収書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する。

政務活動に要する経費細目 
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資 料 作 成 費 

会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 

［支出の参考例］  印刷・製本費、原稿料 

◆支出にあたっての留意事項

【資料印刷経費】 

広聴広報費の項を参照（１３ページ） 

○ なし

政務活動に要する経費細目 
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資 料 購 入 費 

会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費 

［支出の参考例］  書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、 

有料データベース利用料 

 

◆支出にあたっての留意事項

【書籍・雑誌・新聞・その他資料購入】 

タイトル、資料名のほか、継続的に発行されるものは「何月号」「何号」

「何月分」等を記載します。政務活動との関連が不明な書籍等については、

誤解を招かないよう説明が必要です。 

【定期購読】 

１年を超える購読料は支出できません。 

○ 購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とす

る。

○ 所属政党発行の機関紙の購読については、議員１人当たり１部のみとする。 

○ 電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではなく、

「事務費」（事務用品・備品購入費）として取り扱う。

政務活動に要する経費細目 
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事 務 費 

会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

［支出の参考例］  事務用品・備品購入費、事務機器等借上げ費、 

インターネット接続料、文書通信費

 

 

 

 

 

 

◆支出にあたっての留意事項

○ ５０，０００円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成

し管理する。

○ 備品購入費については、実態に即して按分する。なお、購入・買替えにあたっ

ては、所得税法上の減価償却資産に係る耐用年数を参考にする。また、任期満

了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする。

○ ポイントカード制を導入している小売店で物品等を購入する際、一定割合のポ

イントが還元され、次回以降の購入でポイント相当額を代金に充当できる場合

は、還元されたポイントが領収書で確認可能な限りにおいて、そのポイント相

当額を控除して支出する。 

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額３０，０００円を

超えることはできない。また、１回当たりの購入は、１００枚を限度とする。

○ はがきを購入する場合は、議員１人当たり年額３０，０００円を超えることは

できない。また、１回当たりの購入は、１００枚を限度とする。

○ インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費に

ついては、実態に即して按分する。

○ 通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする。

固定電話（事務所専用） １／２ 

固定電話（事務所自宅兼用 FAX あり） １／２ 

固定電話（事務所自宅兼用 FAX なし） １／４ 

○ 政務活動に使用する電話・FAX については必要最小限の台数とし、その番号を

議長に届け出るものとする。

○ 名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする。

政務活動に要する経費細目 
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【備品台帳】 

各自で作成し、管理します。様式は自由ですが、「見本」を参照して作成

し、区民の誤解を招かないよう適正な購入・管理を行う観点から、備品台

帳の写しを議長に提出します。 

○「備品台帳」の作成については、４１ページ参照

【実態に即した按分】 

備品や事務用品の物品の購入に当たり、実態に即して按分する場合には、

合理的な説明が必要です。 

 また、５０，０００円未満の物品についても、十分配慮する必要があり

ます。 

【所得税法上の耐用年数】 

 所得税法で定める主な器具・備品の「減価償却資産に係る耐用年数」は

次のとおりです。 

事務机・事務椅子・キャビネット 
主として金属製のもの １５年 

その他のもの ８年 

ラジオ・テレビジョン・テープレコーダーその他の音響機器 ５年 

パソコン 
サーバー用のものを除く ４年 

その他の電子計算機 ５年 

複写機、計算機（電子計算機を除く） 

電話設備その他の通信機器 

デジタル構内交換設備及びデジタルボタ

ン電話設備、（携帯電話機）

６年 

上記以外の電話設備その他の通信機器 １０年 

カメラ（デジタルカメラ） ５年 
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【備品管理上の諸注意】 

 

○ 購入から任期満了までの期間が、耐用年数に満たない備品の購入は、

個人の資産形成と捉えられる可能性が高いことに留意する必要があ

ります。 

 

○ 耐用年数内に再度備品を購入する場合は、合理的な説明が必要です。 

 

○ 備品の性能については、社会通念上、政務活動に必要な範囲内とす

るよう留意する必要があります。また、政務活動との関連が不明な

ものや高額な備品については、誤解を招かないよう説明が必要です。 

 

○ 任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えます。 

 

【ポイント制度を導入する小売店（家電量販店等）での購入】 

 

   購入により発生した「ポイント」が領収書（レシート）によって確認で

きる場合は、当該ポイント相当額を控除して計上します。また、貯めてお

いたポイントを使用して物品等を購入した場合は、当該ポイントを現金に

よる支払と同様に扱い、政務活動費として計上可能とします。 

 

【郵送費（切手・官製はがき）】 

 

○  可能な限り、郵便区内特別郵便（同時に１００通以上出す場合）や、

料金別納郵便等を活用することとし、切手の購入については、区政報

告書等に要するものも含めて（項目を問わず）、年額で３０，０００円

を上限とし、１回当たりの購入は１００枚を限度とします。 

 

○  官製はがきの購入については、事務費として計上する場合は、年額で

３０，０００円を上限とするとともに、１回当たりの購入も１００枚

を限度とします。（官製はがきの購入については、広聴広報費と取扱いが異

なることに注意。） 

 

○  切手・官製はがきは、購入した年度内に使用することが原則です。 

 

      広聴広報費の項を参照（１３ページ） 
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【携帯電話・スマートフォン等の料金】 

○ 使用実態に即して按分します。

○ 月々の料金に携帯電話・スマートフォン本体の分割払い料金が含まれ

ている場合がありますが、分割購入の場合も本体価格が５０，０００

円以上であれば、備品台帳を作成する必要があります。

【事務用品等購入にあたっての留意点】 

 事務用品、備品購入費支出の際、年度末の購入（特にまとめ買い）、毎年

にわたる購入、適切なサイクルによらない購入、按分割合が高い計上の場

合は、誤解を招かないよう説明が必要です。 

○「領収書等貼付用紙」の取扱いについては、３３ページ参照
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事 務 所 費 

会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

［支出の参考例］  事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴV・電話回線敷設料 

○ 事務所賃借料について

自
己
所
有 

計上できない 

賃 
 

借 

事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は１／２とする。 

自宅兼用 計上できない 

※ 自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう。

※ 個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金額の

上限は、月額５０，０００円とする

○ 事務所光熱水費について

自
己
所
有 

計上できない 

賃 
 

借 

事務所専用 事務所光熱水費の支給割合の上限は１／２とする。 

自宅兼用 計上できない 

政務活動に要する経費細目 
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◆支出にあたっての留意事項

[事務所の賃料] 

 「自己または生計を一にする親族」所有の物件を事務所として使用する 

場合は支出できません。 

【生計を一にする親族（所得税基本通達 2－47）】 

○ 親族が同一の家屋に起居している場合には、明らかに互いに独立した

生活を営んでいると認められる場合を除き、これらの親族は生計を一

にするものとします。

また、「生計を一にする」とは、必ずしも同一の家屋に起居している

ことをいうものではないから、勤務、修学、療養等の都合上他の親族

と日常の起居を共にしていない親族がいる場合であっても、次に掲げ

る場合に該当するときは、これらの親族は生計を一にするものとする。 

イ 当該他の親族と日常の起居を共にしていない親族が、勤務、修

学等の余暇には当該他の親族のもとで起居を共にすることを

常例としている場合

ロ これらの親族間において、常に生活費、学資金、療養費等の送

金が行われている場合

【事務所費支出の要件】 

○ 事務所には、看板・表札など、政務活動のため必要な事務所としての

表示等を有していることが必要です。

○ 事務所の賃料等を計上する場合は、「事務所の要件を具備しているこ

とを証明する書類」が必要です。具体的には、「賃貸借契約書の写し」、

「事務所の図面及び写真等」の添付が必要です。（４１ページ参照）

○ 議員の親族が経営する会社・店舗等の一部を事務所として賃貸する場

合は、誤解を招かないよう説明が必要です。
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人 件 費

会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

［支出の参考例］  賃金、社会保険料、交通費 

 

◆支出にあたっての留意事項

【生計を一にする親族（所得税基本通達 2－47）】 

事務所費の項を参照（２４ページ） 

【議員活動全般を補助する職員】 

○ 按分が必要です。支出割合の上限は１／２です。

○ 計上に際しては、「雇用契約書の写し」を添付する必要があります。 

【政務活動のみを補助する職員】 

○ 基本的に按分は不要ですが、例えば、区政報告やホームページに関

連する業務に従事した場合など、印刷製本費など他の経費において按

分を行っている場合には、当該按分率を適用します。

○ 計上できる月額の上限は５０，０００円です。

○ 議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない

○ 議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出割

合の上限を１／２とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤務

内容と日給・時給等を明記のうえ、議員１人当たり月額５０，０００円を上限

として勤務実績に応じた額とする。

政務活動に要する経費細目 
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○ 計上に際しては、補助する「職員の氏名・住所・生年月日・業務内

容・賃金・雇用期間等」勤務の実情を証明する書類を提出します。

【定期的な勤務の補助職員】 

 例えば、毎週月～金曜日・午前９時～午後３時の勤務のように、勤務日

数が定期的な場合は、政務活動のみの補助とは捉えられない可能性が高い

ことから、誤解を招かないよう説明をする、または「議員活動全般を補助

する職員」として按分するなどの取扱いが必要です。 

○「勤務の実情を証明する書類」の作成については、４２ページ参照
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２  提 出 書 類

＜収支報告及び領収書その他の証拠書類の取扱い＞ 

収支報告について ・・・・・・・・・・２９

提出書類について ・・・・・・・・・・２９

１ 政務活動費収支報告書 ・・・・・・・・・・３０

２ 政務活動費出納簿 ・・・・・・・・・・３１

３ 領収書及び領収書等貼付用紙 ・・・・・・・・・・３３

４ 政務活動交通費記録簿 ・・・・・・・・・・３６

５ その他添付書類 ・・・・・・・・・・３８

収支報告書等の保存及び閲覧について ・・・・・・・・・・・４２
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収支報告について 

会派の代表者、議員は、前年度分の「政務活動費収支報告書」に、政務活動

の収支を表す「出納簿」及び「領収書その他の証拠書類」を添えて年度終了日

の翌日から起算して 30 日以内に議長に提出しなければなりません。 

（条例第１０条第１項） 

提出書類について（作成方法等詳細は次ページ以降を参照）

Ⅰ 「政務活動費収支報告書」（条例別記様式） 

Ⅱ 「政務活動費出納簿」（規則第７号様式） 

Ⅲ 「領収書その他の証拠書類」 

（「領収書等貼付用紙」（規程第１号様式）に貼付または別紙添付） 

なお、次の経費を計上する（支出した）場合は、それぞれ以下の書類を 

提出します。 

① 交通費 ・・・・ 「政務活動交通費記録簿」（規程第２号様式） 

② 宿泊を伴うか、または往復の交通費が１万円を超える

日帰りの調査・研修会等の経費

・・・・ 「政務活動視察報告書」（規程第３号様式） 

③ 広報紙発行に要する経費 ・・・ 作成した「広報紙」等

④ 備品の購入 ・・・ 「備品台帳の写し」

⑤ 事務所の賃借料等 ・・ 「事務所の要件を具備していることを証明 

する書類」 

⑥ 補助職員の賃金等 ・・ 「政務活動補助職員の勤務の実情を証明する 

書類」 
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１「政務活動費収支報告書」（条例別記様式） 

○ 原本を提出します。写しは５年間保存します。

（平成２９年度分は平成３５年４月３０日が過ぎるまで保存） 

○ 平成３０年５月１日から閲覧に供するとともに、７月を目途に区議

会ホームページに掲載します。

① 日 付

議長（事務局）への提出日を記載します。 

② 議員名

政務活動費を会派で受けている場合には「会派名」「代表者氏名」を、 

議員個人で受けている場合は「議員名」を記載します。 

③ 備考欄

項目ごとに「主な支出内容」を記載します。 

④ 支出額の合計

交付額の範囲内で収支報告するものとします。 

※「政務活動費収支報告書」の記載例については、４５ページ参照
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２「政務活動費出納簿」（規則第７号様式） 

○ 原本を提出します。写しは５年間保存します。

（平成２９年度分は平成３５年４月３０日が過ぎるまで保存） 

○ 平成３０年５月１日から、政務活動費収支報告書とともに閲覧に供

します。

① 日 付

 領収書の日付、口座振替など、入出金のあった日を記載します。ただ

し、調査研究費などひと月にまとめた交通費は、月の末日に計上します。 

② 摘 要

支出内容・按分率等を記載します。主な記載例は次のとおりです。 

物品購入 事務用品代（上質紙、プリンタインク）1/2 

資料購入 資料代（○○区△△に関する資料） 

書籍購入 書籍代（○○題名、外３冊） 

雑誌購入 雑誌代（月刊●● ○月○日号）

備品リース コピー機リース料（○月分） 1/2

補助職員賃金 政務活動補助職員賃金（○月分 氏名） 

区政報告発行経費 
区政報告印刷代（○月○日発行号） 4/5 

区政報告郵送料金（○月○日発行号） 4/5 

光熱水費 事務所電気料（○月分） 1/2 

電話料金 事務所電話料（○月分、FAX あり） 1/2 

講師謝礼 講師謝礼（○○に関する勉強会） 

研修等参加費 研修会参加費（○○に関する研修） 

交通費 交通費（○月分） 

駐車料金 駐車料（区民相談） 

有料道路通行料 高速料金（東京―○○/○○市立施設視察） 

地方視察経費 宿泊費（○○市視察） 

※年に複数回支払う場合は、（○月分）（○月○日発行分）等と

明確に記載します。
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③ 項 目

当該経費について、該当する「項目」（条例第９条別表に掲げる）を

記載します。「項目」それぞれの金額の合計が、収支報告書の「支出」

欄に記載されることになります。 

④ 整理番号

 出納簿の記載順（昇順）に、機械的に番号をふります。「月単位」「年

間を通して」、どちらでも構いません。整理番号は、領収書等貼付用紙、

交通費記録簿、視察報告書等、関係書類にも必ず記載し、相互に照らし

合わせることができるようにします。 

⑤ 受・払・残

「受」は政務活動費の振込金額（年４回）を、「払」は支出金額を、「残」

は支出金額を控除した残額を記載します。 

※参考

平成２９年度政務活動費振込日

（予定） 

４～６月分  ４月１０日（月） 

７～９月分  ７月１０日（月） 

１０～１２月分 １０月１０日（火） 

１～３月分   １月１０日（水） 

※「政務活動費出納簿」の記載例については、４６・４７ページ参照
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３「領収書」及び「領収書等貼付用紙」 

 「領収書その他の証拠書類」は、領収書等貼付用紙にそれぞれ貼付します。 

（規程第３条第 1項） 

（１）「領収書」について 

○ 領収書（レシート）は、必ず原本を添付します。サイズが大きい領

収書（レシート）であっても、切らずに、折るなどしてそのまま、

「領収書等貼付用紙」に貼付します。

○ レジスター等の機器で印字された領収書（レシート）については、

「発行者」「金額」「日付」「取引内容」が明記されていることが必

要です。

○ 印刷・印字が劣化する恐れがある場合は、コピーを取り、原本とと

もに添付しておくか、または「発行者」「金額」「日付」「取引内容」

等を、領収書等貼付用紙の備考欄に補記します。

① 「宛名」について

○ 原則として、議員本人名義以外の領収書は無効です。

○ 通信費など各種サービスの契約者が配偶者や会社名義になってい

る場合のみ、「領収書原本」「宛名が配偶者や会社名義であることの

説明」「配偶者・会社が発行する証明書」の３点をもって、例外的

な取扱いができることとします。

○ 手書き領収書の場合は「宛名」の記載が必要です（「上様」は不可）。

○ レジスター等の機器で印字された領収書（レシート）で、金額が５

万円以上の場合は、改めて宛名を明記した領収書の発行を求めるか、

宛名欄があれば宛名の記載を求めます。５万円未満であっても、一

般的な領収書の形式を取っているものについては、「宛名」を記入

してもらいます。
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② 「領収書」以外の証拠書類での代用

光熱水費・電話料金など、口座振替・クレジットカード払いとしてい

る場合であっても、原則として、領収書の原本の提出が必要ですが、紛

失等やむをえない事情があると認められる場合（特に、インターネット

接続料は、領収書が発行されないケースがあります。）次のように取り

扱います。 

○ 口座振替による支払いの場合は、振替口座の通帳の該当ページの写

しを提出します。

○ クレジット会社が発行する利用明細書、及び振替口座の通帳の該当

ページの写しを提出します。

○ 当該通帳原本は、５年間保存します。

（２）「領収書等貼付用紙」（規程第１号様式） 

① 出納簿整理番号

 該当する出納簿の月分と「整理番号」を記載し、相互に照らし合わせ

ることができるようにします。複数の領収書を貼付する場合は、該当す

る全ての整理番号を記載します（枠外でもかまわない）。 

② 領収書等貼付欄

○ 領収書を複数枚貼付する場合は、他の領収書と重なったり、備考欄

の記載事項が隠れないようにします。

○ サイズが大きい領収書（レシート）であっても、切らずに、折るな

どしてそのまま、「領収書等貼付用紙」に貼付します。

○ サイズが大きい証拠書類等は、別紙添付とし、領収書等貼付用紙に

は、「別紙のとおり」「支出の明細は別紙のとおり」など貼付欄に記

載します。
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③ 備考欄

 出納簿に「支出内容」を書ききれない場合や、以下のような特別の説

明を必要とする場合に記載します。なお、説明資料がある場合は「別

紙」として提出します。 

ア 領収書の金額と出納簿記載の金額が異なる場合、説明を記載します。 

○ 複数購入したもののうち、一部を計上する場合

（事務用品・書籍購入などの場合に、計上する品目を特定するなど）

○ 按分により計上する場合

（賃料・備品購入の按分率・計算式等を記載するなど）

○ 発生ポイント分を控除して計上する場合

（家電量販店等の購入において、値引き相当額を明示するなど）

イ 領収書、出納簿の記載内容では購入等した品目を確認できない場合、

品名や内訳などを記載します。 

ウ 政務活動との関連性がわかりにくい場合、必要性など、適正な支出

であることを示すため、以下のような説明を記載します。 

○ 講師謝礼について、目的や内容、区政との関連性などを記載する。 

○ 施設の入場料・観覧料など、視察目的等を記載する。

○ 備品購入に際して、利用目的や按分の考え方などを記載する。

○ 郵送料の支出に関して、何をいつ何部郵送したかなど具体的に記載

する。

○ ホームページの更新料について、ＵＲＬや更新の目的、更新した内

容などの説明を記載する。

※「領収書等貼付用紙」の記載例については、４８ページ参照
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４「政務活動交通費記録簿」（規程第２号様式） 

 政務活動のため交通機関を利用して出張する場合は、「政務活動交通費記

録簿」を作成します。（規程第３条第２項） 

① 全般的事項

○ 日常の政務活動に係る近隣の交通費や視察先において別途必要とな

った交通費（ＪＲ・私鉄・地下鉄・バス運賃、タクシー代）について

は、領収書の発行が一般的ではないケースが多いため、ひと月分を日

付順に記載します。

○ 調査研究費、研修費など、項目別に作成し、出納簿には、月末の日付

で「交通費（○月分）」とその月の合計額を記載します。

○ タクシーや鉄道・バスで、領収書（レシート）が発行される場合は、

「政務活動交通費記録簿」の裏面（または別紙）に貼付します。

○ スイカ・パスモ等を使用して交通機関を利用した場合は、交通実費を

「政務活動交通費記録簿」に記載するか、または「利用明細（履歴）」

を「領収書等貼付用紙」に貼付し、利用区間（出張先）や目的（出張

内容）等を備考欄等に補記します。

※「利用明細（履歴）」に関する注意事項

① スイカについて

履歴の印字は直近の利用分最大 50 件まで印字可能ですが、１

日の利用件数が 21 回以上の場合、一部印字できない場合があ

ります。また、一度印字された履歴は再印字できず、利用か

ら 26 週間を超えた履歴は印字できません。

② パスモについて

履歴の印字は直近の利用分、最大 20 件まで印字可能です。た

だし、一部の鉄道事業者では直近 26 週間以内の最新 100 件ま

で印字可能な事業者があります。

③ スイカ・パスモ共通

バスを利用した場合は、バスの事業者名しか印字されません。 
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○ 宿泊を伴う視察・研修で、航空券・ＪＲ指定席券及び乗車券を（事前

に）購入する場合は、交通機関窓口または旅行代理店から必ず領収書

の発行を受け、「３ 領収書及び領収書等貼付用紙」により取り扱い

ます。

○ ガソリン代、有料道路通行代、駐車・駐輪料金については、「３ 領

収書及び領収書等貼付用紙」により取り扱います。

② 出納簿整理番号

該当する出納簿の月分と「整理番号」を記載し、相互に照らし合わせる

ことができるようにします。複数ページにわたるときは、枝番を付けるな

ど工夫して記載します。 

③ 日

当該交通機関を利用した日を記載します。 

④ 出張先

施設の名称など行き先を具体的に記載します。ただし、相談等で個人宅

が行き先の場合は、区民宅（地名・町名）である旨記載します。 

⑤ 利用交通機関

「鉄道」「バス」「タクシー」に区分して記載します。 

⑥ 経路

○ 出発駅―到着駅を記入し、往復であればその旨を記載します。なお、

タクシーの場合は、地名・町名・施設の名称などを記載します。

○ タクシー、鉄道・バスで、領収書が発行された場合は、領収書ごと

に経路を区切って記載します。
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⑦ 備考欄

  出張内容・目的を記入します。また、一般的に合理的でない経路の場合

に、その経路とした理由など、交通費計上に関して説明等があれば記載し

ます。 

※「政務活動交通費記録簿」の記載例については、４９ページ参照

５「その他添付書類」 

次の各号に掲げる経費に充てたときは、当該各号に掲げる帳票類等を 

作成し、政務活動費収支報告書に添えて提出します。（規程第４条） 

（１） 「政務活動視察報告書」（第１号・規程第３号様式）

 宿泊を伴うか、または、往復の交通費が１万円を超える日帰りの視察

による調査研究又は研修会、講演会等への参加に要する経費を計上する

場合は、「政務活動視察報告書」を作成し提出します。 

① 全般的事項

○ 別途報告書類を作成する場合は、「政務活動視察報告書」を表紙に

し、作成した書類を添付します。報告書の概要欄には「添付報告書

類のとおり」のように記載します。

○ 複数の議員による視察等で、連名で報告書を提出する場合も、それ

ぞれ参加した議員に提出していただく必要があります。この際、代

表者１名は通常どおり「政務活動視察報告書」を記載し、添付報告
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書類、資料等を提出します。その他の議員については、「政務活動

視察報告書」については通常どおり作成の上、概要欄に「連名で作

成したため、○○議員の視察報告書を参照」のように記載します。

資料等の添付は不要です。 

○ 会派で政務活動費を受け取っている場合は、会派名で提出します。 

○ 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１万円以下の研修会や講演会

等に参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に、「研修会・講

演会等の名称」「開催日時・会場名」「設置主体・主催者」「概要」

などを記載します。また、可能な限り「資料」「レジュメ」を添付

します。

○ 平成３０年５月１日から、政務活動費収支報告書等とともに、添付

資料も含め閲覧に供します。

② 会派・議員名

 政務活動費を会派で受け取っている場合は「会派名」を、個人で受け

取っている場合は「個人名」を記載します。 

③ 出納簿整理番号

 該当する出納簿の月分と「整理番号」を記載し、相互に照らし合わせ

ることができるようにします。当該調査研究、研修会・講演会等に計上

した全ての整理番号を記載します。 

④ 実施日

調査研究を実施した期間、研修会等に参加した日付等を記載します。 

⑤ 参加者氏名

参加した者（議員）の氏名を記載します。 
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⑥ 視察先

 「訪問先の施設名（研修会場）・担当部署」等と、「道府県名・市町村

名」を記載します。 

⑦ 視察目的

何を調べる（学ぶ）ために訪問（出張）したのか、簡潔に記載します。 

⑧ 行 程

往復の経路について、利用交通機関や区間等を記載します。 

⑨ 概 要

 政務活動による調査研究（研修受講）であることがわかるよう、区政

との関連性など記載するとともに、視察先で入手した資料の写し、レジ

ュメなど内容がわかる資料があれば添付します。 

※「政務活動視察報告書」の作成については、５０ページ参照

（２） 「広報紙」（第２号）

○ 区政報告など、広報紙の作成に要する経費を計上する場合は、当該

広報紙を提出する。封筒、同封するはがき等を作成した場合は、当

該封筒・はがきもあわせて提出します。

○ 平成３０年５月１日から、政務活動費収支報告書等とともに閲覧に

供します。
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（３） 「備品台帳の写し」（第３号）

備品の購入に要する経費を計上する場合は、「備品台帳（様式自由）の

写し」を提出します。ただし、備品台帳には、「品目及び形態・型番」「数

量」「購入価格」「取得年月日・廃棄年月日」「設置場所（所在地）」を記

載しておくとともに、その他付属品やクレジットカード払いの支払日（出

納簿に記入した日）など、備考欄を設けておき記入しておく必要があり

ます。備品台帳の参考例を用意しています。 

備品台帳の原本は、各自（各会派）で保管します。 

※「備品台帳」の作成例については、５１ページ参照

（４）「事務所の要件を具備していることを証明する書類」（第４号）

① 事務所の賃借料や光熱水費等を計上する場合は、事務所の要件を具備し

ていることを証明する「賃貸借契約書の写し」又は「事務所の図面及び

写真等」の書類を提出します。

② 事務所専用の物件を賃借する場合は、「賃貸借契約書の写し」または「賃

貸人・支払先・物件所在地・賃料が確認できる書面」を添付します。
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（５） 「政務活動補助職員の勤務の実情を証明する書類」（第５号）

① 議員活動全般を補助する職員を議員事務所や会派事務所で定期的に雇用

している職員について計上する場合は、「雇用契約書」の写し

② 特定の政務活動を補助するために雇用する職員について計上する場合は、

「その職員の氏名・住所・生年月日・業務内容・賃金・雇用期間等」勤

務の実情を証明する書類（様式自由）を、領収書に添付して提出します。

「勤務日」「勤務時間・実働時間」「時間給等賃金の単価・日額」「勤務内

容（政務活動との関連性がわかるよう具体的に記載したもの）」を明確に

します。「政務活動補助職員勤務報告書」として参考例を用意しています。 

※「政務活動補助職員勤務報告書」の作成については、５２ページ参照

収支報告書等の保存及び閲覧について 

 議長は、報告書、出納簿及び領収書等を、当該報告書を提出すべきとされた

期間の末日の翌日から５年を経過するまで保存し、（政務活動費収支）報告書 

及び出納簿を閲覧に供します。 

（条例第１０条第４項） 

 議長は、帳票類等について、条例第１０条第４項に規定する期間まで保存し、

政務活動視察報告書及び広報紙を閲覧に供します。 

（規程第４条第２項） 
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３ 各種様式・記載例

１ 政務活動費収支報告書 ・・・・・・・・・・・・４５

２ 政務活動費出納簿 ・・・・・・・・・・・・４６

３ 領収書等貼付用紙 ・・・・・・・・・・・・４８

４ 政務活動交通費記録簿 ・・・・・・・・・・・・４９

５ 政務活動視察報告書 ・・・・・・・・・・・・５０

６ （参考）備品台帳 ・・・・・・・・・・・・５１

７ （参考）政務活動補助職員勤務報告書 ・・・・・・・・５２
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Ⅲ  資 料 編 

１ 例規関係（抜粋） ・・・・・・・・・・・・・・・・・５５

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例   ５５ 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則  ５９ 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程  ６０ 

杉並区議会政務活動費調査検討委員会設置要綱  ６４ 

杉並区議会政務活動費専門委員会設置要綱  ６５ 

２ 過去（政務調査費）の判例 ・・・・・・・・・・・・・・・・６７

１「調査研究費」関係 ６７ 

２「研修費」関係  ６７ 

３「広聴広報費」関係 ６８ 

４「会議費」関係  ６８ 

５「資料購入費」関係 ６９ 

６「事務費」関係  ７０ 

７「事務所費」関係 ７０ 

８「人件費」関係  ７１ 

３ 政務活動費制度の変遷及び検討・取組の経過 ・・・・・・・７２
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１ 例規関係（抜粋） 

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例 

（平成 13 年 3 月 23 日条例第 26 号） 

最新改正 平成 25 年 2月 20 日（題名改正） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１００条第１４項から

第１６項までの規定に基づき、杉並区議会（以下「議会」という。）の議員の調査研

究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、議会における会派及び議員に

対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象） 

第２条 政務活動費は、議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」

という。）及び議員の職にある者（以下「議員」という。）に対して交付する。 

（会派に係る政務活動費） 

第３条 会派に係る政務活動費は、各月１日（以下「基準日」という。）における当該

会派の所属議員の数に月額１６万円を乗じて得た額とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属

会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が

生じた日の属する月の政務活動費の交付については、これらの事由は生じなかったも

のとみなす。一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も同様とする。 

３ 各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができ

ない。 

（議員に係る政務活動費） 

第４条 議員に係る政務活動費は、基準日に在職する議員（次条第１項の規定による届

出を行った会派に所属する議員を除く。）につき、月額１６万円とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解

散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の交付に

ついては、これらの事由は生じなかったものとみなす。 

（議長に対する届出） 

第５条 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表者は、

政務活動費に係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長（議長の職務を行う者

がないときは議会の事務局長。以下同じ。）に届け出なければならない。その届け出

た内容に異動を生じたときも同様とする。 

２ 会派を解散したときは、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。 

３ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を議長に届
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け出なければならない。議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とす

る。 

（区長への通知） 

第６条 議長は、前条の規定による届出に基づき、毎年度４月１日の政務活動費に係る

会派及び議員の状況について、区長に通知するものとする。 

２ 議長は、年度途中において、前条の規定による届出を受けたときは、速やかに区長

に通知しなければならない。 

（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を

行い、会派の代表者及び議員に通知するものとする。 

（政務活動費の請求及び交付） 

第８条 会派の代表者及び議員は、前条の規定による通知を受けた後、毎四半期の最初

の月の１０日（その日が杉並区の休日を定める条例（平成元年杉並区条例第５号）第

１条に定める区の休日に当たるときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属す

る月数分の政務活動費を請求するものとする。ただし、一四半期の途中で議員の任期

が満了する場合は、任期満了日が属する月までの月数分を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するも

のとする。 

３ 一四半期の途中において、新たに会派が結成されたとき、又は新たに議員となった

とき、若しくは政務活動費の交付を受けていた会派の所属議員でなくなったときは、

第６条第２項の規定による通知があった日の属する月の翌月（その日が基準日である

場合は、当月）分以降の政務活動費を当該会派の代表者又は当該議員に対して交付す

る。 

４ 一四半期の途中において、会派の所属議員数に異動が生じた場合は、増員分に係る

政務活動費については第１項の規定を準用し、減員分に係る政務活動費については速

やかに区長に返還しなければならない。 

５ 前２項の規定に基づき、一四半期の途中で政務活動費の請求を行う場合における第

１項の適用については、同項中「毎四半期の最初の月の１０日」とあるのは、「当該

事実の生じた日の翌月（その日が基準日である場合は、当月）の１０日」とする。 

６ 一四半期の途中において、政務活動費の交付を受けた会派が解散したとき、又は政

務活動費の交付を受けた議員が議員でなくなったときは、当該会派の代表者であった

者又は当該議員であった者は、会派の解散の日又は議員でなくなった日の属する月の

翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活動費を区長に返還しなけ

ればならない。 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第９条 政務活動費は、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、
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各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その

他の区民福祉の増進を図るために必要な活動（以下「政務活動」という。）に要する

経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができるものとす

る。 

（収支報告書等の提出） 

第１０条 会派の代表者及び議員は、前年度分の政務活動費収支報告書（別記様式。以

下「報告書」という。）に、政務活動費の収支を表す出納簿（以下「出納簿」という。）

及び領収書その他の証拠書類（以下「領収書等」という。）を添えて、年度終了日の

翌日から起算して３０日以内に議長に提出しなければならない。 

２ 政務活動費の交付を受けた会派が解散し、又は政務活動費の交付を受けた議員が議

員でなくなったときは、前項の規定にかかわらず、当該会派の代表者であった者又は

当該議員であった者は、その事実があった日の翌日から起算して３０日以内に、報告

書、出納簿及び領収書等を議長に提出しなければならない。 

３ 議長は、報告書を受け取ったときは、その写しを区長へ送付するものとする。 

４ 議長は、報告書、出納簿及び領収書等を、当該報告書を提出すべきとされた期間の

末日の翌日から５年を経過するまで保存し、報告書及び出納簿を閲覧に供しなければ

ならない。 

（透明性の確保） 

第１１条 議長は、報告書、出納簿及び領収書等について必要に応じて調査を行う等、

政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。 

（政務活動費の返還） 

第１２条 区長は、会派及び議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総額か

ら、当該会派及び議員がその年度において行った政務活動費による支出（第９条に規

定する政務活動費を充てることができる経費の範囲に従って行った支出をいう。）の

総額を控除して残余がある場合、当該残余の額に相当する額の政務活動費の返還を命

ずることができる。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 附 則（平成２５年２月２０日条例第１号） 

１ この条例は、平成２５年３月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に

関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、

同日前にこの条例による改正前の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の

交付に関する条例の規定により交付した政務調査費については、なお従前の例による。 
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別表（第９条関係）

政務活動に要する経費

項 目 内 容

調査研究費
区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要する経費

（調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費）

研 修 費

１ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要する経費

（会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費）

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会派又は議

員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費

（参加費・会費、宿泊費、交通費）

広聴広報費

１ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴取、区民

相談等の活動に要する経費

（資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、文書通信費）

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する経費

（印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費）

要請陳情等

活動費

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費

（資料印刷費、交通費、文書通信費）

会 議 費

１ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費

（資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費）

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加に要する

経費

（参加費・会費、交通費、文書通信費）

資料作成費

会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費

（印刷・製本費、原稿料）

資料購入費
会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費

（書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、有料データベース利用料）

事 務 費
会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費

（事務用品・備品購入費、事務機器等借上費、インターネット接続料、文書通信費）

事 務 所 費

会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費

（事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴＶ・電話回線敷設料）

人 件 費
会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費

（賃金、社会保険料、交通費）

備考 括弧内は、例示とする。
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杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則 

（平成 13 年 3 月 30 日規則第 35 号） 

最新改正 平成 25 年 2月 20 日（題名改正） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条

例（平成１３年杉並区条例第２６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（議長に対する届出） 

第２条 条例第５条第１項及び第２項の規定による届出は、会派に係る政務活動費の交

付に関する届（第１号様式）によるものとする。 

２ 条例第５条第３項の規定による届出は、議員に係る政務活動費の交付に関する届

（第２号様式）によるものとする。 

（交付対象に係る通知） 

第３条 条例第６条第１項の規定による通知は、政務活動費交付対象者状況通知書（第

３号様式）によるものとする。 

２ 条例第６条第２項の規定による通知は、政務活動費交付対象者変更通知書（第４号

様式）によるものとする。 

（交付決定通知書） 

第４条 条例第７条の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第５号様式）に

よるものとする。 

（交付請求書） 

第５条 条例第８条第１項及び第４項の規定による請求は、政務活動費交付請求書（第

６号様式）によるものとする。 

（政務活動費出納簿） 

第６条 条例第１０条第１項に規定する出納簿は、政務活動費出納簿（第７号様式）に

よるものとする。 

（返還命令書） 

第７条 条例第１２条の規定による返還の命令は、政務活動費返還命令書（第８号様式）

によるものとする。 

附 則 

  １ この規則は、平成２５年３月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付 

に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に交付する政務活動費 

について適用し、同日前に交付した政務調査費については、なお従前の例による。 
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杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程 

（平成 19 年 3 月 30 日議長訓令甲第 1号） 

最新改正 平成 29 年 3月 31 日 

（趣旨） 

第１条 この規程は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条

例（平成１３年杉並区条例第２６号。以下「条例」という。）及び杉並区議会の会派

及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則（平成１３年杉並区規則第

３５号。）に定める政務活動費の取扱いについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１０４条に規定する議長の権限に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

（支出基準） 

第２条 次に掲げる経費は、条例別表で定める政務活動に要する経費（以下「政務活動

に要する経費」という。）に該当しないものとする。 

（１）選挙活動に関する経費

（２）政党活動に関する経費

（３）後援会活動に関する経費

（４）交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費

（５）飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催する会合に

伴うものを除く。）に関する経費 

（６）条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の目的に

合致しない個人的技能の習得に関する経費 

（７）日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費

（８）自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費

（９）その他政務活動の目的に合致しない経費

２ 政務活動費の交付を受けた会派及び議員は、一の経費のうちに政務活動に要する経

費及びその他のものが含まれるときは、政務活動に要する経費相当額を区分し、政務

活動費により支出しなければならない。 

３ 政務活動に要する経費の細目は、別表のとおりとする。 

（領収書等の提出） 

第３条 条例第１０条第１項及び第２項に規定する領収書その他の証拠書類（次項に規

定する第２号様式を除く。）は、領収書等貼付用紙（第１号様式）にそれぞれ貼付す

るものとする。 

２ 会派及び議員が政務活動のため交通機関を利用して出張し、その実費を政務活動費

により支出する場合は、政務活動交通費記録簿（第２号様式）を作成するものとする。 

（帳票類等の提出） 

第４条 条例第５条第１項の規定による届出を行った会派の経理担当者及び同条第３
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項の規定による届出を行った議員は、政務活動費を次の各号に掲げる経費に充てたと

きは、当該各号に掲げる帳票類等を作成し、条例第１０条第１項に規定する政務活動

費収支報告書に添えて議長に提出するものとする。 

（１）宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１万円以下の場合を除く、視察による調査

研究又は研修会、講演会等への参加に要する経費 政務活動視察報告書（第３号様

式） 

（２）広報紙の作成に要する経費 当該広報紙

（３）備品の購入に要する経費 備品台帳の写し

（４）事務所の賃借料 事務所の賃貸借契約書の写し又は事務所の図面及び写真等、事

務所の要件を具備していることを証明する書類 

（５）事務等を補助する職員を雇用する経費 雇用契約書の写し又はその者の氏名、住

所、生年月日、業務内容、賃金及び雇用期間等、勤務の実情を証明する書類 

２ 議長は、前項の帳票類等について、条例第１０条第４項に規定する期間まで保存し、

政務活動視察報告書及び広報紙を閲覧に供しなければならない。 

（その他） 

第５条 この規程の施行に関し必要な事項は、議長が定める。 

附 則（平成２９年３月３１日議長訓令甲第１号） 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

政務活動に要する経費細目 

項 目 内  容 

調査研究費 

○ 月極駐車場代の支出割合の上限は 1／2とする

○ ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン代を除

く）の支出割合の上限は 1／2 とする（ただし、議員１人当たり月額 5,000 円を

限度とする）

○ スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行き先） 

や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政務活動交通費

記録簿」に代えることができる

○ タクシー利用額の上限は年額 240,000 円とする（ただし、可能な限り他の公共交

通機関を利用する）
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研 修 費 

○ 懇親会費の計上はできないものとする

○ 政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする

○ 政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとする

○ 大学、大学院及び専門学校等に係る学費の計上はできないものとする

○ 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が 10,000 円以下の研修会、講演会等に参加

した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、開催日時、会場、

主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレジュメを添付する

広聴広報費 

○ 広聴広報活動における茶菓代については、1人につき 500 円を限度とし、領収書

等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する

○ 区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は1／2とする（た

だし、議員1人1回当たり5,000円を限度とする）

○ 印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に即して按分する

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員 1 人当たり年額 30,000 円を超える

ことはできない

また、1回当たりの購入は、100 枚を限度とする

○ ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に即して按分する

要請陳情等

活動費 
○ 細目なし

会 議 費 
○ 会議等を主催する場合の茶菓代については、1人につき 500 円を限度とし、領収

書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する

資料作成費 ○ 細目なし

資料購入費 

○ 購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とする

○ 所属政党発行の機関紙の購読については、議員 1人当たり 1部のみとする

○ 電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではなく、「事

務費」（事務用品・備品購入費）として取扱う

事 務 費 

○ 50,000 円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成し管理す

る

○ 備品購入費については、実態に即して按分する

なお、購入・買替えに当たっては、所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）上の減価

償却資産に係る耐用年数を参考にする

また、任期満了前 6か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする

○ ポイントカード制を導入している小売店で物品等を購入する際、一定割合のポイ

ントが還元され、次回以降の購入でポイント相当額を代金に充当できる場合は、

還元されたポイントが領収書で確認可能な限りにおいて、そのポイント相当額を

控除して支出する

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員 1人当たり年額 30,000 円を超

えることはできない

また、1回当たりの購入は、100 枚を限度とする
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事 務 費 
○ はがきを購入する場合は、議員1人当たり年額30,000円を超えることはできない

また、1回当たりの購入は、100 枚を限度とする

○ インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費につ

いては、実態に即して按分する

○ 通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする

固定電話（事務所専用） 1／2 

固定電話（事務所自宅兼用 FAX あり） 1／2 

固定電話（事務所自宅兼用 FAX なし） 1／4 

○ 政務活動に使用する電話・ＦＡＸについては必要最小限の台数とし、その番号を

議長に届け出るものとする

○ 名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする

事 務 所 費 
○ 事務所賃借料について

自

己

所

有 

計上できない 

賃

借 
事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は 1／2とする 

自宅兼用 計上できない 

※自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう

※個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金額の上

限は月額 50,000 円とする

○ 事務所光熱水費について

自

己

所

有 

計上できない 

賃

借 
事務所専用 事務所光熱水費の支出割合の上限は 1／2とする 

自宅兼用 計上できない 

人 件 費 
○ 議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない

○ 議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出割合の

上限を 1／2 とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤務内容と

日給・時給等を明記の上、議員 1 人当たり月額 50,000 円を上限として勤務実績

に応じた額とする
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杉並区議会政務活動費調査検討委員会設置要綱 

（平成 21 年 6 月 19 日 21 杉議会第 435 号） 
最新改正 平成 25 年 3 月 29 日杉議会第 1138 号 

（目的） 

第１条 この要綱は、杉並区議会会議規則（昭和 31 年 9 月 25 日議決）第 125 条第 4項

の規定に基づき、杉並区議会政務活動費調査検討委員会（以下「委員会」という。）

の運営等について必要な事項を定めることを目的とする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

（１）政務活動費の使途に関する事項

（２）その他委員会が必要と認めた事項

２  委員会は、必要に応じ、学識経験者等の意見を聴くことができる。 

（会長等） 

第３条 委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は議長職にある者とし、会議を統括する。 

３ 副会長は副議長職にある者とし、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を

代理する。 

４ その他の委員は、会長が指名する。 

（会議） 

第４条 委員会は、会長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

（会議の非公開） 

第５条 委員会は、非公開とする。ただし、議員は傍聴することができる。 

（守秘義務） 

第６条 委員会の委員は職務上知りえた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の会議その他委員会の運営に必要な事項

は、会長が委員会に諮って定める。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、区議会事務局議会法務担当係長において処理する。 

  附 則 

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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杉並区議会政務活動費専門委員会設置要綱 
（平成 22 年 5 月 28 日 22 杉議会第 116 号） 

最新改正 平成26年 3月 31日杉議会第1090号 

（設置） 

第１条 この要綱は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条

例（平成 13 年条例第 26 号。以下「条例」という。）に規定する政務活動費（以下「政

務活動費」という。）に関する意見聴取機関として、杉並区議会政務活動費専門委員

会（以下「専門委員会」という。）を設置することにより、公平性及び客観性を担保

し、適正な執行を確保することを目的とする。 

（所掌事項） 

第２条 専門委員会は、杉並区議会議長（以下「議長」という。）から求められた次の

事項について調査等を行い、その結果を議長に報告する。 

（１） 政務活動費の使途に関する事項

（２） 政務活動費の適正な執行に関する事項

（３） その他議長が必要と認めた事項

２ 議長は、必要があると認めるときは、専門委員会に対し、政務活動費の適正な執行

のために会派又は議員及び区議会事務局からの相談に応じるよう求めることができ

る。 

（組織） 

第３条 専門委員会は、委員３名以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、議長が任命する。 

３ 委員の任期は１年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。 

４ 専門委員会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

５ 会長は、専門委員会を代表し、会務を総理する。 

６ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

（会議） 

第４条 専門委員会は、会長が招集する。 

２ 専門委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 専門委員会の会議は、非公開とする。 

（権限） 

第５条 専門委員会は、必要があると認めるときは、議長に対して区議会が保有する政

務活動費に関する情報の提示を求めることができる。 

２ 専門委員会は、必要があると認めるときは、前項に規定する情報の全部又は一部を
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検査することができる。 

（守秘義務） 

第６条 専門委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その

職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第７条 専門委員会の庶務は、区議会事務局議会法務担当係長において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が専門委員会に諮って定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 
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２ 過去（政務調査費）の判例 

１「調査研究費」関係 

調査研究の実質があるか否かは、議員ないし会派の主張する調査目的、調査に向け

た準備の有無及びその内容、当該調査研究活動の具体的内容及び上記目的との関連、

調査研究結果の保存状況等を総合的に考慮して客観的に判断すべきである。 

支出の対象となった活動に調査研究の実質があると認められる場合であっても、当該

活動が市政との関連性を欠くことが明らかであったり、必要性・合理性を欠くことが明ら

かである場合には、結局当該支出は市政に関する調査研究に資するために必要な経費

に充てられたといえず、違法になると解すべきである。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 19 日）》 

様々な政治課題や市民生活に係わり、その専門性や関心も多様であって、議員が全

人格的活動を行い、議員活動について政治責任を負っていることを考えれば、その調査

対象は極めて広範なものにならざるを得ず、調査活動の市政との関連性、その目的、訪

問先、調査方法、必要性等も極めて広範な裁量の下に行われるものであると認められ

る。 

飲食費であるとか家族旅行の旅費等のように一見明らかに市政とは無関係であると

か、極めて不相当な日程や著しく高額なもの等以外は、これを認めるのが相当である。 

《札幌高裁判決（平成 19 年 2 月 9 日）》 

２「研修費」関係 

× △△連合会（政党）の政経セミナー会券代、前県知事を囲む市町村議員懇話会費 

○ 講演会「津軽文化の魅力を考える」参加費

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 20 日）》 

○ 地域科学研究会主催の研修会、社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会

主催のシンポジウム

《札幌高裁判決（平成 19 年 2 月 9 日）》 
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３「広聴広報費」関係 

市民の意見を収集、把握することは議員の調査研究の一つとして重要であり、調査研

究活動、議会活動及び市政に関する政策等を市民に知らせることは、市政に対する市

民の意思を的確に収集、把握するための前提として意義を有するものということができる

から、こうした広報のために支出した費用も市政に関する調査研究に資するため必要な

費用として、政務調査費の使途基準に適合するものと解される。 

 《名古屋地裁判決（平成 21 年 3 月 26 日）》 

議員の後援会旅行・激励会の案内等、議員のプロフィール、引退する議員の後継者

の紹介、議員自身の拡大写真やその活動状況を写した写真等を掲載した部分もあり、

後者の記載部分は議員自身をＰＲするものであり、自己の後援会活動又は選挙活動の

一環と認められるものであって、これが直ちに議員の審議能力を強化することにより地

方議会の活性化を図るという政務調査費の趣旨に適合するものということはできない。

《名古屋地裁判決（平成 21 年 3 月 26 日）》 

（広報することにより区民から新たな陳情又は意見等のフィードバックが予想され、そこ

から新たな視点又は観点の政務調査活動の開始が見込まれるものに関する経費に限

定せず） 

なるべく多くの区民に広報紙に対する関心を持ってもらい、読んでもらうための１つの

手段として、本件会派が行う議会活動及び区政に関する政策等以外の記事（※）を掲載

し、当該記事に係る経費に政務調査費を充てることも、それが合理的な範囲にとどまる

限り許されるものと解するのが相当。(※どの記事も紙面 1 ページの一部を占めるにすぎ

ないことを踏まえた上での判決) 

《東京地裁判決（平成 20 年 9 月 5 日）》 

４「会議費」関係 

政務調査費の対象外の経費として、政党活動・選挙活動に要する経費が定められて

いるから、「政党本来の活動に関する会議」や「選挙運動に関する会議」に要した費用は

政務調査費の支出対象から除外されるものの、そうでない場合には政務調査費の支出

対象に該当するものと解すべきである。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 19 日）》 

会派又は議員が陳情者等から市政に関する要望・意見を聴取することは、市議会に
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おいて市民の意思を適正に反映させるための一手段であり、議員の審議能力を強化す

ることにより地方議会の活性化を図るという政務調査費の趣旨にも合致するものである

から、政務調査活動というべきであるところ、その際陳情者等に対しコーヒー等の飲食物

を提供し、１月当たり２，０００円程度の支出をすることも市政に関する調査研究に資する

ため必要な費用と認めるのが相当である。 

《名古屋地裁判決（平成 21 年 3 月 26 日）》 

少人数の会議を喫茶店で行うことは必ずしも稀なことではなく、その場合には会場費

の負担に替えて（あるいは加えて）、喫茶代金の負担が伴うが、その費用も研修会等に

要する経費に当たるというべきであり、更に研修会、会議等において、お茶やお茶菓子

程度の飲食を伴うことは、会合の活性化や円滑化に資するものとして一般的にみられる

ものであるから、その費用はその研修会等に要する経費に含まれるというべきである。 

《京都地裁判決（平成 16 年 9 月 15 日）》 

５「資料購入費」関係 

雑誌名や種類が不明であることに照らすと、その雑誌が調査研究活動のために必要

な資料であると認めることができないから、本件使途基準に合致しない支出であると認

めるほかない。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 

書籍購入代金は、たとえ新書や文庫本の代金を含んでいたとしてもなお社会通念上

は調査研究に資する費用の一部ということができるから、その全額を本件使途基準に合

致する支出であると認める。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 20 日）》 

△△協会の平成１６年度会員費及び新聞代（りんごニュース）については、同協会の

会員費を含んでいることや議員の職業が農業であることに照らせば、個人的な支出であ

ると認めるのが相当であるから、その全額を本件使途基準に合致しない支出であると認

める。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 20 日）》 

スポーツ紙は一般に娯楽性が高い読み物というほかはないのであって、スポーツ紙の

購読が市政に直接、かつ、具体的に関わるような特段の事情がある場合は格別、その

ような特段の事情がうかがわれない場合にまで公金でこのようなスポーツ紙を購入して
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よいはずはなく、調査研究活動に資するため必要な経費であると認め難い。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 

６「事務費」関係 

内訳が記載された領収書により真に事務用品として購入されたことを認めることがで

き、その２分の１に当たる金額が政務調査活動に資するため必要な費用であったと推認

するのが相当である。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 

個人的使用分を２分の１、政務調査活動分を４分の１、それ以外の議員活動分を４分

の１とみる。 

※事務所で使用するパソコンのリース料についての判決

《仙台高裁判決（平成 19 年 12 月 20 日）》 

自宅の電話と事務所の電話が同一番号であり、電話料金の中には個人としての電話

料金（合理的に案分すると２分の１）、政務調査以外の議員活動の電話料金（４分の１）

が含まれていると推認されるから、残りの４分の１に当たる△△△円を正当な政務調査

費用であると認めるのが相当。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 

７「事務所費」関係 

調査研究活動に資するためのものと後援会事務所とを兼ねていることがうかがわれ、

その合理的な区分が困難であるから、社会通念上電気料金合計の２分の１を政務調査

活動に資するために必要な費用と認め、その余の△△円については本件使途基準に合

致しない支出と認めるのが相当である。 

※第三者から議員個人としての事務所を賃借している場合の判決

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 

光熱水道費、電話料金及び共同住宅管理費のうち全体の９分の１は、市政に関する

調査研究活動のための事務所の維持管理費もしくは備品に関する経費として、その支

払に事務所費を充てることが許されると解するのが相当。 

※自宅の一部を議員事務所として使用している場合の判決
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《大阪高裁判決（平成 19 年 12 月 26 日）》 

賃貸借契約に係る賃借人である議員と賃貸人が親子の関係にあり、賃貸借の目的が、

賃貸人である父が居住し、かつ父が代表取締役を務める会社が事務所として使用する

建物の一室であるとしても、当該部分が議員としての調査研究活動のための事務所とし

ての実態を有する限り、親子間で当該事務所部分の使用関係ないし経費の負担関係を

明確にしておくために当該部分について賃貸借契約を締結することは、それ自体別段不

自然ということはできず、上記賃貸借契約に係る月間使用料（賃料）の金額（月額５万５０

００円）にもかんがみると、原告が主張する事実関係から直ちに上記賃貸借契約が実体

を欠くものであると推認することはできず、また、上記賃貸借契約に係る建物部分が議

員としての調査研究活動のための事務所としての実態を欠くものと推認することもできな

いというべきである。 

※経済的に同一体ではない親と議員の賃貸借契約についての判決

《大阪高裁判決（平成 19 年 12 月 26 日）》 

８「人件費」関係 

常勤調査研究補助者は、議員の事務室における電話番や連絡係のみならず、市民に

よる市政に対する要望の聞き取り調査、市当局に対する陳情等の政務調査活動の補助

も行っているのであるから、その補助者の給料の半額分を政務調査費から支出したとし

ても、本件条例、本件規則及び本件要綱の定める使途基準に照らして明らかに必要性・

合理性を欠いている等，会派及び議員の裁量的判断を著しく逸脱して支出したということ

はできない。 

《仙台地裁判決（平成 20 年 3 月 24 日）》 

政務調査活動の補助職員に家族を雇用するというのはお手盛りの危険を伴うもので

あり、納税者の立場からすれば、いくら職務に応じた妥当なものであると説明されても、

容易に納得できるものではないし、そもそも妥当な支出であったか否かを検証することが

困難であるといわざるを得ないことにかんがみれば、政務調査費からそのような支出を

すること自体相当ではない。 

《仙台高裁判決（平成 19 年 4 月 26 日）》 
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３ 政務活動費制度の変遷及び検討・取組の経過 

○ 平成１２年「地方自治法」改正 ・・・「政務調査費」制度化

○ 平成１３年３月「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関す

る条例」及び「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する

条例施行規則」制定（平成１３年４月１日施行）

○ 平成１８年１２月「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関

する条例」改正（平成１９年５月１日施行）

・・・収支報告書・出納簿に加え、領収書原本の提出を義務付け

○ 平成１９年３月「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関

する規程」制定（平成１９年５月１日施行）

○ 平成２０年３月「政務調査費検討会」報告書

・・・新たな使途基準細目を作成

○ 平成２１年６月「杉並区議会政務調査費調査検討委員会設置要綱」制定

○ 平成２２年５月「杉並区議会政務調査費専門委員会設置要綱」制定

○ 平成２４年９月「地方自治法」改正

・・・政務調査費が「政務活動費」に改められる。政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲を条例で定めることが義務付けられるとと

もに、透明性をより一層確保することが求められる。 

○ 平成２５年３月「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関す

る条例」施行

・・・「政務活動費」に改められたことに伴い、条例の題名、規則で定めて

いた使途基準の条例化等の改正を行う。これを受け、「杉並区議会の

会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則」「杉

並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程」、

その他要綱等の所要の改正を行う。 
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会派・議員の皆さまへのお願い 

■ 平成２９年度分の取扱い

事務局では、政務活動費収支報告書等関係書類の内容確

認を四半期ごとに行います。次のとおり、事務局議会法務

担当へ書類を提出してください（提出書類は２９ページ参

照）。 

① 『４月分～６月分』……  ７月５日（水）まで 

② 『７月分～９月分』……10 月 13 日（金）まで 

③ 『10 月分～12 月分』…  １月 10 日（水）まで

※①～③においては「収支報告書」の提出は不要です。

④『４月分～３月分』……  ４月４日（水）まで 

※全ての書類を提出してください。

★ 平成30年５月１日から「政務活動費収支報告書・出納簿・政務活動視察

報告書・広報紙」の４点は閲覧に供します。「領収書・政務活動交通費記録

簿・その他証拠書類」は情報公開請求の対象となります。

★ 平成30年７月を目途に、「政務活動費収支報告書」を区議会ホームペー

ジに掲載します。

★ 上記①～④の手順を踏まない場合、事務局で内容を確認できないまま、

閲覧に供し、あるいは情報を公開することになりますのでご留意ください。 
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３１杉議会第１７号 

平成３１年４月５日 

 監査委員 様 

区議会事務局長 

佐野 宗昭 

平成 30 年度杉並区職員措置請求監査結果における 

意見・要望事項等への対応状況について（報告） 

 平成 30 年度の杉並区職員措置請求（平成 28 年度政務活動費に関する住民監査

請求）の監査結果における意見・要望事項等への対応状況について、下記のとお

り報告します。 

記 

１ 意見・要望事項の内容 

（１）按分の割合（上限）が定められていない経費について

現行の「政務活動に要する経費細目」においては、政務活動とその他の

議員活動や私的活動が混在する場合の按分について、①ガソリン代、②事

務所賃借料、③インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の

情報端末の通信費等のように支出割合の上限を２分の１等とするもののほ

かは、「実態に即して按分する」、「社会通念上相当な割合で按分する」など

とされ、按分の割合（上限）が定められていない。 

透明性の向上、区民の理解促進などのため、按分の割合（上限）が定め

られていない経費については、適切な按分の割合（上限）を設定すること、

及び個々の会派又は議員においてそれを超える実態がある場合は、より詳

細かつ合理的な説明を付して、その割合で按分することを検討されたい。 

このことについては、平成 28 年度の監査結果以降、意見・要望事項とし

てきたものであり、今後の検討に期待する。 

（２）支出割合の上限を超えて計上する場合の合理的な説明等について

インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通

信費については、支出割合の上限が設けられたところであるが、当該支出

について合理的な説明ができる場合は、その上限を超えて計上することが

認められている。 

上記（１）においては、定められた上限を超えて計上する場合には、よ

り詳細かつ合理的な説明を付すよう求めているところであり、この上限を

超える実態がある場合は、それを裏付ける資料を提出するなど、より適正

に運用されるよう留意されたい。 

また、パソコンの購入費、リース料、インターネット接続料等のパソコ

ン関連経費については、一般的にパソコンの使用実態に即して按分される

ものと考えられるところ、インターネット接続料のみ支出割合の上限が設

けられたことは、他のパソコン関連経費との整合性が図られているとは必

資料５
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ずしもいえず、上記（１）で述べたとおり、政務活動とその他の議員活動

や私的活動が混在する場合は、支出割合の上限を設けるよう検討されたい。 

（３）区議会の自律的なチェック機能の充実・強化について

区議会におかれては、平成 27 年度から区議会事務局による収支報告書等

関係書類の点検サイクルの充実・強化（区議会事務局への収支報告書等関

係書類の提出回数を年３回から年４回に変更）を図るなど、政務活動費の

適正な執行の確保に努められているところであるが、本件監査請求後の会

派・議員自身や区議会事務局による精査・点検により、一部の会派・議員

において、収支報告書等の訂正や自主返還などが行われている現状が見受

けられる。 

より厳正な見直しを行われたことは望ましいことであるが、今後は、こ

のような点にも十分に留意して、適正な収支報告等を行うよう努められた

い。 

また、平成 27 年度の「事務処理の手引」においては、収支報告書に対す

る三者間でのチェック体制の強化として、収支報告書の提出に当たっては、

議員交付であっても会派内でのチェック機能を発揮していくとともに、一

定の期間内での区議会事務局によるチェック、議長による必要に応じた調

査・指導を効率的にバランスよく行うこととされており、改めてこのこと

を銘記され、区議会の自律的なチェック機能の充実・強化を図られたい。 

（４）政務活動費の支出の計上年度に関するルールの明定について

政務活動費の支出の計上年度について、区議会事務局長の抗弁書におい

て、「区議会では、政務活動費条例及び政務活動費規則等において、交付年

度中に発生した経費のみ支出が可能とする旨の規定が存在しないことから、

政務活動費の計上を「現金主義」で一律処理することとしており、交付年

度内で実際に支出された経費を対象としている。ただし、交付年度内で実

際に支出された経費であれば、どのような場合でも認めているわけではな

く、支出の原因となる事実が当該年度分ではない場合には、その支出の範

囲を１年分にとどめるという考え方を区議会では現在採用している。加え

て、支出の範囲が１年以内であっても、議員の職を辞した後に支払ったも

のが計上されていれば、その分の返還が必要となることや、議員の職に就

く前の利用実績分は、政務活動費に計上できないことは当然のことであり、

その意味でも「現金主義」の採用によって区に損害が生じることはない」

との見解が示されているが、明文の規定が設けられていない。 

本件監査においては、資料購入費の項目で「政務活動費の支出の計上年

度を当該支出が行われた年度とする「現金主義」を採用することも許容さ

れると解するのが相当である」と判断したところであるが、政務活動費の

支出の計上年度に関するルールについては明文の規定を設けることが適切

であり、政務活動費規程等に明記されたい。 

２ 対応状況 

平成 31 年度に向けて別紙のとおり改善した。また、平成 30 年度に改善するこ

とができなかった事項については引き続き検討する。 
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１ 意見・要望事項への対応状況 

○ 区議会の自律的なチェック機能の充実・強化について 手引書改正

手引書を改正し、「収支報告書の提出に当たっては、議員交付であっても会派内での

チェック機能を発揮するととともに、四半期ごとの区議会事務局によるチェック、議 

長による必要に応じた調査・指導を効率的にバランスよく行う」旨を記載し、各議員 

に再度周知徹底する。 

２ その他の改善事項 

（１）政務活動補助職員勤務報告書の勤務内容の記載方法について 

「政務活動補助職員勤務報告書」の勤務内容の記載方法については、手引書を改

正し、平成 30 年度から、勤務内容が複数ある場合は、可能な限り複数の勤務内容

を記載することとしており、その旨を各議員に再度周知徹底する。 

（２）「政務活動費の支出に関する事務処理について」（手引書）の公開について 

平成３１年度版から、杉並区議会ホームページで公開することとする。 

３ 平成３１年度の検討事項 

   次の項目については、引き続き検討を行うものとする。 

   特に、①については、平成28年度以降の監査結果において、意見・要望事項とされ、

区議会においても、継続して検討事項とされていることから、今年度は、重点的に検討

することとする。 

① 按分の割合（上限）が定められていない経費の適切な按分の割合の設定

② 私的活動が混在する場合の適切な按分の割合の設定

③ 支出割合の上限を超えて計上する場合の合理的な説明の明文化

④ 月極駐車場代を計上できない経費とすること

⑤ 支出の計上年度に関するルールの明定

⑥ 杉並区議会ホームページでの調査検討委員会の検討結果の公開

⑦ 杉並区議会ホームページでの政務活動費関係書類（出納簿、領収書等）の公開

別紙
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